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発刊のご挨拶

事業環境の変化を成長の機会と捉え、

エネルギー事業者として更なる進化を目指します

代表取締役社長 湊  好男

発刊のご挨拶
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「プログレッシブエナジー20年史」発刊のご挨拶

　21世紀が幕開けして間もない2001年8月23日、浦添市城間にて誕生した当社は、
この度お陰さまで20周年を迎えることができました。これは一重に当社を長年にわ
たって支えて頂きましたお客さま、株主の皆さまをはじめ、多くの関係各位のひとか
たならぬご支援と創業時からの多くの諸先輩方のご尽力の賜物であり、役職員を代
表して心より篤く御礼申し上げます。
　当社は1995年から始まった電力自由化の動きの中で、オンサイト発電事業を展開
するために設立されました。その後、電力・ガス自由化の動きが時代とともに進展す
る中、事業環境の変化がもたらす成長機会に対し果敢にビジネスモデルを進化させ
てきました。即ち、2009年からは国内で初めて可倒式風車の建設及び維持管理業
務を開始し、また、2015年からは県内で初めてとなる天然ガス供給事業を立ち上げ
展開して参りました。
　この間、当社の歴史を一貫して流れ、脈 と々して培われてきたものは、当社が経
営理念として掲げている「先進的エネルギーサービスで地域社会に貢献する」精神
であります。お客さまからの信頼にお応えするという使命感に基づく現場での日々の
業務における地道な努力と、常に事業環境の変化を鋭敏に感じとり前例に捉われ
ず新しい事業展開を目指す積極果敢な進取の気性こそ当社の事業を支えてきた柱
であり、当社がこれからも力強く歩み続け、更なる成長を遂げる原動力であると確信
しております。
　脱炭素社会に向けた動きが世界的に拡がる中、沖電は昨年「沖縄電力ゼロエ
ミッションへの取り組み」において「2050年CO2

 排出ネットゼロを目指す」ことを発
表しました。沖電グループの一員として、化石燃料の中で最も環境負荷の低い天然
ガスの供給事業とともに風力発電関連事業や太陽光発電事業等の再生可能エネ
ルギー事業に携わる当社の責任は従来に増して重いものがあります。日々新たな気
持ちでお客さまの声に真摯に耳を傾け、一人ひとりがスキルアップに向け日々研鑽を
積むことにより、お客さまに選んで頂けるよう企業としての存在意義を高め、エネル
ギー事業者としての責務を果たしていく所存であります。
　この度、当社の20年を振り返る「プログレッシブエナジー20年史」を編集し、ここ
に発刊する運びとなりました。本書が我々にとって先人の多大なご苦労の足跡を訪
ね、温故知新を通じて、今後30年、50年と一段と飛躍し新しい時代を切り拓く一助
となることを期待しております。
　最後になりましたが、関係各位のご健勝とご繁栄を祈念し、これからも皆さまのご
支援を心よりお願い申し上げまして発刊のご挨拶とさせて頂きます。

2021年８月　　
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代表取締役社長
社長執行役員沖縄電力株式会社

総合エネルギー事業の中核を担う企業として、

持続的な成長・発展を期待します

本永  浩之

祝　辞
祝　辞

「プログレッシブエナジー20年史」の発刊に寄せて

　この度は、株式会社プログレッシブエナジー設立20周年を迎えましたこと、誠に
おめでとうございます。心よりお慶び申し上げます。
　プログレッシブエナジーは、沖縄県内において自家用発電設備の導入が拡大さ
れる中、当該設備に係るトータルサービスを提供し、効率的なエネルギー調達の実
現を通してお客さまのコスト低減に寄与するとともに、沖縄県における新たな電力供
給システムの発展と産業の振興に貢献することを目的として、2001年8月23日に産
声をあげました。
　その後、今日を迎えるまで、事業環境に応じ、積極果敢に新しいビジネスモデルに
チャレンジして、その役割を変化させてきました。
　2015年には、発電用以外では、沖縄県内において初めて導入される液化天然ガ
ス（ＬＮＧ）の供給事業を開始し、県内におけるクリーンで環境性に優れたエネル
ギーの普及拡大に大きく貢献してきております。
　沖電グループにとっても、電気とガスの両方を供給できる強みを活かして、ガスの
販売量・売上を着実に拡大してきており、まさに総合エネルギー事業の中核となる
企業に成長してきております。
　今後は、吉の浦火力発電所から牧港火力発電所に至るガス導管が施設されま
す。基地返還跡地開発等で、旺盛な熱需要が期待される本島中央部において、よ
り幅広いお客さまに、天然ガスをご利用いただける環境が整備されます。
益々、プログレッシブエナジーの役割が大きくなるとともに、これを機に大きな飛躍
を果たされることを期待しております。
　脱炭素社会の実現に向けては、日増しに社会的要請が高まっており、当社も
「2050 CO2

 排出ネットゼロ」を宣言し、果敢にチャレンジしているところであります。
その中でも、再エネの主力化は大きな柱のひとつと位置付けており、プログレッシブ
エナジーが離島や海外で展開してきた可倒式風車の建設・維持管理業務等の知見
や経験は、その実現に大きく寄与してくれるでしょう。
　最後に、エネルギーの安定供給という基本的使命は不変であり、お客さまの暮ら
しや経済活動に不可欠な社会基盤であることを強く認識するとともに、その実現に
全力を注がなければなりません。
　今後も、事業環境の変化への対応を前向きに捉えビジネス刷新を行いながら、新
しい技術にも積極果敢にチャレンジすることで、沖電グループの掲げる総合エネル
ギー事業の中核を担う企業として、持続的な成長・発展を果たしていけるよう祈念
しております。

2021年８月　　
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本社事務所（右手前平屋建物）遠景

環境にやさしいエネルギーで
持続可能な社会を目指す
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本社屋上にて社員による人文字
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本社

トンガ王国　可倒式風車５基

渡嘉敷太陽光発電所

沖電 波照間可倒式風車

自家用発電システム

沖電吉の浦火力発電所　天然ガス出荷設備

執務室内の遠隔監視モニターアワセ天然ガス供給センター

牧港天然ガス供給センター州崎天然ガス供給センター

第１章　20 年のあゆみ　事業編主要施設
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2011年8月23日　設立10周年　社内懇親会 2003年2月14日　月例誕生会

2018年11月15日　社内バドミントン大会 同左　集合写真

2019年10月12日　野球大会　VS沖電具志川火力発電所 同左　集合写真

2019年6月29日　沖電G新入社員歓迎フットサル大会 同左　集合写真

オフタイム現場での作業

可倒式風車　ナセル組立風景（トンガ）

可倒式風車　タワー地上組立風景（トンガ）

LNG サテライト日常点検

可倒式風車　タワー連結作業風景（トンガ）

ガスコージェネレーションシステム定期点検

ガス供給の遠隔監視

ローリー車からサテライト貯槽への LNG 受入ガス導管敷設工事
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経  営  理  念

《社 是》
先進的エネルギーサービスで地域社会へ貢献する

《企業目的》
「お客さまニーズにプログレッシブなエネルギーサービスでお応えする」
　お客さまの多様化するエネルギーニーズに、先進的（プログレッシブ）で経済的

かつ環境性の高い総合エネルギーサービスを提供し、地域社会の発展に貢献します

「社員を育て幸せにする」
　専門的な技術力を持つ人財育成に取組み、社員一人ひとりが働きがいのある

企業を目指します

《行動指針》
１.  お客さまの声を大事にし、スピーディーに対応する

２.  最適な提案ができるよう、情報収集に努める

３.  現場作業は、安全最優先で行う

４.  現場力の維持・向上を図るため、直営作業に努める

５.  固定観念に捉われることなく、新しいことに挑戦する

６.  現状に満足せず、自己研鑚に努める

７.  保安規程を含む関係法規を遵守し、高い倫理観の下行動する

2014年3月14日制定

2018年1月14日　ごさまるトリムマラソン
地域キャラクター護佐丸くんと

2016年6月　環境月間　嘉数高台公園清掃活動

2018年6月29日　泊区海岸清掃 同左　清掃を終えて

2021年5月16日　中城村一斉清掃　区民のみなさんと 同左　泊区民館　草刈り作業

2020年9月16日　中城村商工会清掃活動　花と緑のふれあい広場にて 2019年12月17日　中城村商工会主催年末イルミネーション設置

地域交流活動
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ロゴマーク
　設立当初「電気・ガス・水道」事業の展開を想定しており、旧ロゴマークは、

PEC の愛称の周りを電気の赤、ガスの炎のオレンジ、水道の水色を 3 つの帯で

イメージし 2001年に作成されました。

　その後、ガス供給事業への展開を踏まえ、当社設立当初の主要事業である

オンサイト発電事業から、可倒式風力関連事業、太陽光発電事業、ガス供給事

業へと主要事業が大きく変化することから、2014年に社のシンボルマークを一新し

ました。

コーポレートロゴマーク

デザインコンセプト

　社名イニシャルである「PEC」の三文字と、エネルギーをイメージしたグラフィック

を組合せたデザインです。

　柔らかな曲線で描かれたデザインは、自然エネルギーの供給や販売をイメージし

ております。また、液化天然ガスをイメージしたグリーンをメインに「PEC」を表記し、

周囲には風力発電を表すブルーのライン、自家用発電、太陽光発電を表すレッドの

ラインを描きました。

　前進していくような斜体のデザインにより、先進的なイメージを表現しております。

「PEC」の文字も固過ぎず柔らかさのある書体を作成し、自然エネルギーの力強さ

と高い環境性を表しました。

プログレッシブエナジー20年史　目 次

発刊のご挨拶　代表取締役社長　湊 好男 
祝辞　沖縄電力株式会社　代表取締役社長・社長執行役員　本永 浩之 
口絵 
経営理念
ロゴマーク及びデザインコンセプト 
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第3章　設立20周年記念　座談会・社員メッセージ　

　設立当初を振り返る　
　  「草創期を切り開いた疾風怒濤の日々の軌跡」　
　当社の現在と未来を語る
　  「新たな挑戦へ　PECのあるべき将来像」　
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〈凡例〉

  1.

  

2.

  

3.

 4.

  5.

 6.

  

7.

  

本書の記述は、原則として2001年8月から設立20周年前月にあた

る2021年7月までとする。

用字・用語は、原則として常用漢字、新かなづかいを用いるが、固

有名詞、慣用語等は必ずしもこれにとらわれない。

会社名・団体名は、原則として初出時に正式名称を記す。

人名の敬称は原則として省略し、役職名は当時のものとする。

年号は西暦を使用する。

数字は原則として算用数字を用い、億、万の単位にのみ漢字を使

用する。

語句説明、事物説明が必要なものについては各章ごとに（注）を設

ける。

事業編

20年のあゆみ

第 1 章



20 21

第１章　20 年のあゆみ　事業編第１章　事業編　20年のあゆみ

　これにより、自由化対象となった需要家は国内の販売電力量の約３割を占める

こととなった。

2. 沖縄電力の対応

 （ １）オンサイト発電事業についての検討
　このような環境の中、沖縄電力株式会社（以下「沖電」と略す）において、従来

からオンサイト発電事業を行ってきたエネサーブ等の先行他社の状況や、技術開

発動向等に関する調査を行った結果、お客さまのコスト低減に対する強いニーズ

が確認されるとともに、マイクロガスタービンの技術進展等を背景に、オンサイト

発電事業の普及は急速に拡大していくことが予想された。また、既に自ら同事業

に参入した電力事業者においては、自社の需要離脱の防止のみに留まらず、設立

母体である電力事業者との競争、さらには他電力管内への進出を睨んだ事業展

開を企図しており、沖電としてもオンサイト発電事業にどう取り組むかの方向性を

早急に決定する必要があると判断した。

 （２）プロジェクトチームの設置
　2001年２月に沖電社内関係部（営業部、事業開発部、火力部、研究開発部）

からなるプロジェクトチームを設置し、オンサイト発電事業の事業化を前提に検

討を開始した。具体的には、主に事業の具体的内容、県内における市場規模、事

業化にあたっての形態と収支見通し、及び予想される事業リスクの検討を実施し

た。検討の結果、プロジェクトチームは同年３月に「沖電グループを中心に同事

業に必要な機能を有する外部企業とも連携した新会社を設立し、早期に事業を

開始すべき」とする報告書を取りまとめた。

　これを受けて、沖電は同年４月27日開催の取締役会において、オンサイト発電

事業のスタートに向け、さらに掘り下げた検討及び外部企業との提携関係構築の

ため、沖電グループ企業、（株）りゅうせき、三菱電機（株）から構成される設立

準備プロジェクトチームの設立を決議した。

　設立準備プロジェクトチームにおいて新会社設立時の収支予想を行ったとこ

ろ、設立３年度目に単年度利益を計上、４年度目に累積損失を解消し、以降、株

主に対する配当が可能となる見通しであるとの結論に達したことから新会社設立

を諮ることにした。

1. 事業環境

 （ １）電力自由化の進展の背景
　電力自由化の議論は1980年代より世界的潮流となっていた規制緩和の進展の

中で始まった。国内では、1990年代初頭のバブル崩壊後、競争を促進し活力あ

る経済社会を実現するため、規制緩和の推進が大きな政策課題となっていた。ま

た、1990年代の急激な円高を契機として、為替レートで比較した電気料金の内外

価格差が指摘され、公共料金についても、規制緩和やより一層の経営効率化が

求められていた。

 （２）第一次電気事業制度改革
（発電事業への新規参入拡大、特定電気事業の創設）
　1995年12月に施行された電気事業法の一部改正により、電気事業者以外の

事業者が、電力会社に電気を売ること（卸売）が可能となった。これにより、独立

系発電事業者（IPP「Independent Power Provider」）が卸供給事業に参入する

ことが可能となった。

　また、特定電気事業が創設され、電力会社以外の自前の発電機と送配電設備

を持つ事業者（特定電気事業者）が特定地域の電力需要家に直接電気を販売

することができるようになった。

　これにより、需要家の構内に発電設備を持ち込み、電力を供給する自家発代

行が認められ、オンサイト発電事業が可能となった。

　従来、自家用発電設備を導入する際、需要家は設計、機種の選定、運転、燃

料調達、メンテナンス等の煩雑な手続きを行う必要があった。一方、オンサイト発

電事業では、これらの業務をオンサイト発電事業者が一括して受託するため、需

要家からすると煩雑な業務から解放され、かつ、資産のオフバランス化にもつなが

るメリットがある。

　このことから、全国的にオンサイト発電事業への参入者が相次ぎ、沖縄県内に

おいても製糖工場をはじめ大型ショッピングモールやホテル等に対してサービス

を提供するケースが出てきた。

 （３）第二次電気事業改革（小売市場の部分自由化）
　2000年3月に施行された電力自由化により、特別高圧で受電する需要家（電気

の契約容量2,000kW以上の大規模工場、病院、スーパー、ホテル等）に対して

は、電力会社以外の事業者（特定規模電気事業者：PPS「Power Producer and 

Supplier」）が電気を供給することができるようになった。

当社設立経緯



22 23

第１章　20 年のあゆみ　事業編第１章　事業編　20年のあゆみ

4. 当社設立

 （ １）記者会見　
　2001年8月23日、午後1時30分より那覇市のおきでん那覇ビル内のおきでんふ

れあいプラザにおいて、当社設立のプレス発表を行った。

主な出席者は次の通りである。

発 起 人　當山 宗仁　沖電代表取締役副社長

　　　　　太田 守明　りゅうせき代表取締役社長

　　　　　深見 明男　三菱電機電力事業部本部長

当社役員　伊波 良弘　代表取締役社長

　　　　　宮里 　学　常務取締役

　　　　　当真 　満　常務取締役

司　　会　大城 重一　沖電広報室長

席上、沖電からは以下の説明があった。

 「沖縄電力では、電力自由化が進展していく中で当社を中心とする企業グルー

プが生き残っていくためには、お客さまニーズを的確に捉え、選ばれるサービスを

提供できるよう努力を続けていかなければならないとの認識に立ち、エネルギーコ

ストの低減やエネルギーコストの有効利用に関するお客さまニーズに応えるべく、

近年、全国的に普及が進んでいるオンサイト発電によるモノジェネ・コジェネのエ

ネルギー供給サービス事業に参入することとしたものであります。

　新会社設立にあたっては、沖電グループ企業に加え機器メーカー、燃料供給会

社及び商社にも参画を頂き、沖電グループが長年培ってきたノウハウと参画企業

が有する機器調達、燃料供給の豊富な経験を結集することができました。

　沖電グループは、新会社を設立することにより、流通設備を通じて電力を供給

する従来の形態に加え、オンサイト電源を用いた電力供給や各種サービスも提供

できるようになります。今後ともお客さまに選んで頂ける企業グループを目指して

事業運営に努力して参りたいと存じます。」

次いで、当社から以下の挨拶を行った。

　「新会社は当面ディーゼル発電設備を用いた自家発代行サービスを行います。

具体的には、お客さまに代わって自家発設備の設置から運用、保守等を行い、お

客さまには一切手間をかけずに電気や熱をご利用頂くサービスを提供します。お

客さまは自家発設置に必要な資金の調達や、運用に伴う煩わしさから解放され、

なおかつ低コストでエネルギーを利用できます。

　また、将来的にはマイクロガスタービンや燃料電池等、取り扱うエネルギー源

を拡大するとともに、エネルギー利用の効率を高め、省エネ、低コストを実現する

ESCO事業へと事業領域を展開することとしています。

　なお、新会社の社名としたプログレッシブエナジーは、お客さまのエネルギーに

関するニーズの多様化に対応する進歩的で先進的な（プログレッシブ）最適サー

ビスを提案していこうという新会社の目標を現したものです。」

3. 当社設立に向けた動き

 （ １）沖電取締役会での決議
　2001年7月31日開催の沖電取締役会において、以下の通り当社設立が決議

された。

　　社　　　名：沖縄エネルギーサービス株式会社（仮称）

　　資　本　金：授権資本 ４億円、払込資本 １億円

　　本社所在地：浦添市

　　設　立　日：2001年８月

事 業 内 容：①自家発電システム及び排熱利用による空調、給湯等のシス

テムの設計、施工、運転、監視、メンテナンス業務

②自家発電設備及び排熱利用による空調、給湯等の設備の

製造、販売、賃貸借

③建物及び附属設備のエネルギー消費の効率向上等に関す

る調査・コンサルティング業務

④建物及び附属設備の設計、施工及びメンテナンス業務

 （２）当社発起人会での決議
　2001年8月13日に発起人7名全員が出席の上、発起人会が開催され、商号を

株式会社プログレッシブエナジーとすること等が決議された。

発起人・株式引受人
会社名 代表者名 株数（株） 出資額（百万円） 比率（％）

沖縄電力（株） 仲井真 弘多 1,020 51 51

（株）りゅうせき 太 田  守 明 400 20 20

三菱電機（株） 谷 口  一 郎 300 15 15

三菱商事（株） 佐々木 幹夫 100 5 5

沖電企業（株） 宮 城  幸 信 100 5 5

（株）沖電工 山 里  景 淳 40 2 2

沖縄プラント工業（株） 宮 城  定 吉 40 2 2

計 2,000 100 100

役員
役職名 氏　名 備　考

代表取締役社長 伊 波  良 弘 沖縄電力より派遣

常務取締役 宮 里  学 同上

同上 当 真  満 りゅうせきより派遣

取締役（非常勤） 與 那 城  哲 沖縄電力　営業部長

同上 宮 崎  博 三菱電機　九州支社長

同上 上 里  好 央 沖電企業　取締役

同上 屋 良  朝 喜 沖電工　取締役

監査役（非常勤） 神 谷  清 沖縄電力　事業開発部 　事業支援G課長

記者発表　
左から当社 伊波社長、りゅうせき 太田社長、沖電 
當山副社長、三菱電機電力事業部 深見本部長
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2001年8月24日　琉球新報社提供〈設立記者会見を伝える記事〉

　また、りゅうせきからは、以下のコメントがあった。

　「当社は設立以来、当沖縄県におきまして石油燃料の販売等エネルギー供給

事業に深く関わって参りましたが、最近、特に産業油を取り巻く環境が変わりつ

つあります。

　CO2排出量の削減や省エネ、省コスト等国民意識の高まりと、電力自由化、新

エネルギーの台頭等により、自家用発電システムやコージェネレーションシステム

等のオンサイト電源がエネルギー消費者の新たなニーズとして産業用を中心に全

国的に広がりはじめています。

　当社は、これらのオンサイト電源に必要とされる産業油の供給に、今後、積極的

に関わっていくことが、当社石油ビジネスの充実・発展を図っていくために極めて

重要だと考えています。

　この度、オンサイト電源の新会社を、沖縄電力グループを中心として共同出資に

より設立できたことは、当社にとって誠に意義深いことと受け止めています。」

　　　　

三菱電機からは、以下の発言があった。

　「2000年３月の電力小売部門自由化開始以降、お客さまのエネルギーニーズ

が多様化する中、これと歩調を合わせるようにエネルギー事業の形態も大きく変

化しようとしています。

　こうした背景のもと、当社はエネルギーソリューション事業立ち上げを行って参

りましたが、今般、沖縄電力より分散電源事業参画のお声がかかり、沖縄におけ

る総合エネルギーサービス事業会社の一員として、プログレッシブエナジーに参

画させて頂くことになりました。

　今後は、電熱供給・遠隔監視・保守メンテナンスの３本を柱とするオンサイト発

電サービスの更なる品質の向上・コスト低減に取り組むとともに、燃料電池をはじ

めとした新エネルギーやESCO等のトータル省エネルギーサービスの提供も視野

に入れ、参画各社と一丸となって地域に密着した最適なエネルギーソリューション

メニューの提供に貢献していく所存です。」

　また、記者からの質問に対し、伊波社長より、営業対象となるユーザーとして、

10％～15％の経済メリットが見込まれる契約電力300kW以上（小規模の病院ク

ラス）がメインとなる旨の回答を行った。

5. 設立時の体制

　設立にあたり、事業の早期立ち上げの観点から、設立時のメンバーは4月に立

ち上げた沖電グループ企業、りゅうせき、三菱電機が参画した当社設立準備プロ

ジェクトチームのスタッフが中心となって構成された。

役職員数

常勤役員3名、従業員6名、計9名（うち出向者：沖電5名、沖電企業1名、りゅう

せき1名、三菱電機1名、計８名）

代表取締役社長

常務取締役

監査役 取締役

管 理 部
部　　長
課長代理
担　　当

（２名）
－    
１名  
１名  

（４名）
１名  
２名  
1 名  

技 術 部
部　　長
次　　長
課長代理

常務取締役

組織図
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オンサイト発電設備外観

本島北部リゾートホテル自家用発電設備運開式
（2005年6月1日）

大型ショッピングセンター自家用発電設備見学会
（2003年2月6日）
左から沖電 古謝副社長、沖電企業 宮城社長、沖電 
仲井真社長、当社 伊波社長、沖電工 山里社長、沖
電 川崎元常任監査役

事業展開

1. オンサイト発電事業

 （ １）事業の概要
　オンサイト発電事業の当社におけるビジネスモデルは、お客さまの敷地内に

ディーゼル発電機等の小規模の自家用発電設備を設置し、その保守、燃料調達

までを一括請負し、初期費用は徴収せず、発電量に応じて料金を徴収する事業で

ある。

お客さまの導入メリット
①ワンストップサービス

自家用発電設備の機器選定、調達、設置工事、運転監視、保守・メンテナン

ス、燃料調達に至るまで全て当社にてワンストップサービスで行う。

②初期費用は不要
お客さまは設備の設置スペースをご提供して頂くだけで初期費用は不要。

③手続きの代行
設備の設置及び運転開始に伴う関係官庁への届出、電力会社への契約変更、

系統連系等の手続を当社にて実施。

④運転監視、保守・メンテナンス等のサービス提供
当社は、沖電グループとしてこれまで培ったディーゼルエンジンの据付から運

転監視、保守・メンテナンスといったプラント関連技術を生かし、設備導入後も

きめ細かなサービスを提供。

⑤トラブル発生時の対応
万一のトラブル発生時にも迅速な対応が可能で、お客さまとの突発的な協議が

必要となった場合でも即座に対応。

⑥燃料の供給
24時間遠隔監視体制により常時燃料使用量、残量を把握。配送の手配も当社

で実施。

⑦エネルギーコストの削減
・電力会社の電気料金単価が割高な昼間時間帯（午前9時～午後11時）を、自

家用発電で電気を賄うことにより電気料金の低減を実現。

・昼間の電力需要ピーク時に自家発電することにより、電力会社との契約の最大

デマンドが抑制され契約電力が減少。

・電力会社との契約種別を業務用季節別時間帯別契約へ変更することで夜間

の電気料金も安価になり、導入前の電気料金と比較し、約10％～15％の電気

料金削減。

　昼間の時間帯は発電コストの低い自家用発電設備で電気の大半を賄うことで

電気料金の低減が図られる。夜間は電力会社による低廉な電気料金である深夜

料金メニューを利用。

　図3のとおり、自家発運用費用（自家発電運転代行サービス契約に基づく料金）

を含めたエネルギー総費用の圧縮が図られる。

自家発電設備導入後 発電パターンイメージ

24
時

2322212019181716151413121110987654321

 1,200

1,000

800

600

400

200

0

（kW）

2基目運転
1基目運転
買電電力量※1

（図2）時間毎の使用電力及び自家発用発電設備を2基設置した場合の運転例

自家発導入前 自家発導入後

電気料金

お客様メリット

電気料金

自家発
運用費用

（図3）自家用発電システム運用サービス導入によるエネルギーコスト比較表

お客さま

燃料会社

ＰＥＣ

（図1）基本商流図

施工、保守・メンテナンス

保守・メンテ契約

リース契約

燃料供給契約
燃料供給

運転代行サービス契約

機器メーカー

リース会社

機器販売機器販売

※１ 買電電力
　電力会社からの受電電力 
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 （２）立ち上げ時
　当社設立前から設立準備委員が中心となってオンサイト発電事業の導入を提

案していた県内大手スーパーと交渉が成立し、会社設立直後の2001年８月27日に

以下の条件で契約を締結することができた。

	

	

	

	

 （３）その後の展開
　県内大手スーパーとの契約締結を皮切りに、商業施設や病院、ホテル等を主な

ターゲットとして営業を展開した。多くの熱需要が見込めない電気需要のみの商

業施設には油焚きモノジェネレーション※2を提案し、給湯や蒸気等の熱の需要が

見込まれる熱需要のある病院、ホテル等へは油焚きコージェネレーション※3を提

案し、その後も、電気料金の低減メリット、自家発設備保守・運用や燃料調達の

アウトソーシングのメリットを武器に以下の通り順調に契約及び販売電力量を増

やした。

　会社設立5年目の2006年度にはピークを迎え契約件数21件、発電機数にして

63基、延べ容量30,840ｋＷ、販売電力量は112,000MWｈまで事業を拡大するこ

とができた。

※2 モノジェネレーション
　発電システムから発生する電気のみを利用す

る方式。

※3 コージェネレーション
　発電システムから発生する電気と熱を利用する

方式。

2001年9月23日　琉球新報社提供〈設立直後の当社社長へのインタビュー〉
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サービスを提供中の契約件数（件）オンサイト発電事業の年間販売電力量（ＭWh）

立ち上げ時からの販売電力量、サービス提供中の契約件数の推移

（ＭWh） （件数）

設 置 場 所 ショッピングセンター3カ所（浦添市、北谷町、豊見城市）

提供するサービス
油焚き自家用発電システム運用サービス
（自家用発設備のリース、設置工事、リモート監視、保守、燃料(A重油)
の供給）

サ ー ビ ス 開 始 日 2002年２月

サ ー ビ ス 期 間 10年

　2001年6月頃、自家発導入の営業先に県外大手自家発業者の営業もあり、契約直前
であることが判明。当社設立プロジェクトメンバーは急遽提案書を作成し、その客先に
対して8月までには新会社を設立し、翌2月中には運開する約束をしました。
　設備の調達、施工、運転管理等、全てほぼ白紙の状態でした。結果としてメンバー
の超人的な働きにより会社設立1週間で3件の契約を締結し、半年後の2月には運用
を開始できました。技術業務以外の総務、経理部門の担当は自分のみであったため、
私自身は多岐にわたる業務に対応せざるを得ませんでした。

当時の想い出 事業立ち上げ当時
志村 昭広 （沖電から出向、在籍：2001年8月〜2004年6月）



30 31

第１章　20 年のあゆみ　事業編第１章　事業編　20年のあゆみ

 

 （４）石油価格高騰による事業の頭打ち
　1978年の第2次オイルショック以降、原油価格はWTIベースで＄25～＄30/バレ

ル前後で推移していたものの、2003年3月に始まったイラク戦争を契機に徐々に

原油価格が高騰し始め、2004年には＄40/バレルを上回るようになり、A重油を

燃料とする当社オンサイト発電事業は電力会社による電気料金との競争力を失う

こととなった。

　2005年12月運用開始の沖縄本島中部のリゾートホテルへのA重油を燃料とし

たコージェネレーションでの運用サービス契約以降、新規の契約の獲得はできな

い状況に追い込まれた。

 （５）契約内容の見直し
　当社設立当初のオンサイト発電事業のスキームは、石油会社による重油の10年

固定先物価格が前提であり、10年の契約期間満了後はその後の原油価格高騰に

より、契約時の価格帯での燃料調達は困難であった。それにより常用としての運

用では、電力会社の電気料金に対する経済的メリットは提供できなくなり、非常

時のバックアップ用としての非常用発電設備への転用を余儀なくされた。

 （６）振り返り
　原油価格の高騰により、オンサイト発電事業は価格競争力を失い、全国的に事

業からの撤退が進んでいくこととなった。電力系のオンサイト発電事業会社も多

額の負債を抱えた形での撤退を余儀なくされていたところ、当社では後述の他事

業への転換を進め今日に至っている。

　沖電グループ全体で俯瞰すると沖電からの離脱が大きく進まなかったこと、県内

のオンサイト発電事業において当社シェアが圧倒的に大きかったことから、設立当

初の目的である沖電グループ外への収益の流出阻止は図れたものといえる。

 （７）現在の事業内容
　現在は、当初の事業モデルとなったオンサイト発電事業は当社においてはなく

なり、自家用発電設備の保守・点検を県内商業施設、リゾートホテルから受注し

ている。

2003年9月16日　琉球新報社提供〈県内のオンサイト発電事業の状況を伝える記事〉

　当社への出向が決まった際は、希望が叶った嬉しさと新たな分野の業務に対する
不安で一杯でした。着任後は、オンサイト発電事業の導入提案・設置工事を担当しま
した。
　新規ショッピングセンターでは、建物が出来あがっていく過程を見ながら、そして現
場が錯綜する中、ディーゼル発電機の設置・試運転を推進し、店舗のオープンに立会
えたのは貴重な経験となっています。
　ある案件では、オンサイト発電事業の導入の決定後に仕様の見直し等が生じ、機
電メーカーを巻き込んだ対応に右往左往しながら乗り切ったこともほろ苦い思い出
です。
　当社で経験した新規顧客を得ることの難しさ、少数精鋭の総力戦で常に安定供給
を実現することの難しさは貴重な経験であり、今でも私の礎となっています。 100
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当時の想い出 ショッピングセンター自家発設置工事
新城 彰子 （沖電からの出向、在籍：2003年1月～2006年2月）
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２. 浄水事業

 （ １）事業概要
　浄水事業の当社におけるビジネスモデルは、当社がお客さまの施設内の敷地に

井戸を掘削し、井水を汲み上げ、ろ過装置、逆浸透膜等で浄化した水をお客さま

が購入している市水等よりも安い料金で提供する事業である。

 （２）立ち上げ
　浄水システム初の導入は、2002年にオンサイト発電事業として那覇市内の商業

施設に導入した自家用発電設備の機関冷却水として井水を浄化し利用すること

が目的であった。当社株主である三菱商事より浄水システム会社の紹介を受け、

同商業施設敷地内に浄水システムを初めて導入した。

　一方、オンサイト発電事業の営業先には水道料金削減を重視する企業もあった

ことから、当社は、社の方針として同商業施設の導入実績をもって新規に浄水事

業を展開することとし、2003年6月の第2回定時株主総会にて定款を変更して浄

水事業を開始した。

 （３）事業の展開
①西原町内食品工場

　本土系オンサイト発電事業者の提案を受けていた食品工場に対して、当社もア

プローチを実施していた。工場等の産業用の電気料金は、一般の業務用電気料金

と比較すると安価な料金メニューが設定されていたこともあり、オンサイト発電事

業による経済的メリットだけでは自家用発電システムの導入は困難であった。

　このような中、食品工場は水道水の使用量も多く料金削減のニーズも強いこと

が分かり、浄水提案を行い初案件として契約することができた。その後、浄水事

業の第1号案件として2003年8月から供給を開始した。当初10年間の供給契約で

あったが、井水の水量不足によりお客さまの契約水量の確保が困難となり、供給

開始から8年後の2011年3月をもって契約解除となった。

②那覇市内商業施設

　当社のオンサイト発電事業として2002年9月に那覇市内商業施設向けに導入し

た自家用発電設備の機関冷却水として浄水システムを導入し運用していた中、既

述の食品工場への導入実績をもって営業展開していたところ、同商業施設より館

内利用の浄水供給の申し込みがあり、2004年2月より供給を開始した。

　浄水は順調に供給していたが、オンサイト発電事業の契約終了に伴い浄水供給

の契約も終了した。

③沖電牧港火力発電所

　発電設備のＤＳＳ※１運用に伴って日々大量の水が消費※2されていたが、発電所

所在地域は工業用水の供給エリア外のため市水を消費していた。発電所の水道

料金削減のニーズと合致し、2006年1月から供給を開始した。導入時の製造能力

は300㎥/日であったが、井水が豊富であったことから製造能力を450㎥/日に増

加させ、事業を拡大した。

　その後、ＤＳＳ運用発電設備は廃止となって浄水需要は減少し、また浄水シス

テム設備の経年による稼働率低下により、2020年12月末に事業を終了した。

 （４）振り返り
　事業の資源である井水量は、掘削後にしか把握できないため、事業リスクの事

前評価が難しく新規お客さま向けの事業展開は困難な状況であった。また、採用

していた浄水システムの会社が同事業から撤退したこともあり、浄水事業が拡大

することはなかった。

井水利用の浄水システムで生産した水を食品等の製造に使用しています。
浄水システムにて工場内使用水量の約８割を賄っており、安全な水の供給
を実現しています。

井水浄水システム
～水道水よりも高品質の水を作り出す～

除鉄・除マンガン
ろ過装置

活性炭ろ過装置
逆浸透装置

保安フィルターろ過ポンプ

遠隔監視システム

加圧ポンプ

中継水槽
40㎥

ろ過ポンプ原水槽
40㎥

深井戸水中ポンプ

No.4井戸　250m
No.3井戸　200m

No.2井戸　150m
No.1井戸　120m

脱炭酸装置 活性水装置

滅菌装置

市水補給水

生産水

受水槽
200㎥

送水ポンプ
生産水槽

18㎥

遠隔監視装置浄水システム

循環ポンプ

食品製造用水として供給深井戸より取水し、原水として供給

原水中の鉄分マンガン分の
除去を行います。 原水中の有機物、色度、

濁度、異臭等を除去します。

高度膜処理により、
1000万分の１ミリ以上の
不純物、イオン類を
除去します。

5ミクロン以上の
不純物を除去します。

ばっ気により、
遊離炭酸を
除去します。

良質なミネラルを
添加します。

滅菌材を注入し、残留塩素を
0.1ppm以上に制御します。

生産水（300㎥／日）
以上の水を利用する
場合に市水より
バックアップします。

遠隔監視により、水質、水量、圧力等のデータを
リアルタイムに24時間体制で監視します。

通信回線

浄水システム事例（浄水メーカー作成）

＜システムフロー図＞

契約先一覧 
No. 契約先 契　約 運用開始 当初容量 契約終了 

1 西原町内食品工場 2003年6月 2003年8月 300㎥/日 2011年3月

2 那覇市内商業施設 2004年2月 2004年2月 20㎥/日 2014年8月

3 沖電牧港火力発電所 2005年8月 2006年1月  300㎥/日 2020年12月 

（参考）県内1人あたり1日の水の平均使用量0.23㎥（県統計資料より）

※１ ＤＳＳ：Daily Start and Stop
　ほぼ毎日のように起動・停止を繰り返す意味。

昼夜間の電力需要の差に応じて発電機の供給
力を調整する運用パターン。

※2 通常の発電サイクルにおいて水は、ボイラーで
蒸気となって発電機に直結された蒸気タービ
ンを回した後に海水によって冷却され再び水に
戻るが、ＤＳＳ運用においては、一部水が排水
されるため、水の消費量は増加する。

　牧港火力発電所向けの浄水事業に携わりましたが、発電所の皆さんはとても協力
的で、本当にスムーズに業務が進められました。
　井戸は通常よりも浅く、5～10m程度の深さで原水を採水することができ、またその
原水も綺麗かつ豊富であったため、浄水メーカーも驚いていました。井戸掘削当初、
発電所の経営管理職の多くはNo.1、2号重油タンクの地盤沈下を心配していました
が、強固な琉球石灰岩のおかげで何事もなく、工事を終えることができました。
　また発電所の隣に、地下水を使用した砂利洗浄を行っている業者がありましたが、
そこからの地下水の減少によるクレームもありませんでした。

当時の想い出 牧港浄水システム
盛岡 徹也 （沖電から出向、在籍：2005年7月～2008年6月） 
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3. ESCO事業

　当社は2004年度の経営方針において、従前のオンサイト発電事業及び浄水シ

ステム事業に加え、新規事業となるESCO事業※1への参入に向けた以下の方針を

掲げ、事業をスタートさせた。

2004年度経営方針 抜粋

　自家用発電設備の設置に加えて各種省エネ機器、空調設備改修、浄水シス

テム等、お客さまのトータルエネルギー削減を可能にするESCO事業への参入

を図る。

　ESCO事業への参入に当たっては、お客さまニーズに対応した競争力のある

提案を行えることが重要であり、従って設備診断、省エネ診断などの技術力を

高めるために、早急に各分野における人材育成を図る。

　また、各種補助金を活用し、主に業務用ビルの空調改修時や店舗リニューア

ル時に積極的な提案活動を実施する。

 （ １）当社の取組
　2005年度は、県内複数の事業者向けにデマンドコントローラー※2を導入した

が、事業内容は機器の売り切りであった。当時は、オンサイト発電事業が繁忙期

にあり本格的なESCO事業は進展しなかった。

　そのような中2006年3月、沖縄県ESCO事業の説明会があり参入機会をうか

がっていたところ、ESCO事業の実績豊富な株式会社山武及びヤシマ工業株式

会社より沖電に対して県有施設ESCO事業への共同参画の打診があった。

　山武及びヤシマ工業の両社は、沖縄県県有施設ESCO事業への参画にあた

り、NEDO補助事業「エネルギー供給事業者主導型総合省エネルギー連携推

進事業費補助金（建築物に係るもの）」の活用を見据え、エネルギー供給事業者

である沖電に参画を呼び掛けたものである。

　参画打診を受けた沖電は、当社ESCO事業への取り組みを踏まえ当社へ共同

参画を提案した。当社は、ESCO事業の知見・実績の蓄積を目指し、初案件とな

る沖縄県県有施設ESCO事業に共同で参入することを決定した。

 （２）沖縄県庁舎行政棟ESCO事業
　沖縄県は、「沖縄県地球温暖化対策地域推進計画」（2003年に策定）におい

て、2010年度までに2000年比8%の温室効果ガス排出量の削減目標を設定して

いた。その実行手段の1つとして、2006年度に、県庁舎行政棟、県立北部病院、県

立看護大学においてESCO事業が全国公募された。

　当社は、沖縄県庁舎行政棟を対象としたESCO事業にヤシマ工業や沖電をは

じめとする事業者と連携を図り共同で応募した結果、最優秀提案者として選定

された。当社の主な業務は、設備のエネルギー診断、省エネ機器による省エネメ

ニュー策定、省エネ機器による削減量の算定等であった。

 （３）沖縄県庁舎議会棟ESCO事業
　当社は、沖縄県庁舎議会棟を対象としたESCO事業にヤシマ工業をはじめとす

る事業者と連携を図り共同で応募し採択された。採択において他の応募者はな

かったが、先行して導入していた県庁舎行政棟ESCO事業の実績とともに、行政

棟の高効率ターボ冷凍機から隣接する議会等へ冷水を供給するという、斬新か

つ大胆な提案が評価された結果であった。

　沖縄県庁舎行政棟ESCO事業の採択を目指し、ヤシマ工業の事務所に1週間程
度缶詰めになり、ヤシマ工業の担当の皆さんとともに突貫作業で提案書を作成しまし
た。無事に採択され、2005年に取得したエネルギー管理士の資格・スキルが役に立
ちました。

当時の想い出 沖縄県庁舎行政棟 ESCO 事業　
津波古 利章 （2005年7月沖電企業より出向、2014年1月転籍）

契 約 日 2007年10月 １日

サービス開始日 2008年 ４月 １日

サービス終了日 2018年 ３月31日

庁 舎 竣 工 1990年

E S C O 事 業 者
（代表者）ヤシマ工業
（構成員）当社、沖縄電力、三菱ＵＦＪリース、建築設備設計研究所

当 社 の 役 割
・設備のエネルギー診断
・省エネ機器による省エネメニュー策定
・省エネ機器による削減量の算定等

設 備 概 要

契約電力：5,160kＷ
階　　数：地上14階、地下２階
延床面積：78,243㎡
受電電圧：6.6kV
空調設備：ターボ冷凍機、吸収式冷温水機

主な省エネ手法

①熱源システムの更新　
②照明器具安定器の高効率化　
③冷却水ポンプINV制御　
④駐車場ファンのCO制御　
⑤冷水２次ポンプ変流量制御　
⑥BEMSの導入　
⑦機械室ファンの間欠運転制御　
⑧節水システム

省 エ ネ 率 12.64％（沖縄県ＨＰより）

補 助 金
2007年度エネルギー供給事業者主導型総合省エネルギー連携推進事業
（NEDO）

※1   ESCO（Energy Service Company）
　工場やビルの省エネルギーに関する診断をは

じめ、省エネルギー方策導入のための設計・施
工、導入設備の保守・運転管理、事業資金の
調達等の包括的なサービスを提供し、省エネ
保証を行う。その顧客の省エネルギーメリット
を報酬として顧客から一部享受する事業。

※2  デマンドコントローラー
　需要家の受電電力を常時監視し、あらかじめ

設定された受電電力を超過させないよう、消
費電力を制限する装置。
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（４）県内飲料メーカー本社ビルESCO事業
　当社は、3件目のESCO事業として、2009年度省エネルギー対策導入促進事業

費補助金を活用し、同ビル会館の空調設備及び照明設備を対象とした事業を展

開した。事業にあたっては過去2件の実績を生かし、当社が代表事業者として建

物所有者とESCO契約を締結した。

 （５）ESCO事業の停滞
　その後、当社は既存施設ESCO事業のターゲットとしていたもののエネルギー

消費量が多くESCO事業のメリットを活かせる施設が減少し、ESCO事業は停滞

した。

4. 風車事業

 （ １）沖電が可倒式風力発電設備の導入決定に至る経緯
　沖電では、小規模離島発電所の燃料費削減等による発電コストの低減、及び

地球温暖化対策としての二酸化炭素排出量削減を目的として、風力発電設備を

設置してきた。

　しかし、宮古島では2003年9月の台風14号※1で6基の風車全てが、倒壊やブ

レード折損等の甚大な被害を受けた。

　また、与那国風力発電設備では、2007年10月の台風15号によって1号機のブ

レードが2枚折損する被害があり、復旧に約８カ月を要した事例があった。

　このような台風の常襲地域であることを踏まえ、沖電は系統からの制御電源喪

失時のバックアップ用電源の設置や、ブレードクラスのグレードアップ※2といった

対策を実施してきたが、総じてコストアップの要因となり、特に小規模離島での経

済性が確保できない状況が生じていた。

　これらの課題を克服するため沖電では、台風の強風に耐えるのではなく、強風

を避ける新たな風力発電設備として可倒式風力に着目した。離島への導入に向け

て電気事業法の規定に基づいた「発電用風力設備に関する技術基準」への確認

や、建築基準法第88条で準用される工作物の確認申請等、国内基準への対応

を経て、国内で初となる可倒式風力発電設備の導入を決定した。

 （２）当社が納入した可倒式風車の概要

特徴特徴

①風車を90度近く倒すことができ、台風等の強風時に風車を倒すことで対応可能

②建設に大型クレーンが必要なく、比較的丘陵地にも設置可能

③メンテナンスは風車を倒すことで、グランドレベルでの作業が可能

④支線（ワイヤー）で風車を支持

⑤ダウンウィンド型の２枚羽根

⑥誘導発電機を使用

 （３）可倒式風車建設に関する沖電から当社への打診
　可倒式風車の導入にあたり、沖電より2008年12月、当社に対して建設受注の意

向確認があった。当社は当時、主力事業のオンサイト発電事業が重油の価格高

騰の影響を受け新規案件獲得は頭打ちの状況にあり、可倒式風車事業は次の経

営の柱になる可能性があると判断し、風車事業に取り組むこととした。

契 約 日 2009年11月 ４日

サービス開始日 2010年 ２月 １日

サービス終了日 2015年 １月31日

建 物 竣 工 1974年

ＥＳＣＯ事業者
（代表者）当社
（構成員）三菱ＵＦＪリース、ヤシマ工業

当 社 の 役 割

・エネルギー診断に基づく、省エネルギー設計
・設計省エネルギー達成のための、施工業者選定支援
・システム機器導入後の省エネルギー効果測定及び分析評価
・省エネルギー保証サービス

設 備 概 要
階　　数：地上8階、地下1階
延床面積：3,688㎡

主な省エネ手法
①高効率空調機による個別空調方式及び集中管理制御の導入
②高効率照明安定器への更新

省 エ ネ 率 11.7％（当社作製の効果検証報告書より）

補 助 金
2009年度省エネルギー対策導入促進事業補助金
（中小企業基盤整備機構）

契 約 日 2009年９月30日

サービス開始日 2010年４月 １日

サービス終了日 2020年３月31日

庁 舎 竣 工 1992年

E S C O 事 業 者
（代表者）ヤシマ工業
（構成員）当社、三菱ＵＦＪリース、山武

当 社 の 役 割
・設備のエネルギー診断
・省エネ機器による省エネメニュー策定
・省エネ機器による削減量の算定等

設 備 概 要
階　　数：地上６階、地下２階
延床面積：18,323㎡

主な省エネ手法

①熱源システムの更新（建物間熱融通、冷凍機更新）
②冷水２次ポンプ最適変流量制御　　
③駐車場給排気ファンのＣＯ濃度制御　
④電気室冷房システムの見直し　
⑤機械室ファンの間欠運転制御　
⑥照明安定器の高効率化

省 エ ネ 率 26.4％（沖縄県ＨＰより）

補 助 金 既存住宅・建築物省エネ改修緊急促進事業（国土交通省）

※3  ベルニエ社概要（同社HPより）
  ・社名：Vergnet SA
・業種：風力発電、太陽光発電等、再生可能エ

ネルギー設備の製造及び関連サービス
の提供

  ・所在地：フランス　オルレアン
  ・設立：1989年
  ・事業所：10カ所
  ・従業員数：166人
  ・実績：風力900基以上、太陽光40MW以上

※4 ピッチコントロール
　風速を検知して、ブレード自体の角度を変化さ

せることで出力を制御する機能。

※5 ダウンウィンド型
　ロータ（回転翼）がタワー（支柱）やナセル  
（発電機を載せた部分）の風下にあるタイプ。

※1  2003年9月の台風14号
　2003年9月10～11日に宮古島を通過。地元

自衛隊の記録では、最大瞬間風速86.6m/秒
を観測。風車の他、電柱、公共施設、家屋等に
多くの被害をもたらした。

※2 ブレードクラスのグレードアップ
　「風車規格の風条件（IEC61400-1）国際電気

標準会議（International Electrotechnical 
Commission）」で定める基準風速、極値風速
によるランク。

製造メーカー ベルニエ社※3

定格出力 245kW

定格・起動・停止風速 13m/s・4m/s・20m/s

出力制御方式 ピッチコントロール※4

ブレード枚数 2（ダウンウィンド型※5）

ブレード直径 32ｍ

ハブ高さ 38ｍ
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沖電石嶺社長によるベルニエ社表敬訪問
（2009年3月6日）

ベルニエ・沖電・当社による契約調印
（2009年3月24日）
左から、ベルニエ社 Marc Vergnet社長、
沖電 佐久眞副社長、当社 伊波社長

風車命名式　左側、沖電 石嶺社長

タワーへのナセル取付作業

風車組立状況

波照間可倒式風力発電設備併入式（2009年12月）
左から、当社 伊波社長、沖電 佐久眞副社長、ベル
ニエ社 Marc Vergnet社長、竹富町 宮本副町長

※7  MGセット（モーター発電機）
　モータ（Motor）と発電機（Generator）を組

み合わせた技術。再エネの余剰電力で充電し
た蓄電池を駆動源として稼働するため、これま
で系統に投入できずに出力制限していた再エ
ネの余剰電力を有効に活用することが可能。

※6  フライホイール
　電力系統周波数の偏差をみて制御する方式

で、これにより系統周波数、系統電圧変動を抑
え、風車の発電電力量を最大限利用できるシ
ステム。

粟国島

100km

多良間島

波照間島

南大東島

※可倒式風車を設置している島

※

※

※

※

■波照間島の概要
位 置 西表島の南、約 24km に浮かぶ日本最南端の有人離島

面 積 約 13k㎡

世帯数・人口 276 世帯・514 人
（沖縄県HP、離島関係資料の住民基本台帳（2020年1月1日現在）より）

最 大 電 力 613kW（2008年度）風車導入決定時点のデータ

　これを受けて、沖電はベルニエ社の販売代理店として当社をベルニエ社に推薦
することとした。一方、当社は、オンサイト発電事業依存からの脱却を目指す一環

として、また沖電における離島部門の収支改善への協力の観点から、ベルニエ社

の代理店として契約することを2009年2月の第46回取締役会に諮り決定した。

 （４）ベルニエ社との契約
　2009年3月、当社伊波社長は沖電佐久眞副社長とともにベルニエ社を訪問し、

沖電が波照間島及び南大東島に導入する可倒式風車の調達・据付に関し、当社

をベルニエ社の代理店とする契約を締結した。

 （５）県内可倒式風力発電設備の建設
　現在までに県内の小規模離島４島において、計７基の風車を建設している。

①波照間島
　沖電は、沖縄特別振興対策調整費を活用した国、県の補助事業「平成21年度

島嶼地域におけるエネルギー自給システム構築調査事業」において、可倒式風力

発電設備と系統安定化装置であるフライホイール※6の組み合わせを波照間島に

導入して、島内電力の安定供給を実証する事業に取り組み、その事業の中で当社

は沖電より可倒式風力発電設備の建設を受注した。

■設備仕様
　可倒式風車発電設備：245kW×2基

■建設スケジュール
2009年  9月 現地着工

　　　  12月 運転開始

■竣工式・風車命名式（2010年4月22日）
　沖電は、系統安定化装置（フライホイール）の導入（2010年3月）を以て可倒

式風力発電設備の竣工式を開催するとともに、可倒式風車を地元の皆さまへ愛

着を持って頂くことを目的に波照間小・中学校の児童・生徒からニックネームを

募集し、次のとおり決定した。竣工式と併せてニックネーム命名者への表彰を

行った。

■運転開始後の展開
　沖電は波照間島において、2020年12月に可倒式風力発電に系統安定化装置

「MGセット（モータ発電機）※7」を組み合わせて約10日間連続して島内電力の

100％を再生可能エネルギーにて供給した。（本件は、沖縄県「小規模離島にお

ける再生可能エネルギー最大導入事業」を沖電が受託して実施）

　私が出向したのは、波照間可倒式風車の現地工事着工の2カ月前でした。国内初
の可倒式風車ということで、現地入りした際は、緊張感を持って島に向かったのを覚
えています。現場には2回に分けて入り、土木工事と風車組立工事のそれぞれに関わ
ることができました。
　9月に現地入りした際は、土木工事前の段階で、赤土流出防止対策でした。
　その後は基礎工事に進み、工程管理等を行いました。土木・建築用語のイロハも
分からない状況でしたので、インターネットで用語を勉強していた記憶があります。
　次に、11月に現地入りし、風車組立ではフランス人SVの指導のもと、機械担当、電
気担当作業員とともに、風車２基の組立、電気配線工事を約１カ月で一気に行う工程
で作業を進めました。
　工事全般での想い出は、竣工期限が決まっていて遅れが許されない中、色 と々判断
を求められることがあり、ストレスのかかる状況ではありましたが、何とか無事竣工に
たどり着けたという感覚でした。
　今の業務においても、できるところできないところの判断やおおよそのスケジュール
感の想定等はこの時の経験が生きていると感じています。

当時の想い出 波照間可倒式風車建設
大城 翔太郎 （沖電より出向、在籍：2009年7月～2012年6月）

愛 称
1号機 2号機

ベスマスィカラ あったらさやー

命名者の
コメント

 「波照間の力」。波照間島の方言で
「ベスマ」は「我が島」「スィカラ」は
「力」を意味する。

波照間島の方言で「もったいない」とい
う意味に、柔らかい印象込める「やー」
という語尾を用いている。
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タワー組立状況

組立後の傾倒試験

全景

風車命名式　右側、沖電 大嶺常務

風車命名式　右側、沖電 大嶺社長

風車風景

風車組立

　PECによる可倒式風車建設の2地点目となった南大東島で、土木工事及び最終試
運転に携わりました。土木工事の担当経験がなかったことから、図面の見方や測量方
法、必要な試験等、無知なところからのスタートでしたが一連の経験を経て知見が広
がったと実感します。
　試運転時には瞬時的に風車2基が島内電力需要の約1/2を発電し、運用中ディー
ゼル発電機の出力を急速に低下させ系統負荷安定に尽力する電業所員のオペレー
ションを見たとき、一緒に冷や汗をかいたのが一番印象に残っています。

当時の想い出 南大東可倒式風車建設
安座名 正晃 （沖電より出向、在籍：2008年7月～2011年6月）

愛 称
1号機 2号機

うふあがりふうしゃ ゆいまーる風車（かじまや〜）

命名者の
コメント

方言で大東を意味し、古くから使用され
ている「うふあがり」という言葉を使う
ことにより、親しみやすさと温かさを感
じることができる。

助け合いを意味し沖縄の精神である「ゆ
いまーる」に風車の方言で健康・長寿を
意味する「かじまやー」を合わせ、地域
住民とこの風車が長く共にこの島に繁栄
をもたらすことを連想させた。

■南大東島の概要
位 置 沖縄本島の東、約 400km に位置する。

面 積 30.57k㎡

世帯数・人口 685 世帯・1262 人
（沖縄県HP、離島関係資料の住民基本台帳（2020年1月1日現在）より）

最 大 電 力 2,083kW（2005年度）風車導入決定時点のデータ

②南大東島
　沖電は、国の補助事業「平成21年度、平成22年度新エネルギー等事業者支援

対策事業」にて可倒式風力発電設備を導入。当社は沖電より当該設備の建設を

受注した。

■設備仕様
　可倒式風車発電設備：245kW×2基

■建設スケジュール
2010年  9月 現地着工

2011年  2月 運用開始

■竣工式・風車命名式（2011年4月21日）
　沖電は竣工した可倒式風車を地元の皆さまへ愛着を持って頂くことを目的に、

南大東小・中学校の児童・生徒からニックネームを募集し、次のとおり決定し

た。竣工式と併せてニックネーム命名者への表彰を行った。

③粟国島
　沖電は、3地点目となる可倒式風力発電設備を導入。当社は沖電より当該設備

の建設を受注した。

■設備仕様
　可倒式風車発電設備：245kW×1基

■建設スケジュール
2014年  4月 現場着工

　　　    6月 運転開始

■竣工式・風車命名式（2014年9月12日）
　沖電は竣工した可倒式風車を地元の皆さまへ愛着を持って頂くことを目的に、

粟国小・中学校の児童・生徒からニックネームを募集し、次のとおり決定した。竣

工式と併せてニックネーム命名者への表彰を行った。

　粟国可倒式風力発電設備建設工事を担当し、粟国島に滞在したことは今でも想い
出深く残っています。風車の建設を通して、仲間や請負業者、ベルニエ社のSV（フラ
ンス人）とともに一から物を造りあげる楽しさや達成感を味わうことができ、初めて風
車が系統並列した際は、こみ上げる熱いものがありました。個人的に勉強になったこ
とは、フランスから来たSVに通訳の方が付いていましたが、工業英語は難しかったよ
うで、中々通訳してもらえず、私は必死にコミュニケーションをとる中で、英語力がかな
り上達しました（笑）。
　建設から導入後のアフターフォローまで、数カ月間を粟国島で過ごしましたが、電業
所の方々や島の方々が良くしてくれたおかげで、楽しく過ごすことができました。今でも
元気に稼働している可倒式風車を見ると当時を思い出し、パワーをもらっています。

当時の想い出 粟国可倒式風車建設
福原 圭希 （沖電より出向、在籍：2012年7月～2015年6月）

■粟国島の概要
位 置 那覇市の北西約60kmに位置する。

面 積 7.64k㎡

世帯数・人口 419世帯・696人
（沖縄県HP、離島関係資料の住民基本台帳（2020年1月1日現在）より）

最 大 電 力 850kW（2012年度）風車導入決定時点のデータ

愛 称 風粟（ふうあ）くん

命名者の
コメント

「粟国に吹く風によって、エネルギーを生み出し、粟国に貢献してほしいとの思いで
「風(ふう)粟(あ)くん」と考案された。
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ナセル組立状況

風車命名式　
左から、沖電 島袋副社長、本村さん、羽地さん、
沖電 大嶺社長

沖電より風車建設の功績を称えられる
左から、当社 高木社長、沖電 大嶺社長

　可倒式風車関連で最初の出張を命じられたのは多良間島でした。業務内容は可倒
式風車の基礎部設計に係る測量のための伐開作業でした。与えられた３日間で対応
できず、結果的に地元企業へお願いすることとなり、時間も費用も無駄に費やしたほ
ろ苦いデビュー戦となりました。
　各協力会社のメンバーに支えられ、着 と々風車は組み上がり、系統側との電気的接
続も完了し、竣工検査を迎えるまでの各種試運転や運転記録等を経て、検査に臨む
こととなりました。竣工検査に合格した時には、不十分ながらも自分の役割を果たせ
たことに安堵すると同時に、ご尽力して頂いた協力会社のメンバーへの感謝の気持ち
でいっぱいでした。

当時の想い出 多良間可倒式風車建設
大濱 康啓 （2015年2月入社）

■多良間島の概要
位 置 宮古島の南西約54kmに位置する。

面 積 19.73k㎡

世帯数・人口 509世帯・1118人
（沖縄県HP、離島関係資料の住民基本台帳（2020年1月1日現在）より）

最 大 電 力 1,036kW（2014年度）風車導入決定時点のデータ

愛　称
1号機 2号機

たらまる たらぷう

命名者の
コメント

この名前には３つの思いがあります。一
つ目は多良間島が丸い形をしているこ
と、二つ目は多良間の行事や人々の生活
が円滑になるように、三つ目は多良間島
がこれからも平和であるように平和の形
である「輪」を丸とイメージしてつけま
した。『たらまる』が島の生活のために
役立っていけるよう期待しています。

風車の名前を『たらぷう』にした理由
は、多良間島の「たら」をとりました。
そして、多良間島のために働いてくれる
ので、感謝の気持ちを込めた方言の「す
でぃがぷう」の「ぷう」をつけました。
これから、『たらぷう』が多良間島のた
めに頑張ってほしいです。

⑤建設後の当社の関わり
　当社は沖電より、4島7基全ての風車の定期点検業務及び修繕業務を受注し、

現地作業においては沖電企業の現地電業所職員と連携して行っている。

　なお、台風接近時等の傾倒作業は、沖電からの委託により日常の業務として沖

電企業の電業所員が対応している。

　また、設備稼働率向上に向けた取り組みとして、沖電、当社及び沖電企業によ

る3者連絡会議を毎月開催し、改善点等を協議している。

 （６）トンガ王国向け風車建設プロジェクト

①プロジェクト概要
　2012年、可倒式風力を当社のコアビジネスに育てることを目指し、沖電、沖縄エ

ネテック及び当社で可倒式風力の海外展開に向けた検討を開始した。一方、トン

ガ王国は2020年までに電力供給の50％を再生可能エネルギーで賄うことを目指

すTonga Energy Road Map※8を2010年に策定した。

　当社は、2012年にNIAC（南西地域産業活性化センター）補助事業への応

募・採択を嚆矢として、JICA（国際協力機構）への応募・採択に加え、沖縄県及

び沖電による度重ねてのトップセールスが奏功し、2017年にJICAより公示された

「トンガ王国向け風力発電整備計画」を落札し、2019年に竣工引き渡しを終える

ことができた。

　本件は足掛け8年の長期に亘って多くの関係者の支援によって結実した案件で

あり、当社の歴史においても金字塔とも言える画期的なプロジェクトである。

　なお、JICAによると本件はわが国の無償資金協力事業としては初の風力発電

システム整備となるとのことである。

④多良間島
　沖電は、環境省の補助事業である平成26年度、平成27年度二酸化炭素排出

抑制対策事業費等補助金（離島の低炭素地域づくり推進事業）を活用して可倒

式風力発電設備を導入。当社は沖電より当該設備の建設を受注した。

■設備仕様
　可倒式風車発電設備：245kW×2基

■建設スケジュール
2015年  5月 現地着工

           10月 1号機運転開始

2016年  2月 2号機運転開始

■竣工式・風車命名式（2016年5月26日）
　沖電は竣工した可倒式風車を地元の皆さまへ愛着を持って頂くことを目的に、

多良間島の小・中学校の児童・生徒からニックネームを募集し、次のとおり決定

した。竣工式と併せてニックネーム命名者への表彰を行った。

※8  Tonga Energy Road Map
　トンガ王国はエネルギー資源に乏しく、輸入

ディーゼル燃料に依存しているため、国際的な
石油価格の変動等外部要因の影響を大きく受
け、エネルギー安全保障上の脆弱性を抱えて
いる。また、輸送コストも割高となることから、
電力料金が高くなり、国家財政や国民の負担と
なっている。

　　そこで、同国政府は、多様な電力供給源を
確保し、安定的な電力供給を実現するため、
2020年までに電力供給の50％を再生可能エ
ネルギーで賄うことを目指すTonga Energy 
Road Mapを2010年に策定した。

　2018年1月27日に東京のホテルニューオータニで開催された調印式には、トンガ王
国大臣、在日トンガ王国大使、トンガ電力公社社長等の要人が出席する中、プログラ
ムは全て英語で進行されました。
　調印は、二百数十ページにおよぶ契約書全ページの右下に、トンガ電力公社と西
澤・当社JVの各代表者によるイニシャルサイン方式で行われ、数セット用意された契
約書全ページへのサインは緊張と焦りからミミズ文字となって自分でも読めないほど
でした。
　無事調印式を終え息つく間もなく、トンガ王国サイドから、せっかく日本に来たのだ

から実物の可倒式風力
が見たいと要望があり、
急きょその日にトンガ要
人を沖縄へ案内すること
となりました。宿泊先の
ナハテラスさんにはトン
ガ国旗を掲げて出迎え
ていただき、最高のおも
てなしができました。

調印式の様子　
右端当社 儀保取締役

当時の想い出 トンガ調印式
儀保 稔 （沖電より出向、在籍：2016年7月～）
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②案件成立までの主な事項

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

年　月 主　な　事　項

2010年 トンガ王国がTonga Energy Road Map策定

2012年  5月 名護市で第6回大洋州・島サミット※9開催。野田総理は、島嶼国へ3年間で
最大５億ドルの資金援助を行う旨表明

2012年10月  
～14年  3月

NIAC補助事業「島嶼型環境システ
ム海外展開推進事業」に応募・採択

2012年10月から2013年3月まで
可倒式風力の海外展開可能性とし
て、クック諸島、マーシャル諸島共
和国、フィリピン共和国、トンガ王
国の4か国を調査

2014年3月にはNIAC事業のフォローアップとして、沖縄県商工労働部が
トンガ王国を訪問し、JICAトンガ支所やトンガ電力公社（TPL※10; Tonga 
Power Limited）等に対して可倒式風力をPR

2014年  8月

JICA補助事業 第2回「開発途上国の社会・経済開発のための民間技術普及
促進事業」に「災害対応型沖縄可倒式風力発電システム普及促進事業」とし
て応募し採択。トンガ王国を訪問し、現地状況を確認するとともに、現地要
人の沖縄招聘を打診

2014年  9月

トンガ王国要人が来沖。沖縄県庁、沖縄電力を訪問するとともに南大東島の
可倒式風車を視察

2015年  
  3月 ～  5月

トンガ王国を訪問し、現地での情報を収
集するとともに、2回目の沖縄招聘を打
診（2015年3月）

TPLのエンジニアが来沖。波照間島可倒
式風車のメンテナンス研修を実施（同年
5月）

2017年  5月 トンガ王国・日本政府間で「風力発電システム整備計画」に対する21億円
の無償資金贈与契約を締結※11

2017年11月 JICAより「トンガ王国向け風力発電整備計画」（無償資金協力）公示

2018年  1月

当社は西澤(株)※12とJVを締結し、JICA側コンサル及びトンガ政府立会いの
もと、TPLと当社・西澤JV間で可倒式風車5基設置に関する契約調印。
契約調印後、トンガ要人が来沖し沖電を表敬訪問するとともに粟国島可倒式
風力発電設備を視察。

第6回大洋州・島サミット（2012年5月）

※11  調印式の模様（2017年5月28日）
　前列左 Pohivaトンガ王国首相、前列右 沼田 

在トンガ大使、後列右 二階自民党幹事長

※9  大洋州・島サミット
　ミクロネシア、メラネシア、ポリネシアの国々か

らなる太平洋島嶼国と日本との関係を強化す
ることを目的に、1997年外務省が3年ごとに
日本で開催している。

　　太平洋島嶼国は、「国土が狭く、分散してい
る」、「国際市場から遠い」、「自然災害や気候
変動等の環境変化に脆弱」等の共通の課題を
抱えており、サミットではこうした課題につい
てともに解決策を探り、太平洋島嶼地域の安
定と繁栄を目指し、首脳レベルで議論を行って
いる。2003年の第３回、2006年第4回及び
2012年第6回は沖縄で開催された。

※10  TPL：Tonga Power Limited
　政府100％出資の国有企業として2008年7

月に設立されたトンガ国内に電力を供給する
唯一の事業者。

トンガ王国要人による沖電表敬訪問
左から、沖電 島袋副社長、沖電 本永副社長、トンガ公営企業省 Saia Ma’u 
Piukala大臣、TPL Robert  Matthews 社長、沖電 石嶺会長、当社 湊社長

※12  西澤(株)
　業種：貿易商社
　本社：大阪市（香港、上海、タンザニア、ナイ

ジェリアに現地法人）

トンガ政府電力担当大臣訪問（2013年1月）

波照間島にてメンテナンスの研修
（2015年5月）中央・右TPL職員

③トンガ王国の概要
　南太平洋に浮かぶ約170の島群からなる国家で、イギリス連邦加盟国のひとつ。

サイクロンの襲来が多い国である。

面　　積：720㎢（日本の対馬と同等）

人　　口：約10.3万人（2018年）

首　　都：ヌクアロファ

言　　語：トンガ語、英語（ともに公用語）

電力事情：首都があり人口の70％を占めるトンガタプ島の電力需要は、冬場で

4MW、夏場で9MWと季節間で使用量に大きな差がある。同島の電

力供給は、ディーゼル発電機（8機、14.2MW）を主に、太陽光発電シ

ステム（2地点、2.3MW）により賄われている。発電コストが非常に高

く、電気代は日本の2.5倍～3倍程度。

宗　　教：キリスト教（日曜日は、安息日として法律により一部業種を除いて労

働・営業・スポーツは禁止され、空港も閉鎖）

首都ヌクアロファ

ムア

フアアモトゥ

ヌクヌク

SOUTH PACIFIC OCEAN

Tongatapu Group Ohonua
Eua

Ha,apai Group

Vava,u GroupLate

Vava,u
Neiafu

Kao

Tofua

Ha,ano
Pangai Foa

Lifuka
Uiha

トンガ王国
Pule'anga Fakatu'i 'o Tonga

《位置図》

トンガ王国

★

トンガタプ島

2km

設置場所

トンガ王国 王宮

巨石遺跡ハアモンガ（12世紀の建造とされる）

トンガ王国のビーチ風景

TPLと当社・西澤JV間で契約調印（2018年1月）
左から、Saia Ma’u Piukalaトンガ公営企業大臣、
Robert Matthews TPL社長、西澤（株） 藤岡支
店長代行マネージャ、当社 儀保取締役技術営業部
長

トンガ王国要人による沖縄県庁訪問（2014年9月）
右から３人目トンガ公営企業省 Vokata大臣、4人目沖縄県 川上副知事
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イベント

土木工事

機器発注

機器輸送

風車組立作業

試運転

ＴＰＬ職員への
トレーニング

工程名
2018
1 月 2 月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10 月 11 月 12 月

2019
1 月 2 月 3月 4月 5月 6月 7月

★契約締結
（1月27日）
★契約締結
（1月27日）

★JICA承認
（3月27日）
★JICA承認
（3月27日）

★起工式
（9月14日）
★起工式
（9月14日）

★工事
　着手
★工事
　着手

竣工 ★
(6月28日）
竣工 ★

(6月28日）
★竣工式
（7月10日）
★竣工式
（7月10日）

機器製作

基礎工事

機器輸送

風車組立

試運転

トレーニングトレーニング

現地伐開

竣工祝賀会（2019年7月10日）（右から、Sika副首
相、王妃、国王、石井大使、大使婦人）

鏡開き （右から 石井大使、 Sika 副首相、南洋貿
易栗林社長、当社 湊社長）

国王による風力発電設備起動セレモニー
（国王の右に当社 津波古課長）

（右から国王、当社 湊社長） 可倒式風車遠景

起工式：国王による鍬入れ式（2018年9月14日）

⑥現地での建設
　建設現場は、首都ヌクアロファから車で約1時間の距離にあることから、現場近く

の一軒家を借り上げ、賄い婦を雇った上で現場作業にあたった。

　竣工時期はJICAとの契約で厳守であったため、工期の遅れを取り戻すた

め途中から当社からの出張者をピーク時には5名に増やし、現地での工事にあ

たった。

　本件は、当社における初の海外工事案件であり、本社総務ラインにおいても急

遽、手当等人事厚生面の制度整備を実施した。

　出張者は数カ月の長期に亘る出張に加え、言葉、労働慣習、生活習慣の違い

等により多大な苦労を強いられたが、全員体調を崩すことなく無災害・無事故で

竣工することができた。

⑦竣工祝賀会
　2019年７月10日にトンガ国王、王妃臨席のもと、竣工祝賀会が開催された。直

後の7月12日は国王の60歳誕生日にあたり、祝賀のアーチが設置される等、首都

ヌクアロファは祝賀ムードに包まれていた。祝賀会において国王による風力発電

設備の起動オペレーションと同時に、5基の風車が一斉に回転をスタートした光

景は壮観であった。

④トンガ王国向け「風力発電システム整備計画」の概要
　「風力発電システム整備計画」は、「風力発電設備（1.3MW）導入計画」

（Lot1）と、「系統安定化設備（蓄電設備）、送配電線網への系統接続設備の

導入計画」（Lot2）で構成され、当社・西澤JVはLot1を受注した。

　2018年1月の受注当初は、2019年4月末の竣工の計画であったが、2018年2月に

トンガ史上最強クラスのサイクロンがトンガタプ島を直撃した影響によってTPL

は被害が生じた自社インフラの復旧が急務となり、TPLの所掌であった風車建設

予定地の伐開、整地が遅れたことにより全体的な工程にも影響し、竣工は2019

年6月28日となった。

・Lot1：風車建設（当社・西澤JV受注）　可倒式風車5基：275kW×5基

・Lot2：系統安定化対策（南洋貿易株式会社受注）　

 
沖縄でもトンガでも風車を建設する仕事に変わりはありませ
ん。現場作業は準備が7割という言葉を最近改めて実感してい
ます。英語が全く話せない状態で現地入りしましたが、現在は
作業に関する調整だけなら、どうにか対応できるようになりまし
た。（出張期間：2019.1.24〜6.14）

建設時の出張者の現地からの報告

山城 良太さん

トンガに来て間もない頃は、異国ということで食事面や衛生
面、治安、言語等を心配していましたが、現地の方はとても気さ
くな方が多く、小さな離島にいる気分で毎日元気にやっていま
す。（出張期間：2019.1.24〜7.6）

初めての海外業務で最初は戸惑いもありましたが、風車ができ
あがる状況を目の当たりにし、とてもやりがいを感じています。ま
た、現地のトンガ人はとても明るく、日本人に対し気軽に声をか
けてくれたので、苦手だった英語も短時間で上達しました。トン
ガの人々にとても感謝しています。
マロー（トンガ語：ありがとう）（出張期間：2019.4.24〜6.14）

初めての海外ODAはトラブルの連続、物資の調達や報連相の
遅れが命取りになる現場では、ＪＶの方々に色 な々ことを教わり
お世話になりました。工事終盤、workerとの別れ時は、皆で抱
き合って感動の涙の連続。貴重な経験をさせて頂いた全ての
関係者とトンガ王国に感謝です。
Thank you ! Malo !（出張期間：2019.4.24〜6.14）

棚原 亮さん

知名 俊英さん

喜瀬 真一郎さん

ナセル組立準備（2019年5月）

ブレード取付（2019年5月）

日本のラジオ体操を導入

作業前の全員による安全呼称

トンガ国王生誕60年（2019年7月12日）を祝う
街中の装飾

⑤ 建設工程
年　月 案件成約までの主な事項

2018年  4月 機器発注 ベルニエ社及びタワー等の機器製作会社と契約を締結。
機器製造開始

    　　   6月 測量作業実施 2月のサイクロン復旧作業の影響により、3カ月遅延

    　　   8月 現場事務所開設 土木施工を担務するJVパートナー西澤にて、現場事務所
を開設

    　　   9月 起工式 TPL主催の起工式を開催（JVを代表し西澤が出席）

    　　 10月 現場着手 土木作業開始

    　　 10月
ベルニエ社製造品
の出荷（ナセル・ブ
レード・シェルター）

10月22日、ベルニエ社工場にて当社立会いによる出荷
前検査を実施10月30日、資器材はトンガ向けにフラン
スの港を出港

    　　 11月
日本国内製造品の
出荷（タワー・ワイ
ヤー）

丸亀市及び大阪市の工場にてTPLのコンサル及び当者立
会いによる出荷前工場検査を実施

2019年  1月 製造品の検品 主機材の税関手続き及び検品

    　　   2月 風車組立 タワー組立開始

    　　   5月 風車試運転 風車5基の試運転及びTPL職員へのトレーニングを実施

    　　   6月 竣工

    　　   7月 竣工祝賀会 トンガ国王並びに王妃ご臨席のもと、開催
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メンテナンストレーニングの様子（2019年12月）
右から二人目（写真奥）が本人

2018年3月31日　琉球新報社提供

　私が初めてトンガプロジェクトのことを知ったのは、当社の入社試験面接日のとき
です。可倒式風車を見たことも無く、海外渡航経験も無い私に、「トンガに現地工事
行けるか？」と話をされたときは驚きました。入社面接ということもあり、「問題ありま
せん。楽しみです。」と答えたのが、とても懐かしく感じます。
　本プロジェクトに本格的に参加したのは、竣工から1年半前の2018年9月末、出荷
する製品の工場試験の対応や出荷調整業務から始まりました。出荷業務が11月末で
終わると、次は現地工事の準備に取り掛かりました。そして、2019年1月末からトンガ
現地入りすることになりました。
　現地建設当初は、フランス・日本から出荷した製品の荷受け、風車サイトまでの搬
入、各基礎の施工状況確認タワー組立を行いました。最初の頃は思うように工程が
進まず、「竣工まで間に合わないのではないか」といった悩みもありましたが、2基目、
3基目と進めていくと、普通にできるようになっていました。今振り返ってみて、当時の
自分を褒めてあげたいです。
　本プロジェクトで印象深かったのは、初めて完成した風車を立上げしたときのこと
です。これまで現地で一緒に頑張っていたメンバーが集まり、熱い抱擁、涙を流して喜
び合い、周囲から声援が起こりました。感無量でした。

当時の想い出 トンガ可倒式風車建設　
棚原 亮 （2017年2月入社）

　今回が初の海外出張ということもあり不安でしたが、TPLやベルニエ社の協力もあ
り、無事任務を終えることができました。
　今回の出張ではTPL職員へのメンテナンスのトレーニングも含まれており、私が県
内可倒式風力発電設備の定期点検等の業務で培った技量や知識を余すことなく発
揮しようと意気込んでいましたが、言語の違いからコミュニケーションで苦労する場
面も多 あ々りました。しかしながら、技術面では図面や実機を介すことで言葉のハード
ルは下がり、職員からの積極的な質問や提案等に対しても何とか対応できたと思いま
す。TPL職員の積極的な対応は、今後の主体的な運用を見据えた強い熱意を感じま
した。

当時の想い出 トンガ可倒式風車6カ月点検
西野 立志 （2017年1月入社）

⑧竣工後の点検作業
　2019年12月4日から19日までの工程で現地へ出張し、運用開始6カ月経過後の

点検を実施し、設備の健全性を確認した。また、建設期間中にはできない実機で

のメンテナンストレーニングをTPL職員に対して実施した。

 （７）海外事業への取組
　トンガ案件の実績を基に更なる海外事業の展開に向け、国内で唯一可倒式風

力発電設備の建設、維持管理の実績を有する事業会社であることをアピールする

ため、以下の活動を実施している。

①「太平洋地域ハイブリッド発電システム導入プロジェクト」島嶼型エネルギー
技術セミナーでのPR

　2018年2月16日、JICA沖縄主催で開催された同セミナーにおいて、フィジー、ツ

バル、キリバス、ミクロネシア及びマーシャルの電力関係者が参加する中、可倒式

風力発電設備の沖縄県内離島への導入、並びに海外展開への取り組み状況を

PRした。特にトンガ王国向けの可倒式風車設置契約の締結直後のセミナーとい

うこともあり、参加者は可倒式風車に強い興味を示し、多くの質問があった。

②第8回太平洋・島サミット会場での可倒式風車ブース展示
　2018年5月18日、福島県いわき市で開催された第8回太平洋・島サミットにお

いて、可倒式風力のPRの機会を頂いた。会場には、トンガ王国副首相をはじめ、

バヌアツ共和国首相、ツバル、ニウエ等各国の要人が当社展示ブースを訪れた。

ブースでは、模型等を用いて可倒式風車を紹介するとともにトンガ王国向け導入

計画を紹介し、次の案件化を目指した活動を展開した。

③シードおきなわ合同会社への出資
　沖電グループの強みを活かした再生可能エネルギー技術の海外事業展開を目

的とする『シードおきなわ合同会社（SeED Okinawa LLC）』を沖電及び当社を

含む沖電グループ5社と共同で2021年4月30日に設立した。

　当社は、同社と連携した営業活動を通じ、トンガ王国への可倒式風車の納入実

績で得られた知見等を生かし、海外事業の更なる推進を目指すこととしている。

第8回太平洋・島サミット（2018年5月）
Semisi Kioa Lafu Sikaトンガ王国副首相（左から4
人目）に可倒式風車について説明する当社津波古課長
（右端）

＜シードおきなわロゴマーク＞
社名のシード(SeED)は、持続可能なエネルギー開発
(Sustainable Energy Development)に由来してお
り、「おきなわ」から世界へ「持続可能なエネルギー開
発の種をまく」ことをミッションに掲げています。

　各国は再生可能エネルギー導入に積極的であるが国土面積に余裕がない為、太陽
光発電の導入には限界があります。更にトンガ王国への導入が決定している可倒式風
車へ多くの各国要人が強い関心を示して頂きました。
　トンガ王国副首相からは「来年竣工して可倒式風力が稼働することを楽しみにして
います。」との言葉を頂きました。

当時の想い出 太平洋・島サミット会場でのＰＲ　
津波古 利章 （2005年7月沖電企業より出向、2014年1月転籍）
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5. 太陽光発電事業

 （ １）事業の概要
　当社は渡嘉敷島において、「国立沖縄青少年交流の家」に隣接する村有地を

借り受け、2014年6月より、太陽光発電事業（以下PV※1）を開始している。

 （ ２）事業開始に至る経緯
　沖電は、1988年にサンシャイン計画※2に基づき、現在地にPVを実証研究用と

して建設し、研究終了後、発電用電源として通常運転を実施していた。当時、当社

は沖電の依頼に応じ同設備の改良工事案作成への協力等関与があった。

　その後、沖電は設備老朽化による稼働率の低下に伴う運用停止の検討におい

て、当社へ設備買い取りの打診があった。

　当社は、FIT※3買取期間20年、当時の買取価格36円/kWh（税抜き）を前提と

すると、設備改良工事等の初期投資負担を考慮しても採算を確保でき、また、温

室効果ガスの排出量削減につながることから、買い取りを決定し、太陽光発電事

業に参入することを決めた。2013年11月に当社より沖電へ設備買取を申し入れ設

備改修のうえ、2014年6月より発電を開始した。

　なお、設備改修に伴ってこれまで約25年間使用されたパネルは環境省のPVパ

ネル再利用工場の試運転材料として、沖電から業者に販売した。

 （３）運用管理
　設備の維持管理は保安規定に基づいた定期点検を実施するとともに、故障発

生時の初期対応等は現地の沖電企業の渡嘉敷電業所員と連携しながら運用を

行っている。

※1  PV（Photovoltaics Power Generation）
　太陽光発電

※2  サンシャイン計画
　通商産業省・工業技術院が、太陽エネルギー

の活用等、公害を発生させることなく、地球上
で枯渇しないクリーンなエネルギーを活用す
る技術を開発することを目的に、第一次石油
危機直後の1974年から開始した国家プロジェ
クト。

※3  FIT（Feed-in Trariff）再生可能エネルギー
の固定価格買取制度

　再生可能エネルギー源（太陽光、風力、水力、
地熱、バイオマス）を用いて発電された電気
を、国が定める一定期間電気事業者が買取る
ことを義務付ける制度。2012年より施工。

※1  LNG（Liquefied Natural Gas）
　天然ガスは、−162℃まで低温化すると体積

が約600分の1に縮小する。この特性を生かし
日本で消費される天然ガスの大部分は、海外
のガス田で液化し、専用のLNG船で輸入して
いる。

渡嘉敷太陽光発電所（全景）

作業風景（受電設備点検）

6. 天然ガス供給事業

 （ １）事業の概要
　天然ガス供給事業は2015年に開始し、現在、当社の主力事業となっている。

供給スキームとしては、次の３つの方法をとっている。

 （ ２）液化天然ガス（LNG※1）導入に向けた沖電の動き
　沖電は2002年9月に、電力の安定供給や地球温暖化対策等を目的に初の液化

天然ガス（LNG）を燃料とする発電所を建設することを決定した。

　2007年より工事を開始し、2012年11月に1号機、2013年5月に2号機の営業運

転を開始した。

1号排熱回収ボイラ 総合排水処理設備

純水装置室
純水タンク
工業用水タンク

BOG圧縮機室

ガス供給設備LNG気化器

取水口

LNG船
バース

放水口

No.2
LNGタンク

1号タービン
建屋

2号タービン
建屋

No.1
LNGタンク煙突

2号排熱回収ボイラ

サービスビル
補修建屋開閉所

吉の浦火力発電所の全景写真

吉の浦
火力発電所

吉の浦
火力発電所

吉の浦
火力発電所

気化・付臭
ガスメーター

お客さま
タンクローリー

お客さま
サテライト
設備 タンクローリー

PEC
サテライト
設備

ガスメーター

お客さま

①ローリー供給方式
導管が整備されていない地域のお客
さまには、液化天然ガスをタンクロー
リーにて供給

③導管供給方式
吉の浦火力発電所構内で液化天然ガス
を気化・付臭した後、導管にて供給

②天然ガス供給センター方式
センター内のサテライト設備までは
ローリーで液化天然ガスを輸送。サテ
ライト設備で気化の上、導管にて供給

　PV事業初参入に伴う事業計画の作成に苦慮しました。長期事業で収益を上げるタ
イプの事業なので、FIT期間中で採算がとれると説明できるよう、PV発電量・渡嘉敷
島の日照量・定期メンテナンス費等を基に沖電事業開発部と調整して初めてIRR（内
部収益率）にて試算を行い、経理の勉強ができて大変有意義でした。
　運用開始後は、毎朝PVの発電量を確認することで、日銭を稼いでいる実感が楽し
かったです。

 
当時の想い出 渡嘉敷太陽光導入　

新里 直敏 （沖電より出向、在籍：2012年7月〜2015年6月）

設備概要
項　目 内　容

場 所 渡嘉敷村字渡嘉敷

用 地 6,600㎡

定 格 出 力 198kＷ

年 間 発 電 量 約250ＭＷｈ（渡嘉敷村の年間需要量の約５％に相当）

発 電 開 始 2014年6月

発電所の概要
項　目 内　容

名 　 称 吉の浦火力発電所 

所 在 地 沖縄県中頭郡中城村字泊509番地の２及びその地先

発 電 方 式 LNGコンバインドサイクル発電方式 

発 電 機 出 力 251,000kW × ２基

タ ン ク 容 量 140,000kL × ２基

バース・配管橋 約1,350m
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吉の浦火力発電所に関する主な経緯
年　月 経　緯

2002年  1月 中城村より発電所建設誘致の要請

　　　   4月 中城村議会より発電所誘致の要請決議

　　　   9月 沖電がＬＮＧ火力発電所の建設決定

2006年  8月 環境影響評価（環境アセスメント）手続完了

2007年  5月 ＬＮＧ設備工事開始

2012年  5月 燃料（ＬＮＧ）受入

　　　 11月 1号機営業運転開始

2013年  5月 ２号機営業運転開始

 （３）沖電における天然ガス供給事業への参入方針
　沖電においては、吉の浦火力発電所の建設段階から、LNGの導入を機に

LNGを発電用燃料としてだけでなく、ガス供給事業への参入について検討を進め

てきた。

　天然ガス供給事業を安全かつ効率的に進めるためには、ガス事業設備を吉の

浦火力発電所構内に設置する必要がある。そのため、発電所建設工事の進捗や

発電所における電気事業の安定供給に影響を及ぼさないことを前提に、ガス設

備の発電所構内の配置、制御システム、設備の共同利用等について沖電社内で

調整を行った。

　このような中、沖電は中長期的な経営の道筋を示した「沖電グループビジョン」

を2009年７月に発表した。

　同ビジョンにおいて、「ＬＮＧ導入を機に始まるガス事業は、今後当グループが

『総合エネルギー事業』を展開する上での大きな転機となる」とした上で、事業の

展開について、以下のように明記している。

「沖電グループビジョン」（抜粋）

　総合エネルギー事業者として、現在の電気によるエネルギー供給に加え
て、吉の浦火力発電所へのＬＮＧ導入を機会と捉え、ガス供給の事業展開も
推し進める。
　環境面、安全面に優れたＬＮＧ※2は、電気事業用燃料以外にも、都市ガス
原料や産業用燃料及び自動車用燃料としてのニーズが見込まれる。これまで
当社グループと関わりの薄かった熱需要分野、運輸需要分野へ参入すること
ができ、グループ事業領域の拡大に資するとともに、県内エネルギー環境の
向上にも貢献できる。

　その後沖電において、ガス・ＬＮＧの営業・販売及びお客さま窓口については、

電気事業との事業区分の明確化、ガス供給事業特有のノウハウの蓄積の観点か

ら、販売会社を設置することが望ましいとの方向性が出された。

　また、販売会社の体制としては、当社の自家発設備の運転・保守に関するノウ

ハウや事業体制を活用することが望ましいとの方針が示された。

 （４）当社の天然ガス供給事業への参画
　一方、当社においても、2013年度の経営方針において、重点的に取り組む事項

として、「ガス供給事業に関しては、沖縄電力（株）吉の浦火力発電所の運開に伴

い県内でのＬＮＧ利用がスタートしており、グループ連携体制・設備構築の検討

助勢及び、ＬＮＧ関連事業の情報収集を継続して進めていく」と検討の方向性を

明記した。

　その後の沖電との協議等を踏まえ、当社がこれまで培ってきた既存事業である

自家発設備に関するノウハウを活用できるとともに、既存事業のノウハウとガス供

給事業を組み合わせることで、設立時の目的の一つである総合エネルギー事業

の将来展開につなげることが期待できるものと沖電・当社間で合意に達した。こ

れを踏まえ、2013年11月19日の沖電取締役会において、2015年度のガス供給事

業開始に向け、当社が以下の業務を担うことが決議された。

　・ 天然ガスの導管による販売　　

　・ ローリーによるＬＮＧ（液）の販売

　・ 天然ガス・ＬＮＧの需要開拓

　これを受け、当社においても、2013年11月29日の第84回取締役会にて、新規

事業としてガス供給事業を展開すること、及びガス供給事業の着実な展開に向け

て、本社の移転、社内組織の変更等を決議した。

 （５）天然ガス供給設備の構築
　天然ガス供給設備は、沖電吉の浦火力発電所内に構築された。

LNG出荷設備の建設［計量器（トラックスケール）
設置状況）］
トラックスケールとは、車輌に積載された積荷の重
量を積載した状態で計る大型の計量器。

主な設備の構成
設　備 機　能　・　仕　様

ガス製造設備 LNG（液化天然ガス）を気化させる設備

付臭設備
天然ガスは臭いがないため、微量なガス漏れでもいち早く発見できる
よう保安上の目的から、気化したガスに付臭剤を加え臭気を持たせる
設備

LNG出荷設備 LNGをタンクローリー車両へ充填する設備（2ゲート）

計量器
(トラックスケール)

LNG充填前後のローリー車両の重量を測定し、出荷するLNG重量を計
測する装置

　設備の構築は沖電において以下のスケジュールで実施した。
年　月 経　緯

2013年  7月 工事会社との間で工事請負契約締結

 11月 ボーリング調査実施

2014年  1月 高圧ガス製造許可申請、許可取得

  3月 仮設事務所建設開始、建築確認申請提出

  4月 基礎工事開始

2015年  4月 試運転開始

   5月 ＬＮＧ供用開始

  8月 天然ガス供用開始

※2  環境面、安全性に優れたLNG
　　 LNGは環境面、安全面で他の化石燃料に比べ

て以下の特徴を有する。
　①環境面

　石油系燃料に比べ、燃焼時の二酸化炭素
排出量が少なく、クリーンなエネルギー。ま
た、大気汚染の原因となる窒素酸化物の発
生は他燃料と比べて極めて少なく、硫黄酸
化物は一切排出しない。

　②安全面
　空気よりも軽く、万一漏洩した場合でも上

方に拡散する。また、空気中の燃焼濃度の
下限界がプロパンと比較して高く、安全性
が高い。
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②天然ガス供給センター方式
　現在、当社においてアワセ、州崎、牧港の3カ所に天然ガス供給センターを設置

し、周辺のお客さまに天然ガスを供給している。

■アワセ天然ガス供給センター　
　所在地：北中城村字ライカム（アワセゴルフ場跡地）

導入に至る経緯
　アワセゴルフ場は、1948年に米軍施設として開業した沖縄初のゴルフ場であっ

た。設計は2020東京五輪のゴルフ競技の会場となった霞が関カンツリー倶楽部

等を手掛けた井上誠一氏が担当した。メジャー６勝の記録を残したリー・トレビノ

は在沖海兵隊時代、同ゴルフ場で腕を磨き、除隊後にプロゴルファーに転向して

いる。

　2010年に同ゴルフ場が米軍から返還され、跡地に進出することとなった大型商

業施設と病院に対し、沖電と一体となった営業活動の結果、両者の天然ガス調

達の意向が確認できた。これを踏まえ、北中城村等関係先のご了解を頂き、跡地

に天然ガスを面的に供給すべく当社が天然ガス供給センターを保有し、吉の浦火

力発電所からローリーで同センターまでの約８㎞をＬＮＧとして運び、センターで

天然ガスに気化した上で、導管で供給するスキームとした。

 （６）事業の展開
①ローリー供給方式
　ＬＮＧはその特殊性（－162℃の超低温輸送、BOG※3の発生等）により、特有

の作業工程※4を有することから、ローリー輸送については大手専門輸送会社によ

る輸送が一般的である。これを踏まえ、県内最大燃料輸送会社であるりゅうせ

きに輸送を委託することとし、同社においては事業開始に向け、専用車両の調達

や、ドライバーの養成を行った。

　りゅうせきによると、LNGの配送には専用のタンクローリーが必要であること

や、取り扱いが難しくガスや石油の配送方法とは異なることから、ENEOSから紹

介のあった日本石油輸送（株）による勉強会を実施した。また、九州全域や青森

県等のLNG輸送の現場を回ってタンクローリーの構造や機器の取り扱い、充填

や払い出し方法を学び、多くの研修や訓練を行ったとのことである。

　また、LNG専用タンクローリーの運転手は大型免許に加え、高圧ガスを取り

扱うための高圧ガス製造保安責任者「丙種化学（特別）」の国家資格が必要と

なる。りゅうせきは社内の資格保有者の中からドライバーコンテストの入賞者等

３名を選抜し、専任ドライバーとして訓練を積み重ねた。

　２台（天然ガス供給先の増加に伴い2018年3月より３台）の専用タンクローリー

は、ローリー間でＬＮＧを輸送できる「レスキュー仕様」とするとともにメーカーと

打ち合わせ塩害対策も施している。

　現在、沖縄本島の北は名護市、南は糸満市まで、業種はホテル、食品工場、紙

パルプ工場等のお客さまに供給している。

　その結果、2021年7月末現在で4,000回を超える輸送を無事故で行っている。

※5  バッファータンク
　送出ガスの圧力、熱量変動を吸収する機能を

有したタンク。

※3  BOG ボイル・オフ・ガス（Boil Off Gas）
  LNGのような低温液体を貯蔵・輸送する場

合に、外部からの自然入熱等により気化す
るガス。LNGの場合、BOGの成分は主にメ
タン。

※4  特有の作業工程　
　ローリー車両へのLNG充填作業において

は、−162℃の超低温のLNGを扱うことか
ら移送配管やローリー車両タンク等の熱収
縮による破損を回避するため、これら設備を
徐々に冷却する作業（クールダウン）が必須
となる。

　台風時に仮設事務所の倉庫が転倒する等の思わぬアクシデントはあったものの、
無事故無災害で供給開始を遅延させることなく運用開始することができました。
　沖電グループとして初となるガス供給設備の建設であったため、社内外関係者へガ
ス供給事業がどのようなものか等から説明し、理解して頂くまでに苦労しました。今で
はそれぞれが自ら行う事業であることを認識し、主体的に取り組んで頂いていること
が、ガス供給事業立ち上げからずっと携わっている一人として感慨深いです。
　運用開始した後も、液出荷設備の自動制御が改善するまで手動充填による液出荷
を行う必要があった中で、お客さまやガス供給設備への影響が無いよう責任を持って
手動充填対応頂いたPECの液出荷作業員には非常に感謝します。

　2013年7月から新たに進出する大型商業施設に対して営業を開始し、それから天然
ガス採用の連絡があったのがオープン予定日まで1年余しかない2014年2月でした。
　そこから、LNGサテライト設備の設置、ガス導管の敷設、ガスCGS設置という３つ
の大掛かりな工事を進めなければいけないことに加えて、国交省の補助事業に採択さ
れることが条件として付されていたため、毎日多くの関係者と調整し、1日毎に状況が
目まぐるしく変わる状況にありました。
　また本件は、今後ガス供給事業を展開するためにも県内最大規模の商業施設と医
療施設へガスを供給する本プロジェクトの意義を当社役員へ訴求する必要がありま
した。
　当社の社外役員の皆さまへご理解頂くために直接ご説明に伺ったことは私にとっ
て非常に貴重な体験であり、当時は、入社以来で最も頭を使った場面だったと思い
ます。

当時の想い出 吉の浦火力発電所ガス供給設備建設　
立山 秀和 （当時：沖電企画本部事業開発部ガス供給プロジェクトチーム）

当時の想い出 アワセ地区への天然ガス導入　
西銘 利広 （沖電より出向、在籍：2014年3月〜2017年3月）　

設備概要
設　備 概　要

ＬＮＧ貯槽 60kL　高さ13ｍ　約24ｔのＬＮＧを貯蔵可能

温水式気化器 1000㎏/ｈ×２基　シェル＆チューブ式

付臭設備 18L×１基

バッファータンク※5 ５㎡× １基

減圧設備 送出圧力（0.2MPa）

温水ボイラ・温水ポンプ 233kW　　　3.7kW

非常用発電機 35kVA×１台　燃料：軽油（700L）

（提供：沖縄県公文書館）
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建設工事の工程
年　月 主要工程

2014年  4月 サテライト用地決定

 　6月 工事会社と契約

       8月 着工

 2015年  4月 試運転

5月  供用開始

供給先

　アワセゴルフ場跡地進出第１号となった大型商業施設に５月１日より、供給を

開始した。これが県内で天然ガスを初めて供給した記念すべき日となった。

　

　その後、跡地に進出した病院、スポーツクラブ、村民体育館と合わせ、現在は４

施設に供給している。

　

防災協定調印式（2017年10月11日）
（中央：北中城村 新垣村長、右から２人目：当社 湊
社長）

防災拠点としての位置づけ

　跡地開発にあたって地元北中城村は、同村の次のような地理的特徴を踏まえ、

沖縄本島中部の新たな防災拠点として整備することとした。

 「沖縄県が2014年3月に公表した津波被害想定調査では、多くの北中城村民が

居住する低地住宅地域の大部分が浸水地域に遭い、そこに住む約3,000名の避

難が想定されている。

　アワセゴルフ場跡地の標高は約100mあり、想定される最大クラスの津波でも

浸水の恐れがない。」

　それを受け、大規模災害時における避難者に対する防災活動協力に関して、各

自の役割を確認し、避難者への支援と円滑な連携体制を構築するため、2017年

10月には、「大規模災害時における地域防災協定」を北中城村及び進出施設５

者間で締結し、各自が以下の役割を担うことが確認された。

　

　なお、2017年2月には、一般財団法人コージェネレーション・エネルギー高度情

報センターが主催する2016年度コージェネ大賞授賞式が開催され、沖電を含む

５者（北中城村・OGCTS株式会社 等）が共同申請した「沖縄初のLNGサテライ

トを活用した環境性と防災機能を兼備した街づくり」が民主部門において「優秀

賞」を受賞した。

　アワセサテライト建設にあたっては大阪ガスグループのご協力を頂きました。
　個人的に初めて予定地を見た時の感想は「何もない崖っぷちに貯槽を設置して大
丈夫だろうか」でした。
　しかし実際の建築にあたっては（当然ですが）十分な設計施工が進み、完成後に
何とも頼もしい設備の雄姿が見えてきた時は高揚感を覚えました。
　一方で、現実問題として急ピッチで進む大型商業施設への供給開始に遅れないよ
う、敷地内への導管敷設のために日々怒号の飛ぶ建築現場へ入り柔軟に対応する当
社の担当者が実に頼もしいと感じました。その担当者が、サテライトの使用前検査を
滞りなく受審を終えた後に安堵した顔が忘れられません。

ガス供給事業開始式典（2015年5月1日、沖電 吉の浦火力発電所構内）左より、当社 高木
社長、沖電 玉城常務、りゅうせき 金城社長、沖電 大嶺社長、中城村 浜田村長、沖電 池
宮副社長、りゅうせきロジコム  花城社長

当時の想い出 アワセ天然ガス供給センター建設　
友寄 隆亮 （沖電より出向、在籍：2015年1月〜2017年6月）

アワセ天然ガス供給センター

大型商業施設・食品スーパー

北中城村民体育館

病院

埋設導管

スポーツクラブ

地域防災協定の概要
締結者 役　割

北中城村 災害対策本部を立ち上げ各機関に支援要請を行う

大型商業施設 一次避難所、駐車場、電力、受水槽からの飲料水の提供等

食品スーパー 生活物資の提供

病院 医療活動、巡回診療

当社 エネルギーの安定供給

スポーツクラブ 浴室、シャワールームの解放
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2018年6月5日　琉球新報社提供

■州崎天然ガス供給センター
　所在地：沖縄市海邦町（中城湾港新港地区内）

設備概要
設　備 概　要

ＬＮＧ貯槽 100kL　高さ16ｍ　約44tのLNGを貯蔵可能

温水式気化器 1600㎏/ｈ×２基　温水バス式

付臭設備 40L×１基

バッファータンク 10㎡×１基

減圧設備 送出圧力（0.2MPa）

温水ボイラ・温水ポンプ 465kW　3.7kW

非常用発電機 45kVA×１台　燃料：軽油（900L）

　
導入に至る経緯

　沖縄本島中部東海岸に位置する中城湾港新港地区に進出している企業は、大

量の熱を使用している工場が多く存在することから、天然ガスの重点営業先とし

て沖電と連携して活動していた。その中で、従来の燃料を転換し天然ガスを導入

するお客さまの意向を確認できたことから、センターの設置を決めた。

　また、センターの設置場所は供給先のご配慮により、敷地の一部を借りること

ができた。

供給先

　現在、中城湾港新港地区内の製鉄工場、飼料工場の２件のお客さまに供給し

ている。州崎天然ガス供給センター供給開始安全祈願祭
（2018年6月4日）
左からJFEエンジニアリング櫻井エネルギープラ
ント事業部長、沖電 仲里常務取締役、拓南製鐡 古
波津社長、当社 高木会長、平安座総合開発 下條社
長、当社 湊社長、りゅうせき 尚専務取締役

州崎天然ガス供給センター

製鉄工場
飼料工場

埋設導管

建設工事の工程
年　月 主要工程

2017年  6月 サテライト用地決定

 　8月 工事会社と契約

 　8月 着工

2018年  2月  試運転

  5月 供用開始
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■牧港天然ガス供給センター
　所在地：浦添市牧港（沖電本店構内）
設備概要

設　備 概　要

ＬＮＧ貯槽 60ｋL　高さ13ｍ　約24ｔのＬＮＧを貯蔵可能

温水式気化器 250㎏/ｈ×4基　温水バス多筒式

付臭設備 20L×１基

ミキシングタンク 10㎡×１基

減圧設備 送出圧力（0.2MPa）

温水ボイラ・温水ポンプ 116kW　1.5kW

非常用発電機 34kVA×１台　燃料：軽油（700L）

LPGバルク 980kg×２基

導入に至る経緯

　沖電本店の近隣に新たに進出する食品工場との間で天然ガス供給に向け、調

整を進めている中、先方より敷地を有効に使いたいため、LNGサテライトを工場

外に設置できないかとの打診があった。

　沖電と調整の結果、沖電本店敷地内の土地を当社が借り受け、LNGサテライ

トを設置の上、工場まで約800ｍの導管を敷設することにより天然ガスを供給す

ることとなった。

建設工事の工程
年　月 主要工程

2018年10月 サテライト用地決定

 10月 工事会社と契約

2019年  1月   着工

  5月 試運転

  6月 供用開始

供給先

　現在、食品工場1件に供給している。なお、2022年にはサテライト隣接地に進出

する大型複合ビル及び沖電本店敷地内のエネルギーセンターへの供給を予定して

いる。

③導管供給方式
　現在、沖縄ガス株式会社への卸供給及び当社近傍のお客さまへの供給を行っ

ている。

牧港天然ガス供給センター安全祈願祭（2019年8月21日）
左から、当社 湊社長、武蔵野沖縄 山根社長、沖縄エネテック 仲尾社長、JFEエンジ
ニアリング 倉島常務、沖縄電力 本永社長、IHIプラント 中山取締役、沖電開発 池原
常務、りゅうせき 根路銘取締役 

埋設導管

牧港天然ガス供給センター

食品工場

　2017年9月中旬頃から現地での準備工事が始まると、ほとんどの作業をお客さまの
構内で行うため、お客さまとの構内作業の調整、建築・土木・サテライト・導管等に関
する官庁届出、当社所掌の整地工事等を同時進行で進める必要がありました。業務
量はとても多かったのですが、お客さまや施工業者様のご協力を得て進めていくこと
ができました。
　また、工事が進むにつれ、メーカー様から提出される図面類のチェックや、サテライ
トの運転の為の電源・通信・給水・汚水等のインフラ整備のために必要な各種手続
き、及び工事手配を行う必要がありました。
　建設業務を初めて担当し、知識不足のなか幅広い業務に対応するために、都度必
要な事項を調べ、関係者様と調整するのに大きな労力を要しましたが、先輩方にご指
導、ご協力を頂きながら対応することができました。

　設備設置時において、工期の短さもあり当社側の認識とメーカーとで調整不足から
の齟齬が幾つか発生しましたが、短時間で上手く納めていただきました。
　私の方も設計図書のチェックを入れる一方で、ガス事業法に則った役所への届出
調整に奔走し、乙種ガス主任技術者の資格も取得しました。我ながらあの頃は３人分
の働きをしていたと自負しています。また建設現場の場所柄、本店勤務社員だけでなく
グループ会社及び他社のお客さまからも注目されているという緊張感がありました。

当時の想い出 州崎天然ガス供給センター建設　
宮平 全都 （入社：2016年7月）

当時の想い出 牧港天然ガス供給センター建設　
西浜 宏治 （入社：2018年5月）
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■沖縄ガスへの供給　
　沖縄ガスは、那覇市及びその周辺を供給地域とする県内唯一の一般ガス導管

事業者である。沖電がＬＮＧを燃料とする発電所の建設を決めたことを機に、沖

縄ガスから沖電に対し、天然ガスの供給の申し出があった。

　両社の間で継続的に協議し、2015年7月21日に沖縄ガス・沖電・当社の３社間

で「天然ガス売買契約」を締結した。

　沖縄ガスはその後、同社導管を吉の浦火力発電所構内にある分岐点まで延伸

する工事を実施した上で天然ガスへの切り替え作業を行い、同年８月より、当社

から沖縄ガスへの供給を開始した。

■当社近傍地域への供給
　吉の浦火力発電所近傍の需要開拓の結果、中城村内の複数の工場に熱源を

天然ガスに転換するニーズがあることが判り、当社が新たに敷設する導管により

供給することを決めた。

　導管の敷設工事の工程は次の通りである。

　敷設工事については、中城村の協力を得ながら行った。現在、2016年１月から

のリネンサプライ工場への供給を皮切りに、食品工場、メッキ工場の３件の工場

にガスを供給している。

 （７）ガスの安定供給に向けた取組
　ガスの安定供給に向け、主に以下の業務を実施している。

　・日常保安業務

　・他の事業者、公的機関との連携

　・事業関係者との定期的な協議

　・規定類の整備及び周知徹底

　・復旧に向けた資機材の確保

　・訓練の実施

　・社員教育

　各業務の具体的な内容は次の通りである。

①日常保安業務
　安定供給確保のため、日々、以下の業務に取り組んでいる。

■管理体制
　本社事務所に監視モニターを設置し、ガスの供給状況、主要ガス供給設備

の機器運転状況を監視している。業務時間外は、社員が交代で事務所に常駐

し、365日、24時間体制の監視体制を構築している。

　■パトロール
　毎日、当社ガス供給設備を巡視点検し、設備の健全性の確認及び異常箇所

の早期発見に努めている。また、埋設されたガス導管については定期的に地上

からのガス漏洩検査を行い、設備の健全性確認、並びに災害の未然防止に努

めている。

②他の事業者、公的機関との連携
　■他の事業者との連携

　供給支障が発生した場合の早期復旧に向けた体制の構築を目的に、複数の

工事会社と協定を締結するとともに、定期的に訓練や勉強会を行っている。

　■公的機関との連携

　導管敷設場所における他の業者が行う工事による導管への損傷の発生を

未然防止するため、導管敷設場所には道路管理者の許可を得て、ガス導管敷

設を明示するとともに、導管敷設地域を管轄する自治体、警察署、消防署等を

定期的に訪問し、導管の敷設ルートの周知活動を行っている。

③事業関係者との定期的な協議
　ガスの供給元である沖電や、卸供給先の沖縄ガスとの間で定期的な協議を

実施し、安定供給の強化に向けた施策等を共有している。

④規定類の整備及び周知徹底
　ガス事業法に基づく保安規程及びその関係規定を常時整備するとともに、

社内での定期的な勉強会を通じて規定類の周知徹底を図っている。

⑤復旧に向けた資機材の確保
　万一、自然災害等により、供給支障が発生した場合の早期復旧に向け、当

社においても必要な資機材の整備、充実を図っている。

⑥訓練の実施
　年度末に翌年度の訓練計画を策定し、訓練を行っている。当社単独の訓練

とともに事業関係者と連携した共同訓練も継続的に行っている。

⑦社員教育
　 ガス業務において必要となる国家資格取得に向けて、通信教育、社外講習

会を導入するとともに、研修・講習の実施にあたっては当社株主の大阪ガスの

協力も仰いでいる。また、外部講師を招いた社内勉強会を開催している。

 （８）今後の取組方針
　2015年5月の天然ガス供給事業の開始以降、沖縄ガスへの卸供給に加え、工

場、病院、ホテル、大型商業施設等のお客さまへ、他の熱源からの転換（既存施

設の場合）または新規に供給を開始してきた。事業立ち上げ後、まだ6年余であ

り、今後の供給拡大の余地は十分にあると考えられることから、既述の天然ガス

の優位性をお客さまにアピールし、また他のエネルギー事業者等関係先とも連携

の上、事業拡大を目指すこととしている。同時に安定供給に向けた取り組みの一

層の強化を目指す方針である。

ガス導管敷設明示ステッカー

ガス供給設備の巡視点検

定期的な埋設ガス導管漏洩検査

ガス管緊急補修に関する訓練

中圧供給用加圧式移動式ガス発生装置
（PAガス発生装置）

移動式ガス発生装置を用いた実動訓練

タンクローリー車のトラブルを想定したタンクロー
リー間のLNG移送訓練

調印式（2015年7月21日）
沖電 大嶺社長、沖縄ガス 宮城社長、当社 高木社長

第1工区安全祈願祭 年　月 工　事

2015年  4月 第一工区　（当社事務所から南へ約1.3km）着工

2016年  1月    第一工区供用開始

  3月 第二工区（第一工区終点から南へ約1.2km）着工

 10月 第二工区供用開始
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第 2 章

7. エネルギーサービス事業

 （ １）事業の概要
　エネルギーサービス事業の当社におけるビジネスモデルは、主にホテルや、病

院、商業施設等のエネルギー利用の多いお客さまを対象に、お客さまに代わって

当社がLNGサテライトやコージェネレーション等の設備を設置して維持管理を行

い、お客さまへは電力や天然ガス、電気の製造工程で発生する排熱を利用して

温水等を提供するサービスである。

　お客さまにおいては、独自で設備導入する際の初期投資や設備の管理コスト

が抑えられ、本業に専念できるメリットがある。

　当社設立時のオンサイト発電事業は、A重油を燃料として電気を供給するエネ

ルギーサービスであった。その後の当社の天然ガス供給事業の開始に伴い、天然

ガスを利用したエネルギーサービスを展開している。

 （２）事業の展開
　現在２件のお客さまにエネルギーサービスを提供している。

①北中城村民体育館向けガス空調運用サービス
　同体育館はアワセゴルフ場跡地にあり、災害時の防災拠点となる施設のひとつ

である。当社は同地域にアワセ天然ガス供給センターを設置し、隣接する病院、

大型商業施設及びスポーツクラブに天然ガスを供給しており、同体育館向けには

天然ガス供給と併せてガス空調運用サービスを提供している。

②リゾートホテル向けLNGサテライトCGS※1運用サービス
　当社はホテル敷地内にLNGサテライト及びコージェネレーションシステム

（CGS）を設置するとともに、運用・維持管理を行っている。

契約先一覧
No. 契　約　先 運用開始 備　考

1 北中城村民体育館 2 0 1 8 年 10月12日 ガスヒートポンプ空調機の運用・維持管理

2 リゾートホテル 2 0 1 9 年   4月 1日 LNGサテライト及びCGSの運用・維持管理

 （３）今後の取組方針
　天然ガスの販売拡大の観点からも、エネルギー単体の供給だけではなく、ガス

エンジンコージェネレーション等の複合的サービスの提供が有効と考えられるこ

とから、機器メーカー等との連携も強化の上、本分野へ注力する方針である。

リゾートホテルCGS 

※1  CGS（コージェネレーションシステム）
発電システムから発生する熱を利用する方式。
給湯や蒸気等の熱の需要が見込まれるお客さ
まに適している。 （病院、ホテル等）
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城間事務所にて（2002年4月1日）

嘉数事務所全景

建設中の社屋風景

嘉数事務所前にて（2016年6月29日）

嘉数事務所執務室（2015年6月）

城間事務所での社内懇親会の様子（2003年2月
24日）左から3人目　沖電 當眞副社長

職場環境
地域活動

1. 事務所の変遷

　当社は事業規模の拡大や主力事業の変化を踏まえ、当社設立以降２回の事

務所移転を行った。現在の事務所は３カ所目となる。

 （ １）浦添市城間（設立時～2003年7月末）

　設立当初は浦添市城間（サンエーマチナトショッピングセンター斜め向い）に

あったテナントビルであるクラウン商事ビル（現在は取り壊され跡地は遊技場）

の3階に事務所を構えた。沖電本店と比較的近いことや適当なスペースが確保で

きることから設立時の事務所とした。（事務所面積：約25坪）

　その後、オンサイト発電事業の運転開始等に伴う要員や資機材の増加等によ

り事務所が狭隘化することが判明したため、2002年3月1日に同フロア内の廊下

を挟んで斜め向かいにある事務所へ移転した。（事務所面積：125.62㎡〈約38

坪〉）

 （２）宜野湾市嘉数（2003年8月1日～2016年6月末）

　設立から約2年が経過し、オンサイト発電事業も順調に伸び社員数も増加した

ことから、当時の事務所は手狭になっていた。新たな事務所への移転を検討して

いたところ、2003年5月頃にグループ会社の（株）沖設備が宜野湾市嘉数の事務

所（沖縄電機工業株式会社所有）から浦添市牧港へ移転するとの情報を得た。

社内で検討したところ、賃料は現事務所とあまり変わらないもののスペースが拡

がることとともに、建物所有者がグループ会社であることを勘案し、事務所移転が

決まった。建物は鉄筋コンクリート2階建で、1階を倉庫、2階を執務室とした。

　同事務所は、沖縄自動車道西原インターチェンジまで約1.4㎞、車で5分程の場

所に位置し、沖縄本島各地への交通アクセスが非常に便利な立地であった。

賃借面積：423.14㎡（約128坪）

【1階 倉庫：208.27㎡（約63坪）、2階 執務室：214.87㎡（約65坪）】

 （３）現事務所（2016年7月1日〜）

　2015年５月より、天然ガス供給事業を開始したことに伴い、供給元の沖電吉の

浦火力発電所の近隣に事務所を置くことが、業務の効率、保安保全面で望ましい

と判断されたことから、沖電、沖縄プラント工業と調整の結果、沖縄プラント工業

のご配慮を頂き、吉の浦火力発電所の正門に隣接する同社吉の浦事業所用地の

一部を借り上げ、本社事務所をその地に移転することとなった。

　本社新社屋建設地は、建築物の新築や増築が制限されている市街化調整区

域に該当していることから、都市計画法第43条（建築許可）申請を行い、ガス

事業を行う上で必要不可欠な建築物であることを担当部局に認めて頂く必要が

あった。

　そのため、新社屋建設の必要性について、当社がガス供給事業を実施する上

で、迅速な対応を含めた保安の観点等から本社の移転が必要であること等を申

請先である中城村都市建設課、沖縄県中部土木事務所建築班に説明した。最終

的には、沖縄県土木建築部開発審査班との調整を経て、約7カ月間の折衝の結

果、建築許可を頂くことができた。

　工事は、以下の体制で実施し、2016年６月に無事故無災害で竣工した。

設計： （株）沖縄エネテック	　　
建設： （株）沖電工　
着工：2015年12月1日	 　　
竣工：2016年6月30日	
構造：RC造平屋建	 　　
延べ床面積：352.79㎡（約107坪）
 【執務室：277.50㎡（約84坪）、倉庫：50.10㎡（約15坪）、ガバナ室：12.8㎡（約4坪）】
敷地面積：1,685.46㎡（約510坪）

竣工直前の新社屋

　PECへの出向辞令を受け、「この会社で自分は何をすれば良いのか？」といった不
安が頭を過ったことを憶えており、初めてPECを訪問した際も「これは会社なのか？」
まるで一軒家のような佇まいに、「クーラーはついているのか？もしや扇風機か？トイレ
は？水洗だろうな？そもそもデスクワークが成り立つ環境は整っているのか？！」等々、
更なる不安を感じました…。これが私の会社とのファーストコンタクト。
　いざPEC勤めが始まると、そこは他社を含めた出向者が大半を占めており、当時の
社長を含め個性の強い猛者たちの集団でしたが、私には相性が良く、とても居心地が
良かったことを印象深く記憶しております。“会議室”とは名ばかりの区画された部屋
で、上司や同僚たちと大笑いしながら卓球や誕生日会を行ったことはとてもいい想い
出です。

当時の想い出 嘉数事務所
湧田 森人（沖電からの出向、在籍：2004年7月～2007年6月、2019年7月～）

新年の集合写真（2002年1月4日）
城間事務所の入るビル内にて

　直近の石川火力発電所での3交代勤務から、オンサイト発電事業の営業担当とな
り、最初は先輩方についていくのがやっとでした。
　当時、釣りが趣味のメンバーがおり、よく共用の給湯室で釣った魚を捌き、皆で舌
鼓を打ったのは楽しい想い出です。

当時の想い出 城間事務所
金城 豊（沖電から出向、在籍：2003年1月～2005年6月）
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2. 資本構成の変遷　

　当社は既述の通り、沖電、りゅうせき、三菱電機、三菱商事、沖電企業、沖電

工、沖縄プラント工業の計7社の出資により設立された。

　その後、メインの事業内容の変化とともに沖電、沖電企業、沖電工、沖縄プラ

ント工業計4社の沖電グループの100％子会社となった。

　2019年3月18日にガス供給事業の営業面、保安面を強化するため、沖電の保有

する当社株式の一部を大阪ガス（株）へ譲渡し、現在、同社が25％の当社株式

を保有し現在に至っている。

3. 活力ある組織づくりを目指して

　当社がエネルギー事業者として事業を推進するには役職員一人ひとりが、持っ

ている能力を絶えず向上させ、また、その能力を最大限発揮できる組織であること

が必要である。そのような観点から、事業環境の変化等に伴い、企業規模が比較

的少人数であることを生かし、臨機応変に組織体制等の見直しを実施している。

 （ １）組織体制の見直し
　当社の事業ポートフォリオの変化等を踏まえ、随時組織体制の見直しを行っ

ている。

組織体制の変遷
実施日 体制 変更の目的

2001年  8月23日 管理部/技術部 設立時は管理部、技術部の2部体制でスタート

2002年10月21日 管理部/営業部/技術部 営業力強化を目的に管理部営業課を営業部へ格上げ

2014年  1月  1日 管理営業部（2課体制）
技術部（2課体制）

ガス事業開始を踏まえ、管理部と営業部を統合し管
理営業部、技術部の2部体制へ改正

2017年10月 １日 総務企画部
（総務課、企画課）
技術営業部
（ガス課、電機課）

業務の効率化、内部牽制の強化を目的に改正

2019年  4月 １日 総務企画部（同上）
技術営業部
（ガス営業課、ガス業
務課、電機課）

ガス事業の強化を目的にガス課を２課体制に改正

2020年  7月  1日 総務部
（総務課、管理課）
技術営業部（同上）

部課名変更

 （２）経営理念等の制定
　役職員の目指すべきベクトルが同じ方向となり、持つ力を最大限発揮できるよ

う経営理念を定めている。

　また、お客さまをはじめとする事業関係者に当社の事業のイメージをお持ち頂

くためにコーポレートロゴを定めている。

新社屋（2016年6月）

竣工祝賀会

  新社屋竣工祝賀会で挨拶をする高木社長
（2016年6月30日）

　2016年6月30日には沖電及び沖電グループ関係者、お取引先、地元関係者等
約70名を招待し、本社事務所内で竣工祝賀会を開催した。

　祝賀会では当社高木社長より以下の挨拶があった。

 「この度、沖縄電力グループの進めるガス供給事業を担うため、県内唯一の液

化天然ガス（ＬＮＧ）の受け入れ基地である、吉の浦火力発電所に隣接する、ここ

中城村字泊に、新社屋を建設し本社を移転することになりました。

　沖縄電力グループの目指す「総合エネルギー事業者」として、当社では、自家

用発電機で培った「電気」と、吉の浦火力発電所から送出される「天然ガス及び

タンクローリーによる液化天然ガス」のベストミックスで、今後も、お客さまのニー

ズに合った最適なエネルギーをご提案してまいります。」

事務所レイアウト

※ガバナ
　整圧器のこと。高圧で送り出された天然ガスを整

圧器で中圧に減圧され、大規模工場・施設に届け
られる。

当時の想い出 新事務所へ移転するまでの仮監視室
比屋定 優 （入社：2002年10月）

　新事務所へ移転する2016年7月までの間、沖電吉の浦火力発電所が所在する中城
村字久場にアパート（エステ久場）の一室を賃借し、地元お客さまのガス供給事業開
始に伴う遠隔監視、宿日直待機場所として利用しました。
　村内地元のお客さまへのガス供給は、沖電吉の浦火力発電所を起点とするガス導
管から新事務所敷地内に設置したガバナ室を経由し、地元導管でお客さまに供給す
るスキームでした。地元のお客さまへのガス供給の開始に伴い、遠隔監視、緊急時
のガス遮断を始めとした駆け付け対応が必要でした。遠隔監視は当時の事務所（嘉
数）でも可能であったものの、ガス遮断は遠隔操作ができなかったことから、不測の
事態に備えてアパートを仮監視室とし、迅速な対応が可能となる態勢を整えました。
　宿直の日は、通常の業務終了後嘉数事務所から中城村久場の仮監視室まで赴き、
遠隔監視システムがあるだけの２DKのアパートに一人寂しく過ごしていました。周りも
静かで落ち着きませんでした。
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①経営理念の制定
　経営理念は、2014年3月14日開催の第86回取締役会にて当社として初めて制

定した。

　当時は、主力であるオンサイト発電事業が先細りになり、辛うじて可倒式風力

の建設・維持管理業務が経営を支えている状況であった。そのような中、2013年

11月19日の沖電取締役会において、当社が天然ガス事業を担うことが決定され

た。当社はこれを第二創業期と捉え、会社としてのあり方まで踏み込んだ全社的

な検討作業を実施した。その一環として明文化されていなかった経営理念につい

ても、以下の通り初めて制定した。

②ロゴマークの制定
■ 設立当初のロゴマーク

　当初「電気・ガス・水道」事業の展開を想定しており、旧ロゴマークは、当社の

社名の周りを電気の赤、ガスの炎のオレンジ、水道の水色を3つの帯でイメージし

作成された。

■   新しいロゴマーク

　新ロゴマークは数点の案の中から社員による投票の結果を踏まえて決定され、

2014年5月6日開催の第88回取締役会において次の通り報告された。

 「第84回取締役会にて承認されたガス供給事業への展開を踏まえ、当社設立

当初の主要事業である分散型電源事業から、可倒式風力関連事業、太陽光発

電事業、ガス供給事業へと主要事業が大きく変化することから、社のシンボル

マークを一新することとした。」

新しいロゴマークのコンセプトについての発案者のコメント

　「社名イニシャルである「PEC」の三文字と、エネルギーをイメージしたグラ

フィックを組合せたデザインです。

　柔らかな曲線で描かれたデザインは、自然エネルギーの供給や販売をイメージ

しております。また、液化天然ガスをイメージしたグリーンをメインに「PEC」を表

記し、周囲には風力発電を表すブルーのライン、自家用発電、太陽光発電を表す

レッドのラインを描きました。前進していくような斜体のデザインにより、先進的な

イメージを表現しております。「PEC」の文字も固過ぎず柔らかさのある書体を作

成し、自然エネルギーの力強さと高い環境性を表しました。」

 （３）人事関係
①人事管理制度
　設立当初はプロパー社員が皆無であったため、明確な人事管理制度は制定し

ていなかった。その後、役職員が高いモチベーションを持って業務に携わる最大

の原動力は、透明性の高い人事制度であるとの考えに基づき、人事管理規程を整

備し、社会環境、事業環境の変化に対応して、随時見直しを図っている。

　現在の人事管理規程は2018年9月27日付で制定したものである。事業のすべて

の源泉は「ひと」に由来するという認識のもとに、働きがいのある職場づくりの確

立、組織全体の活性化に向けて制定したものであり、骨子は以下の通りである。

②就業規則
　働きがいのある、働きやすい職場づくりのため、当社の事業内容の変化等も踏

まえ、労働組合とも協議し、随時、見直しを実施しており、設立から、現在までに

12回の改定を行っている。最近の主な改定は次の通りである。

PEC

旧ロゴマーク：会社設立時に作成

経 営 理 念経 営 理 念
≪社是≫≪社是≫

先進的エネルギーサービスで地域社会へ貢献する

≪企業目的≫≪企業目的≫

「お客さまニーズにプログレッシブなエネルギーサービスでお応えする」
・お客さまの多様化するエネルギーニーズに、先進的（プログレッシブ）で経済的か

つ環境性の高い総合エネルギーサービスを提供し、地域社会の発展に貢献します
「社員を育て幸せにする」
・専門的な技術力を持つ人財育成に取組み、社員一人ひとりが働きがいのある企業

を目指します

≪行動指針≫≪行動指針≫

１．お客さまの声を大事にし、スピーディーに対応する
２．最適な提案ができるよう、情報収集に努める
３．現場作業は、安全最優先で行う
４．現場力の維持・向上を図るため、直営作業に努める
５．固定観念に捉われることなく、新しいことに挑戦する
６．現状に満足せず、自己研鑚に努める
７．保安規程を含む関係法規を遵守し、高い倫理観の下行動する

項　目 内　容

職　　　位 ７等級の職位とし、1等級～５等級を一般職、６等級～７等級を管理職とする
各職位に求められる要件を明記する

昇進の選考 原則として、毎年３月に開催する昇進選考委員会（社長及び部長で構成）にお
いて、等級区分基準表及び人事考課の能力評定に基づいて選考する

人 事 考 課 能力評定、業績評定、情意考課(主に仕事に向かう姿勢)の３種類の人事考課表
をもとに考課する

面接の実施

半期に１回、半期ごとの評価（前半期のレビュー）と目標（今後の半期の目
標）を本人と人事評価者が記載した「面接シート」をもとに本人と人事評価者
が面接を実施し、目標の達成度の認識、目標の達成に向けての課題について、
確認を行う。また人事評価者は人事考課表を開示し、本人に結果をフィード
バックする

改定日 改定内容

2015年  4月 当直、日直制度の導入（ガス供給事業開始に伴う対応）

2018年  2月    懲戒事由に、セクッシャルハラスメント、パワーハラスメントを追加

2019年  6月    半日休（年次有給休暇を半日単位で取得可能）制度の導入

2020年  6月    時間休（年次有給休暇を１時間単位で取得可能）制度の導入

2021年  6月    時間休を子の看護休暇、介護休暇へも適用拡大
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2020年度ガス主任技術者甲種に合格した4名

2021年度統一要求（2021年2月18日）

規定類の勉強会の状況

作業前KY活動

③労働組合との意見交換・交渉
　当社は設立時より株主企業からの出向者が大部分であったこともあり、労働組

合は未組織であった。プロパー社員の増加もあり、2016年8月に労働組合が設立

された。同組合は電力総連傘下にある単独組織である。設立以降、労働組合と

は相互理解の下に、使用者側と定期的に意見交換を実施し、労使協力して経営

課題に取り組んでいる。また、労働条件に関する交渉を行い、良好な関係を構築

している。

④新規卒業者の採用
　2019年度より、業務の拡大への対応及び社員の年齢構成の適正化を図ること

を目的に新卒者の定期採用を実施している。

⑤教育・研修制度
　当社の教育体系は、大別して、職場内教育（OJT）、職場外教育（Off−JT）、

自己啓発から形成されている。

■ OJTは業務の中での実践反復を通して必要な知識・技術を習得するもので、当社の

要として位置づけられる。各部署が担当する業務を踏まえ、それぞれが長期的視点

に立った教育プログラムを策定し実施している。

■ Off−JTは、他のエネルギー関係事業者の主催する講習会への参加や、外部講師を

当社に招く講習会を実施している。

■ 自己啓発については、社員自ら業務遂行に必要な知識・技能の習得に努めることを

目的としており、外部業者が主催する通信教育やE-Learningの紹介とともに、業務

に関係する場合は、受講料を支援している。

　加えて、2004年4月より、資格取得報奨金規程（国家資格表彰制度）を制定

し、業務の遂行に必要とされる国家資格（推奨資格）や、社員の能力伸長に資す

ることが期待される資格（自己啓発資格）を取得した場合に、報奨金を授与して

いる。その後、本規程は対象資格の増加、奨励金の引き上げを行い、その充実を

図っている。対象となる主な資格は以下のとおりである。

＜推奨資格＞　  ・ガス主任技術者

　　　　　　　  ・電気主任技術者

　　　　　　　  ・高圧ガス製造保安責任者

　　　　　　　  ・電気工事施工管理技士

　　　　　　　  ・管工事施工管理技士

＜自己啓発資格＞・公害防止管理者　　

 （４）安全への取組
　当社経営理念の行動指針3.「現場作業は、安全最優先で行う」に基づき、安

全作業の徹底に努めている。主な取組みは以下の通りである。

①職場安全衛生委員会の定期的な開催

　委員は経営幹部及び労働組合幹部で構成され、四半期毎に会議を開催し、

労働災害防止対策並びに安全衛生への取組みを協議している。

②ガスの安定供給を担うガス業務課における朝礼時の行動宣言の唱和

　保安行動を記した携帯型カードを用いて、「ガス漏えい事故ゼロ」、「LNG・

ガス供給支障ゼロ」、「業務上災害ゼロ」を唱和し、無事故無災害に向けた意

識高揚を図っている。

③現場作業における作業前KY活動の徹底

④吉の浦火力発電所管内電気事業安全衛生連絡会議への参加

　吉の浦火力発電所構内で作業に従事する沖電、関係会社及び協力会社によ

る四半期毎の連絡会に参加し、安全パトロールや災害事例の共有等を通して

労働災害防止に取り組んでいる。

⑤沖電中央安全衛生大会（年に1回開催）への参加

⑥安全衛生に関する講習会への参加

　現場監督者養成のため職長・安全衛生責任者講習会等へ社員を定期的に

派遣し、人財育成に努めている。

 （５）法令遵守体勢の徹底
　当社経営理念の行動指針7.「保安規程を含む関係法規を遵守し、高い倫理観

の下行動する」に基づき、法令遵守の徹底に取り組んでいる。主な取組みは以下

の通りである。

①ガス事業法及び電気事業法に基づく当社保安規程等の定期的な勉強会

②役所への届出書類の届出漏れ防止のためのチェックリストの作成、及び定期

的な点検

③ハラスメント・飲酒運転防止を目的としたDVDの視聴

④企業倫理月間における沖電参与による講話の受講

⑤廃掃法に基づく廃棄物の適正な処理の徹底（分別、保管、最終処分地の現地

確認等）

⑥雇い入れ時の教育における法令遵守の指導

⑦朝礼時におけるコンプライアンス遵守の定期的な発信

⑧法務相談窓口となる弁護士との連携

当時の想い出 組合設立時
大濵 康啓 （PEC 労働組合委員長）

入社年度 採用人数 卒業学校

2019 ２ 専門学校、工業高校

2020 １ 工業高校

2021 ２ 大学工学部、工業高校

　当社は設立時より株主企業からの出向者が大部分であったこともあり、労働組合
は未組織でしたが、中途採用者を主としたプロパー社員の増加もあり、2016年8月26
日に設立されました。
　結成にあたり、同じ電力関連産業で働く仲間からの情報収集、組織内での役割分
担、組織運営や関連法規に関する知識の習得等の経緯を経て、準備委員会結成に
至るまでに半年ほどの期間を要しました。また、ガス事業導入初期の多忙な状況も相
まって、結成までの各種対応は難航しました。それでも、集う組合員はお互いの友愛・
信義・信頼のもと強い絆で結ばれ、結成する運びとなりました。
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マインドフルネス研修の様子

※5 マインドフルネス
「 ”今ここ”にただ集中している心のあり方」の

こと。瞑想の一種。

 （６）業務の効率化
　業務フローのマニュアル化、システムの導入、デジタル技術を取り入れた業務の

見直し等を通じて、業務の効率化を図り、労働生産性の向上、時間外労働の抑

制を図っている。

①業務フローのマニュアル化　
　規定文書管理規程に基づき、「要領」において、業務の標準的な処理方法及

び運用の判断基準について規定し、「要領」の下部規定に位置づけられる「業務

マニュアル」において、より具体的な業務処理に関する標準を規定することとして

いる。このような業務の見える化により、業務処理の標準化と若手社員の早期育

成を図っている。

②システムの導入
■ 沖電グループ経理システム導入

　オンサイト発電事業が当社の主たる事業であった時期は沖電グループ間の取

引きは僅かであり、連結決算作業時の消込作業も負担が小さかったことから、当

社は設立以来、市販の会計ソフトで経理業務を行っていた。天然ガス供給事業

の開始が決まったことを機に、沖電グループ間の取引が増加することが確実視さ

れたことから、沖電グループ経理システムを導入することとなり、2015年3月31日付

で沖電と「沖電グループ経理システム運用契約」を締結し、同年4月から同システ

ムを導入した。

 

■ 勤怠管理システムの導入

　勤怠管理については、設立以来汎用ソフトを使用して管理を行っていた。プロ

パー社員の増加に伴い、業務効率化を目的に業者と調整の上、勤怠管理専用の

ソフトを導入することとなった。2020年6月からの試験運用を経て、同年7月より本

格運用を開始した。

■ RPA※１の導入

　2020年2月に、社内横断的にRPAの導入に関する検討チームを立ち上げ、RPA

の導入により業務の効率化が期待できる業務を抽出した。同年4月よりトライアル

を実施し、効果が検証できたことから、同年10月より、以下の業務について導入を

開始し、業務の効率化及び堅確化を図っている。

　

業務名 RPA化の状況 運用状況

1 会計モニター入力業務 完成 運用中

2 LNG請求書作成・発行業務 完成 運用中

3 ガス事業生産動態統計調査の総合事務局報告資料作成業務 完成 運用中

4 LNG配送計画業務 完成 運用中

5 発電機熱量算出業務※2 完成 運用中

■ おきでんヘルスケアサービス※3の利用開始

　2021年４月より、沖電が開始したおきでんヘルスケアサービスの利用を開始し

ている。健康診断予約やストレスチェック受診のシステム化による業務効率化や

産業医との連携強化による健康経営の推進に寄与することが期待される。

■ デジタル技術を取り入れた業務の見直し

　2020年11月にＤＸ※4についての取組方針を協議する社内横断的なＤＸワーキ

ンググループを立ち上げた。現在、顧客情報、営業案件情報、現場作業情報等の

データベース化、電子申請システムの導入、遠隔作業支援システム等を検討中で

ある。

 （７）健康経営の推進
　当社は、設立以来、社員が心身ともに健康で働ける明るい職場環境づくりを目

指し、各種の取組みの拡大・充実に向けて鋭意努力している。

①主な取組事例
■ 沖縄電力健康保険組合への加盟：（2018年4月1日）
 　沖電健保へ加入することにより、被保険者の保険料負担軽減に寄与

■ 外部から講師を招いた社内講習会の開催
　 テーマ：メンタルヘルス、マインドフルネス※5等

■ ストレスチェックの実施
　 2020年度より外部医療機関へ委託し、全社員を対象にストレスチェックを実施

■ 始業時のラジオ体操
　 毎朝、始業時に全員でラジオ体操を実施　

■ 社員の参加するスポーツイベントへの支援

■ 医師による面接指導
　 長時間労働者が発生した場合の医師による面接指導

■ 病気予防の為の支援
　 人間ドック受診費用の補助
　 インフルエンザ予防接種費用の補助

②健康経営宣言
　2020年９月に、以下の代表者メッセージとともに、７つの取組事項を掲げ、健康

経営宣言を行った。代表者メッセージ、取組事項ならびに具体的な実践事例を当

社HPに掲載している。

※3 おきでんヘルスケアサービス
　沖電が中心となって推進している健康管理業

務効率化、産業医等によるサポートを一体的
に提供するサービス。

※2 発電機熱量算出業務
　コージェネレーションシステム導入先における

稼働状況確認を目的とした発電機燃料消費率
の算定。

※4 DX（Digital Transformation）
 「企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、

データとデジタル技術を活用して、顧客や社会
のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデ
ルを変革するとともに、業務そのものや、組織、
プロセス、企業文化・風土を変革し、競争上の
優位性を確立すること」（経済産業省の定義）

※１ RPA（Robotic Process Automation） 
　定型的なパソコンの操作をソフトウェアに登録

（簡単なプログラム）することで、自動で処理
を行う。

　前職の業務を通じて経理についての基礎的な知識はあったものの、沖電グループ
経理システムの操作について社内で詳しい人はいなかったため、沖電経理部で2日間
ほど研修を受け、基本的な操作を教えて頂きました。その後も困ったときは、電話や
メールで経理部の方に教えて頂き、何とか業務を遂行していました。

当時の想い出 沖電グループ経理システム導入
前黒島 奈緒 （入社：2015年12月）
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野球大会（2020年7月19日）沖電グラウンドにて

MVP表彰

仕事始め式の様子

  （８）社内の活性化に向けた取組
①社内報の発刊
　社内における情報共有の強化、役職員の一体感の醸成を図るとともに当社の

状況を定期的に発信し、関係先とのより一層のコミュニケーション強化を目的

に、2019年１月より四半期ごとに発行している。

②社内月間MVP制度
　社員の日頃の業務行動や勤務態度（ボランティア活動を含む）等、会社また

は、地域社会に貢献し、他のメンバーの模範となるような事案について毎月タイム

リーに表彰することを通じて、「社の活性化」及び「働きがいのある職場作り」を

目指して2018年６月より実施している。

③社内イベントの開催
　役職員間のコミュニケーションを醸成するため、積極的にイベントを開催してい

る。全社的な主なイベントは次のとおりである。

4. 対外発信力の強化　

 （ １）HPの開設及び内容の充実
　当社の事業の展開は、様々なステークホルダーの方々のご理解とご支援が不

可欠であることから、当社事業に対するご理解を深めて頂けるようHPを開設し

た。随時内容の充実を図り、情報発信力の強化を目指している。また2019年度か

らは動画も活用したリクルートコーナーを新設し、新規採用活動への寄与も狙っ

た内容としている。

 （２）社内報の配布・HPへの掲載
　既述の社内報は、以下の先へも配布するとともに、当社HPにも掲載している。

　＜主な配布先＞
　・沖電グループ各社　 
　・お取引先　 
　・関係自治体 　
　・関係官庁 　
　・主な教育機関

5. 社会との共生を目指して

 （ １）カーボンニュートラルへの取組
　国におけるカーボンニュートラル宣言に見られるように、地球温暖化対策の社

会的な要請が一層高まっている中、沖電は、沖電グループとしても社会的責任を

果たすべく更なる取組みの推進に向け長期的指針となる「沖縄電力ゼロエミッ

ションへの取り組み」を2020年12月に公表し、2050CO2排出ネットゼロを目指す

ことを宣言した。また、2021年6月には、全社一丸となって取り組みを推進していく

メッセージとして、新スローガン「2050おきでんZEROへの挑戦！」及びロゴマー

クを制定した。

　当社は、化石燃料の中で最も環境負荷の低い天然ガスの販売拡大、風力発

電・太陽光発電等の再生可能エネルギー事業の拡大に注力し、カーボンニュート

ラルの実現を目指している。

当社ＨＰのトップページ

取組事項

１．社員の健康に関する意識の向上に向けた取組
　・外部講師による研修会（生活習慣病、メンタルヘルス等）

２．健康づくりの支援
　・社内スポーツ大会への支援

３．働きやすい職場環境の提供
　・長時間労働削減に向けた取組
　・有給休暇を取りやすい職場作り

４．メンタルヘルス対策
　・ストレスチェックの実施と事後フォロー

５．病気予防のための支援
　・人間ドック受診費用の補助
　・インフルエンザ予防接種費用の補助

６．熱中症対策の実施　
　・熱中症予防に資する現場作業における職場環境の改善

７．新型コロナウイルス感染症対策の徹底
　・「新しい生活様式」の実践

以上

〈健康経営宣言　代表者メッセージ〉

　当社は社是において、「先進的エネルギーサービスで地域社会へ貢献す
る」を掲げ、企業目的を、「お客さまニーズにプログレッシブなエネルギーサー
ビスでお応えする」および「社員を育て幸せにする」としています。
　これらの経営理念を達成するには、社員本人のみならず家族が、心身とも
に健康であることが不可欠であると考えています。
　当社は、社員および家族の健康を最重要の経営資源と捉え、これまで取り
組んできた健康保持・増進活動を更に前進・深化させます。
　そして、より実践的な健康づくりを経営の最重要課題と認識し全社を挙げ
て推進することを宣言します。　

社内イベント 開催時期 内　　容

仕事始め式 1月 仕事始めの日の昼食時を利用し、全役職員が参加。

成人式 1月 その年に成人を迎える社員を全役職員で祝う

歓送迎会 随時 新入社員及び、出向異動者を対象に歓送迎会を開催。

忘年会 12月 原則、仕事納めの日に全役職員で開催。

社内スポーツ大会 随時 バドミントン、ボウリング大会等

対外スポーツ大会 随時 沖電グループ及び地域のスポーツ大会への参加
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 （２）「沖電グループ環境方針」に基づく取組
　2008年３月に制定された「沖電グループ環境方針」（2020年12月に最新改

定）に基づき、以下の活動に取り組んでいる。

　＜主な環境活動＞　
　・オフィスでの電力使用量の削減
　・エコ通勤の実施
　・ＰＣＢ廃棄物の適正処理
　・産業廃棄物3Rの推進（リサイクル、リユース、リデュース）
　・グリーン購入の推進
　・環境ボランティア活動への参加（海浜清掃活動、地元の団体と連携した清

掃活動等）

 （３）SDGｓ※1への取組
　2020年度の当社経営方針において、「当社経営理念は、SDGｓにおいて規定

されたゴール・ターゲットと方向性は合致しており、時代の要請と一致するもので

ある。常に、SDGｓを念頭においた上で、具体的施策を展開する」ことを宣言し

た。具体的な取組状況については、随時、当社HPに最新情報を掲載している。

 （４）イベントへの参加
　地域に根ざしたエネルギー事業者として、地域の方との交流は不可欠であると

の認識のもと、地域へのスポーツ大会、清掃活動等のイベントに積極的に参加し

ている。

　＜主な参加イベント＞　
　・中城村主催ごさまるトリムマラソン大会（1月開催）
　・中城村商工会　花と緑のふれあい広場イルミネーション（12月開催）
　・中城村商工会清掃（随時開催）
　・中城村内一斉清掃（5月、10月開催）　

 （５）商工会への加盟
　2016年9月より、中城村商工会に入会し、同会が主催するイベント等への参加

を通して地元事業者の方 と々の交流を図っている。

※1  SDGs
　 （Sustainable Development Goals）

　2015年9月の国連サミットにおいて全会一致
で採択された「誰一人取り残さない」持続可能
で多様性と包摂性のある会社の実現のため、
2030年を年限とする17の国際目標。

ごさまるトリムマラソン大会（2018年1月14日）

中城村商工会清掃活動（2018年6月2日）



設立当初を振り返る

2001年に誕生したプログレッシブエナジー。

事業をゼロから立ち上げた主要メンバーが集まり、当時を振り返った。

司会 株式会社プログレッシブエナジー 総務部 
　　 総務課長

比屋定　優

株式会社プログレッシブエナジー 元 取締役技術部長

現 沖縄電力株式会社 

島袋　清人

株式会社プログレッシブエナジー 元 管理課長
現 沖縄電力株式会社 送配電本部
　 名護支店 ネットワークSGマネージャー

志村　昭広
株式会社プログレッシブエナジー 元 常務取締役

当真　満
株式会社プログレッシブエナジー 元 代表取締役社長

伊波　良弘

株式会社プログレッシブエナジー 元 常務取締役
現 ファーストライディングテクノロジー株式会社
　 代表取締役社長

宮里　学

疾風怒濤の日々 の軌跡
草創期を切り開いた

代表取締役副社長
副社長執行役員

80 81

第3章　設立20周年記念　座談会

て、役員も意見が食い違うようなところもあったの

で、そこを説得するのが結構、骨が折れました。た

だ、実際にゴーサインを出して頂いてからは、会社

立ち上げから、実際にサンエーさんの事業のスター

トまでというのは非常に忙しい時期だったなと思っ

ています。

当真常務：以前、私が沖縄経済同友会に出向し

ていた時期に、代表幹事の仲井真沖電社長、そし

て社長秘書をされていた知念さん（現沖電開発社

長）や本永さん（現沖電社長）といった方と接点が

できました。出向が解除されて、りゅうせきに戻っ

た2000年に新規事業の担当になりました。

　当時の太田社長の指示で、環境、健康、新エネ

ルギー、観光といったジャンルの新規事業を検討

するための35名ぐらいの管理職だけのチームがで

きて、そこでいろいろ模索していました。そこにエネ

サーブやマイエナジーなどの電気事業の自由化絡

みの情報が耳に入ってきました。

　りゅうせきは石油会社なので、石油の販売につ

ながる事業がないかなと考えていて、オンサイト事

業はこれから伸びるのではと思っていました。そこ

で沖電さんに相談に行ったほうがいいなということ

で、自分で企画を仕上げて先ほど申し上げた人脈

を使って宮里さんを紹介してもらいました。

　宮里さんにお会いし、自分の考えをお伝えしま

したところ、先ほど宮里さんがお話しされていたよ

うに、電力の内部でもこのオンサイトの発電事業

の対応をどうしようかと検討しているというお話が

あって、そこで意気投合というか、目標が１つだった

ので、じゃあ、りゅうせきの内部は私のほうで調整

するので、電力さんは宮里さんにお願いしますと。

そのような形でスタートしたと思っています。

　その後、りゅうせきで検討を進める中で、この事

業は将来性があることが見えてきました。一方、電

力にとっては、ちょっと足を引っ張る事業かなとも

思ったんですけど、当時のビールに対する発泡酒の

発想と同じで、既存商品への影響はあるものの、

全くやらないと第三者に奪われるだけではないか、

といった議論を社内でやりました。電力自由化によ

る環境の変化が予想できたので、事業立ち上げの

 事業環境の変化に合わせた会社の設立へ  

司会：本日は設立20周年記念誌に掲載する座談

会にお集まり頂きありがとうございます。お集まり

の皆さんは、当社事業をゼロから立ち上げた方々

で大変ご苦労されました。その貴重な経験を次世

代に伝えるためにも、当時を振り返りながら、苦労

や失敗したこと、感動したこと、また今だから言える

ことなどエピソードを添えてお話し頂けたらと思い

ます。では、まずは設立当時の事業環境について

宮里常務いかがでしょうか。

宮里常務：設立が2001年ですから、オンサイト電源

事業を検討し始めたのはその前の年ぐらいでした。

当時、沖電の状況としては、2000年から電力自由

化がスタートして、当時の沖電はまだ自由化に本格

的に取り組んでいなかったものの、いずれはそうい

う自由化の波が来るという認識で、社内で対応に

ついて議論されていました。

　オンサイト電源事業の話も自由化対策のため立

ち上がっていた２つ３つの検討プロジェクトの中の

１つでした。

　2000年に東電がマイエナジーというオンサイト的

な事業を立ち上げたというのは聞いていて、東電の

当時の課長がその事業立ち上げの様子をセミナー

で話すというので私が聞きに行きました。そこに行

く時までは、人ごとのような感じで捉えていたんで

すけど、話を聞いた後は、これは非常に急がねばと

いう認識を持ちました。

　要は、東電のマイエナジーはエネサーブという会

社の対抗として立ち上げているんですけど、そういう

動きが日本全国で既に火が燃え始めているというこ

とに気が付きました。社に戻ってから実際にこれを

立ち上げないといけないという話をすべく、営業部

や火力部、また当時から話をさせて頂いていたりゅ

うせきさん等と一緒にプロジェクトチームを立ち上

げ、まずはその素案づくりをしました。

　そこから実際に立ち上がるまでは、社内に賛否

両論ありました。「こんなのする必要ないよ」、「寝

た子を起こす必要はない」という方から「早くしない

といけない」「子はもう起きている」という方までい



伊波初代社長
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可能性があるなと思って進めてきました。

 試行錯誤の設立作業 

司会：続きまして、設立に向けた作業について、お

願いいたします。

島袋部長：今の話とかぶりますが、沖電社内では

自由化検討委員会に対して当時の仲井真社長か

ら何件か命題があり、その１つに分散型電源があっ

て、自分はそこに携わっていました。

　当時の當眞取締役火力部長の下でプロジェクト

を立ち上げるということで、火力部、営業部、研究

開発部の３名と三菱電機の４名がプロジェクトのメ

ンバーとして２カ月程度の間、別室に籠って検討作

業を実施しました。結論としては、事業は前向きに

進めるべきというものでした。

　次に事業の実施体制として新しい会社をつくる

か、会社のどこかの部門でこの事業をやるかという

議論の結果、新会社を設立するということになり、

宮里さんが大変苦労して新会社が設立できたと理

解しています。検討から設立まで大変なスピード感

をもって対応した感想を持っています。

　また、新会社の事業計画書には、事業目的とし

て分散型の自家発以外にガス事業を盛り込みま

した。もちろん分散型の位置づけでのガス事業を

持ってきたんですけども、それを事業計画書の中に

は最初から入れました。なぜかというと分散型電源

のビジネスモデルでやっていけるのは10年ぐらいだ

というのも当初から分かっていたので、10年目以降

を目指して、ガスを入れ込みました。それがあって、

今のPECのガス事業につながっているというところ

があります。

志村課長：PECのロゴマークは、もともと赤、オレ

ンジ、水色、の３色でした。これは電気の赤、ガス

の炎のオレンジ、水道の水色、をイメージしていま

す。だから、その意味では、ガス事業は当初から視

野に入っていました。

　2001年の２月、３月頃は、４人だけで、オンサイ

ト事業が事業化できるかどうか、できないのであれ

ば子会社の１部門にしようか、それとも手を引くかと

いう判断を行いました。６月に入って、会社設立が

決まり、６月、７月で会社設立の手続関係の作業を

僕１人でやることになりました。６月の初めに設立

メンバーが最初に集まったときに、沖電企業からの

応援メンバーである大城勝紀さんがエネサーブの

パンフレットを持ってこられました。沖電としては、

自家発事業者として最大手のエネサーブは、翌年

2002年４月頃に沖縄に進出してくるだろうという想

定で営業部も動いていたところ、すでに沖縄で営

業を開始していることが分かり、慌ててその前の年

につくらなきゃいけないという話になりました。要す

るに我々の読みが甘かった訳です。

　それで、会社設立に係る事務的な作業は私の

ほうでやって、残りの技術系のメンバーは会社もつ

くるかどうか最終決定もしていないのに、OESCO

（仮称：沖縄エネルギーサービス株式会社）とい

う会社名の提案書を県内大手スーパーに持って

いったんです。このときに、沖縄電力営業部長の入

嵩西さんが先方へ行って、「間違いなく会社をつく

りますから」と発言され、驚きました。

　先方からは決算月の翌年２月までの運転開始が

絶対条件と言われていましたので、そのためには半

年前には契約を締結する必要があり、それまでに会

社を設立することが必須でした。一方、ぎりぎりの

７月31日の取締役会で承認を頂きました。本当に

パワフルというか、怒濤の数カ月でした。

宮里常務：設立のとき、事業開発部としては新た

にグループ会社をつくるにあたって、どんな企業と

組むのかというテーマが最初にありました。燃料は

沖電グループにはできないし、沖電は発電機の製

造メーカーでもない。そこで、餅は餅屋でという発

想で、りゅうせきさんに燃料調達をお願いする、三

菱電機さんは発電機の製造に長けている、グルー

プ内であれば、沖電企業が発電機の設置工事、

点検、保守には長けているので組みましょうという

ことで、資本政策の大枠が決まりました。ただ、沖

電の出資比率については半数以下にすべきとの意

見もあったものの、私が新会社は下手をすると本体

を食う可能性もあるので、沖電のガバナンスを利か

せられる資本構成とすべきと強く主張しました。

　最終的には、設立の取締役会の直前に、何とか

沖電が3分の2の絶対過半数の株式を保有する形

で決着しました。グループの外からあれだけ出資を

集めて、子会社をつくるというのは、たぶん、沖電

グループとしては、初めてだったと思います。

司会：次に伊波社長は新会社への異動が決まった

ときはどのような感想をお持ちだったのでしょうか。

伊波社長：當眞当時取締役部長から、確か5月の

初め頃に唐突に言われました。当時、自分は現場

の牧港火力発電所におり、本社のことは全然分か

らないので、「いや、僕ができるわけがありません」

ということで一旦は断りました。

　それからまた暫くして、再度話があり「あんたは

内燃力等の発電所などを相当経験しているし、今

回のオンサイト事業は内燃力発電機がメインだか

ら」という形になって。當眞さんとは牧港発電所９

号機で一緒に仕事をして以来、同じ機械系での関

係もあり、ずっと親しくしていた関係もあって、引き

受けたわけです。

　その後、當眞さんから、7月の定期異動で石川発

電所の所長として行ってくれと言われました。所長

を経験して営業に活かしてほしいとともに、発電所

の次長というよりは、石川発電所の所長という肩書

の方がよいとの考えもあったようです。

　結果として、離島での内燃力関係の業務をやっ

ていたのがその後、活かされてはいくんですが、最

初はとにかくびっくりしたということであります。

司会：当真常務からもお願いします。

当真常務：当時の太田社長からPEC設立が沖電

の取締役会で決まったという話を聞きました。宮里

さんからは沖電内部の動き、役員の反応とか方向

性などの情報を頂いていました。りゅうせきとして

は、とにかく燃料関係で沖電さんと一緒にさせても

らいたいといったスタンスだったわけです。

　沖電さんと何か１つの事業が新規事業でやって

いけたらいいなという思いも役員の何名かは持って

いたものですから、りゅうせきの取締役会でプレゼ



当真常務 島袋部長
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ンしたときは、りゅうせきはどんな役割かとか、リス

クはないかとか、いろいろ意見はありました。あと、

県外からの動きもあったので、県外の企業とタッグ

を組むという可能性もありえたんですけど、その話と

いうのは全くしていません。何で沖電かという話は

出たんですけど、でも、沖電しかないですよというこ

とを、主張しました。

　りゅうせきの役割は燃料供給をとにかくちゃんと

やることが一番重要ですと。それと営業ですね。営

業面もりゅうせきが担うんだよということを当時、説

明をした覚えがあります。

　スムーズに社内で決裁がおりた後、当時の太田

社長に呼ばれて「企画したのは君だから、出向を

求められている」と。２人ぐらい求められているとい

う話があったので、「１人は君だよ」と。あと１人、ど

うするかという話があって、新垣修に参加してもらっ

たんです。彼は本当に石油事業のプロでした。

　先ほど、分散型電源のビジネスモデルは10年ぐ

らいのスパンというような話があったんですけど、自

分は新規事業を立ち上げるときに10年持てばいい

なと実は思っていたんですよ。これからのこの事業

というのは、りゅうせきみたいに70年とかそんなん

じゃなくて、しっかりつくれば、沖電との関係性が

強化されるし、新しい事業も展開するだろうなとい

う思いもあって、自分が何年関われるか分からない

けど、「じゃ頑張ってきます」と。そういうことで即答

しました。

 社名の由来について 

司会：続きまして、社名の由来ですが、私が聞いた

中では島袋部長がプログレッシブ・ロックというの

が好きで、それで決まったというような話を聞いたこ

とがありましたが、それについていかがでしょうか。

島袋部長：プログレッシブ・ロックから来たのは間

違いないです。プログレッシブ・ロックとはロックの

ジャンルの一つでピンク・フロイドが代表的なアー

ティストです。あと、PECは商標登録されていない

かを調べてもらって、そのときに石油連盟がPECだ

よという話があったという記憶があります。

志村課長：pec.jpのメールアドレスのドメイン名を

取れなかったのはそれだったんですよ。pec.co.jp

も取れませんでした。これが現在のドメイン名pec.

ne.jpにつながっています。

 本社事務所の変遷 

司会：続きまして本社事務所についてですが、最初

にクラウン商事ビルに構えております。そのことにつ

きまして、お願いいたします。

宮里常務：この件は、私はあんまり記憶にないんで

すよ、ただ、私だけはなぜか出向をさせてもらえなく

て、さっき言ったように、事業開発部であと幾つか

プロジェクトを持っており、そちらの事業立ち上げ

も控えていたので、私は出向にはならずに兼務の状

態だったんです。そのこともあって、やっぱり沖電本

店の近場で行ったり来たりできるというのが希望で

した。

志村課長：宮里新規事業開発室長は、沖電の役

員に頻繁に呼ばれるので、電力の敷地から出て、１

メートルでいいから本社のフェンスから外に出たい

と言っておられました。事業開発部と相談して、適

度の距離で、ある程度の広さということでクラウン

商事ビルに決まりました。

宮里常務：できるだけ外で、かつ近場というのは、

確かに言った覚えはあります。

伊波社長：クラウン商事ビル内では１回、引っ越し

しています。僕や電力からの若手の出向社員も来

たから手狭になって、最初の事務所の同じフロア

の斜め向かいぐらいに３倍ぐらいのスペースに引っ

越しました。

　その後、嘉数に移転しました。ここは、沖設備が

沖縄電機工業から借りて使っていた場所です。当

時の沖設備の山口社長より、「親会社の沖電工か

ら、合併した旧岡電気工事の牧港の事務所が空

いていたので沖設備はそちらに移れと言われた。

PECはグループ外の会社から事務所を借りている

が、グループのことを考えて、自分たちの後に入らな

いか」との話がありました。

　調べると広さ、家賃ともに我々の条件にマッチ

していたので、すぐに決めました。ありがたかった

のは自宅のすぐ近くだったので、嘉数時代は車に

乗ってきたことは一度もなかったです。毎日歩いて

通勤しました。だから、その点は嘉数に移転して良

かったです。

島袋部長：嘉数に移転したときに、引っ越し費用

がなくて、とにかく自分たちでやるということになり、

沖設備の2階の間仕切りを全部自分たちで撤去し

たんです。すると、間違っていたのか分からないけ

ど、神棚まで撤去してしまって。後から、これがない

とまずいよとなり、自分たちで付けました。

 多忙を極めた設立直後の業務 

司会：設立直後の業務はどうでしたか。

島袋部長：設立直後の業務では、県内大手スー

パー３店舗は、当社設立を待って先方の取締役会

で承認して頂きました。３店舗共すぐに工事に入

り、２月の後半に１日とか２日ずらして運転を開始し

ました。

　店舗は年中無休で日中営業しているので、工事

はほとんど夜中にやっていました。３店舗ほぼ同時

に進んでいたので、１店舗が終わってもう１店舗に

行くといったやり方をしていました。だから、例えば

夜からある店舗に行って、夜中の12時ぐらいに事務

所に戻ってきて、すぐに別の店舗に行って朝方まで

やって、朝マックを食べてからまた出社するとか。

要するに24時間働いていたような気がします。寝る

時間は仮眠という形で、寝袋を持って、車の中で１

～２時間寝ながらやっていました。２月はそういう

のをずっとやっていました。そんな感じで、日程通り

どうにか間に合わせました。実際はそこを仕切って

いたのは私ではなくて沖電企業から来ていた大城

さんです。もう現場は彼に勝てる人は世の中にいな

いと思っていたので、彼が動きやすいようにやって

いました。

司会：総務の方はどうでしたか。

志村課長：当時、総務はなかったので、僕は営業

課長代理だったんです。管理課長代理という名刺

と、官公庁用に使う営業課長代理という、２枚の名

刺を持っていました。

　設立時は、お客さんを見たことがないメンバーば

かりなので、お客さんの対応ができる人間が１人ぐ

らいはいた方がいいよねということで事務屋の僕が

設立時のメンバーに入ったと思います。経費削減の

ために経理ソフトも買えず、初年度の中間決算はエ

クセルで決算書を作成しました。勘定科目もろくに

分からなかったので、本当に苦労しました。また、

普通は司法書士にお願いする登記関係の事務も、
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全部僕がやっていたので役所に行ったら、窓口で

始終直されて、捨て印だらけの書類もありました。

　何もない白紙の状態で、８月23日に会社ができ

て、８月末までに県内大手スーパーと全部契約した

んです。会社ができて、１週間で契約。そこまではい

いとしても、それから半年で自家用発電機って、そん

なに簡単にできるのかと。正直、びっくりしました。

２月の23、25、27日という月末の１週間に３カ所同

時並行で運転開始。これは正直すごいなと思いま

した。

　あと、もう１点すごいのが、事業開発部のほうで

子会社をつくるじゃないですか。そのときに、大体、

３年単黒、４年累損解消という原則が決まっていま

すね。PECは３年目で単黒、累損まで解消している

んですよ。

当真常務：そうですよね。私は３年いたんですけ

ど、３年で太田社長に「戻ってこい」と言われまし

た。それから４年目に戻りましたからね。一応、見

通しがついたなということでね。

 活発な意見が交わされた設立当初の営業 

司会：次に設立当初の営業について、お願いいた

します。

当真常務：営業は伊波社長と会議の場でかなり

議論しましたね。営業の側面からの話と技術面の

いろんな課題、廃熱、排煙などをどういうふうに処

理するかとか、そういうことをほとんど毎日やってい

たんじゃないですか。私は伊波社長とも結構、議論

していたし、私は電気事業は分からないので、島袋

技術部長にもいろいろ教えてもらって、教えてもらっ

たものを営業に活かす、お客さまへの説明に活用

するといった役割でした。

　どうしても発電の細かい話になると答えきれな

かったので、そういうときは技術屋だった伊波社長

にしばしば同行頂いて、全部説明してもらったので

非常にありがたかったですね。

伊波社長：営業の話になりますけれども、沖縄は

狭いもんで今、どこの病院・ホテルは、どこの会社

が入って、どこまで商談が進んでいるらしいですよと

か、こういう情報は当時よく耳にしました。

　また、電力の役員と一緒の営業もありました。本

島北部の病院が、他の事業者とほぼ契約がまとま

りそうだよという話が、嘉手納伸さん（元沖電副社

長）から入りました。また嘉手納さんから、病院の

院長先生は仲井真社長と同窓で懇意にしていると

伺ったので、僕は仲井真さんに、「この病院、こうい

う形でやがて相手方に取られそうですから、ぜひ

一緒にお願いできませんか」という話をしたら、「誰

からこの話を聞いたの？」と。「嘉手納さんから聞

きました」「じゃ彼も一緒に行こう」と言って、すぐに

病院まで一緒に行ってもらいました。すると、院長

先生から、そこまでトップ営業をやるなら、もう皆さ

んのところに変更しますということで、ひっくり返し

てもらった件があります。

　ですから、子会社も、電力本社の役員にお願い

すれば一体となって動く。そういう雰囲気ではあり

ましたよ。各役員にお願いをすれば、情報も入って

くるし。その点はだいぶ助かりました。

　こういった案件もひっくり返ったので、沖縄では

もう他社は営業はできないんじゃないかという話が

その翌年ぐらいから、ちょこちょこ聞こえてくるよう

になりました。電力本社もPECも一体となって営業

しているよ、というような雰囲気が確立されていき

ましたね。

司会：同じく設立当時の営業の件ではいかがですか。

宮里常務：今まで技術方の話とかいろいろ当真

さんからもあったんですけど、油のことは沖電では

分からないし、手薄で知見もないから、そういう意

味では最初に話したように、アライアンスのパーツ

パーツとしてはやっぱりどうしても必要だった機能

だったと思っているんですね。ここはもう非常に助

かりました。

 出向社員に支えられる 

司会：それでは、次に沖電から若手社員が多く出

向していましたが、そのあたりについてお話をお願

いします。

伊波社長：電力のほうから３年インターバルで３

～４名ぐらい交代して若手が来ました。當眞社長

も若手をPECに派遣すると相当成長すると、PEC

はエンジニアの育成とトレーニングセンターだと。

電力本社で、発電所の方でも経験できないことを

PECでは１から10まで全部経験できますから。さっ

き当真さんが話したように、技術系の方も営業の

加勢をしに同行するし、最後の仕上がりの営業運

転開始まで全部経験しますからね。

　だから、PECに行く人は相当得するよと。僕自身

も若者に「あんた方は来て良かったんだよ」と。「た

くさん希望者がいる中から、あんた方は当たったん

だよ」と言っていました。PECに来ている若者は一

生懸命やれば、グローバルな人間に、そしてエンジニ

アとしても成長するんじゃないかなと思っています。

司会：沖電以外からの出向者について、宮里常務

お願いします。

宮里常務：りゅうせきから当真さんを含めると２

名、三菱電機からも出石さんをはじめ２名。それと

沖電企業から大城さんが出向していました。

　例えば、県内大手スーパーに設備を入れるに当

たって非常に値切られて厳しい状況でも、三菱電

機の出石さんは「製造メーカーは、製造して売って

なんぼだから気にしないでいいですよ」とか、大城さ

んの場合は、工事の管理や、その辺の業務を沖電

企業に委託しようとしたら「これは自分ができるか

ら、沖電企業に委託しないでいいですよ」、「高くつ

くから自分でやる」そういうことを平気で言うような

人たちで。だから、戻ってから大丈夫かなと、帰って

困るんじゃないかなと思ったりもしましたけど、非常

に当社のために身を粉にしてよく頑張って頂きまし

たね。

　出向してきている方々は本当に、繰り返しになる

けど、本当に一生懸命やってもらいました。

 業務外懇親について 

司会：次に、当時の業務外の懇親はどのようなも

のでしたか。

志村課長：出石さんが５月か６月に誕生日だった

んじゃないかな。プロジェクトか何かやっている時

に誕生日だということで、内地から来ているわけだ

し。ケーキを買ってきて誕生日会をやったのが、た

またま翌月もやり、恒例の月例誕生会となっていき

ました。

　あと、ヤンマーさんとの野球大会や、社内では卓

球大会とか懸垂大会をやっていました。年をとった

ことを分からないで、「10回ぐらいできるよ」と偉そ

うに言った奴が２回しかできないというのがありま

したね。

　あと、懇親ではありませんが、５時以降に２～３

人集まると、すぐ会議室に行くんです。会議室のホ

ワイトボードを使って１人が先生になって技術的な

志村課長 宮里常務
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勉強とか、現場のものとかを毎日、勉強していまし

た。あんなに勉強をするところはないんじゃないか

なというぐらい、本当に毎日やっていました。

司会：当真常務は、PECの設立に関与し、その

後、役に立ったことがおありだとか。

当真常務：随分役立ったことが多いですね。常務

という肩書は初めてで、取締役会の準備、司会、資

料、案内、招集などをやっていました。それは後 、々

非常に役立ちました。

　他には、役割分担ですね。技術部が本当に素晴

らしかったですね。助けてもらったし。社長は、はっ

きりものを言うところが非常に良かったです。議論

も多かったし、結構、社員から愚痴もあったんです

よ。あったんだけど、酒を飲んだときにバーっとみ

んな吐き出して、翌日はちゃんと社長に従うという

ところがあったので、メリハリがあっていいなと。組

織運営の経験が後々、非常に役立っていますね。

 後輩に伝えたいこと 

司会：では、最後に当社の後輩に伝えたいこととい

うことで、皆さんに話して頂きたいと思います。

志村課長：当時のメンバーは、自分の専門じゃな

いことでも専門の人に対して突っ込みがすごかった

んですよ。自分でテキストを買って勉強するのも良

いことですが、自分としては社内でホワイトボードを

使って徹底的に議論したことが、大変勉強になりま

した。後輩にというと何か偉そうですが、参考にし

て頂きたいと思います。

島袋部長：そもそも立ち上げと運用をしていくのは

全然違うのだけども、PECのガス事業や自家発と

か、風車などいろいろある中で、全部に共通して言

えるのは、新しいことにチャレンジするのを忘れな

いでほしいということです。

　会社を立ち上げるとか、新しい事業をやるとか、

そういうことではなくても新しい何かに挑戦すると

いう、そこはレベルは問わないと思うので、ぜひそれ

を忘れないようにやって頂きたいと思います。

当真常務：同じようなことかと思うんですけれども。

私は、発電機の維持管理や運用のことは全く分か

らなかったのですが、自分なりに理解しようと努力

しました。りゅうせきに戻ってからも全く畑が違う介

護事業に約10年間関わったのですが、専門性の垣

根みたいなのはつくらないほうがいいですね。とに

かくチャレンジしてほしいですね。日々、新しいこと

の勉強をする。畑が違うとか専門が違うというのは

一切要らないですね。

　私は、常に新しいことに関わってきましたが、サ

ラリーマンでずっと定年を迎えるんだったら、専門

性という垣根をつくっちゃいけないなと思います。

日々、勉強して同じように話が聞ける、理解できる

ような努力が必要ですね。それが大事かなと思って

います。

宮里常務：私は２点ありまして、１つ目は、今の

PECがすごいなと思うこと。事業環境が変わって、

メインのオンサイト電源事業を捨てて、次のことを

考えないといけないという局面になったときに、ガ

ス供給事業に乗り換えて、そこの事業運営をうまく

やってきているというのは、我々がオンサイト電源

事業を立ち上げるときと同じくらいの苦労をなさっ

て今に至っていると思うんですよ。そういう意味で

は、事業環境の変化に、きっちり対応してやってい

けている皆さんはすごいなと思っています。

　もう１つが、PECが20周年という節目の年を迎え

ることができるのは、お客さまや関係先の方のご理

解・ご支援あってのものであり、感謝の気持ちを忘

れないで頂きたいと思います。

　また、積み上げてきた技術に誇りを持って、将来

に向かってほしいです。自分が現在社長を勤めてい

るFRT（ファーストライディングテクノロジー社）も

今年7月に20周年を迎えます。同じことを社内でも

言っており、今年度のFRTのスローガンに「設立20

年 感謝と積み重ねた技術力　ともに未来へ」を掲

げています。

伊波社長：島袋さんからも話があったとおり、設立

前、自分が来る前からガス事業を事業計画に入れ

ていたことは素晴らしいと思います。

　毎年、関係会社の社長が沖電の社長に経営の

方針について意見交換を行う関係会社ヒアリング

の場でも、設立初年後からガス事業を毎年入れて

説明しました。その後、吉の浦天然ガス火力発電

所が運転を開始し、それを受けてガス事業がスター

トする一方、分散型は下火になる形となり、事業の

メインが逆転しました。これは先見の明ですね。

　当真さんや志村さんが話をしているとおり、活発

な議論を通じて、自分はガスだけしか分からない、

自分は離島の可倒式風車しか分からない、内燃力

しか分からないというのではなくて、当社に来たか

らには、何もかもある程度は触る。そして、将来、ど

の分野に行こうが、その経験を活かしていけるよう

に頑張ってもらいたいなと思っております。

　最後に、立ち上げのときの主要メンバーを呼んで

頂いたと冒頭司会からありまして、既に何度も名前

が出ていますが、三菱電機から来て頂いた出石正

彦さんと、沖電企業の大城勝紀さんは八面六臂の

活躍をして頂きました。出石さんには設立前のプロ

ジェクトチームに加わって頂くとともに、設立後は

技術面、特に設計面でリードして頂きました。また

現場の技術面は、先程、島袋さんからもお話しが

あったとおり、大城さんの活躍なしには考えられま

せん。

司会　最後に、伊波社長から初代社長としての回

顧をお願いします。

伊波社長　私は、先程申し上げたとおり、まったく

想定外で54歳の時に社長になって、ディーゼルエン

ジン、可倒式風車、それから水の問題もやったし、

とにかくあらゆるものにチャレンジした大変有意義

な10年間でした。その間酒もずいぶん飲みました

が、10年間であらゆるものを経験したのは大変良

かったです。

司会　当社設立前から事業立ち上げ時の疾風怒

濤の日々のお話を聞くことができ、大変貴重な記録

となりました。皆さまのご苦労に報いるためにも、

我々後輩は社の発展に全力を尽くすことをお誓い

申し上げて、座談会を終了したいと思います。本日

は長時間ありがとうございました。



総務部総務課

前黒島 奈緒
2015年12月入社

技術営業部ガス営業課

平良 隆一郎
2019年1月入社

技術営業部ガス業務課

宮平 全都
2016年7月入社

技術営業部電機課

知名 俊英
2017年2月入社

司会：湊 好男社長

当社の現在と未来を語る

20年の節目を迎え、新たなステージへ歩み出した

プログレッシブエナジー。

現在の会社を支え、最前線で活躍しているメンバーが

プログレッシブエナジーの現在、未来について意見を交わした。

PECのあるべき将来像
新たな挑戦へ
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 自己紹介と入社動機について 

司会：各課から最前線で活躍されている方に１名

ずつお集まり頂きました。皆さんは、別の職場を経

験した後、当社に入社して頂いています。本日は、

現在の業務を通して感じたこと、当社の将来などに

ついて話し合って頂きたいと思います。では、最初

に自己紹介を兼ねて、以前の職業と入社動機から

伺いたいと思います。

前黒島：前職は、不動産業で主に事務や管理業

務を中心とした仕事に携わっていました。その後、

沖電総務部広報グループに勤務していた時に、当

社がガス事業をスタートさせ、社員を募集している

ことを知り、前職で培った総務業務や給与計算な

どのスキルを活かし新しい事業立ち上げの一員に

なりたい！と考え求人に応募し入社しました。

　現在は、前職と同じように事務や管理業務、経

理業務を担当しています。

宮平：前職では、プロパンガス供給関連業務に携

わっており、主に保安業務、ガス器具の修理・販

売業務、集金関連業務などを担当していました。

現在は、主に新規設備の建設関連業務、既存設

備の点検業務などを担当しています。

　前職在職中に「沖電が中城に天然ガスの発電

所を建設している、その天然ガスが沖縄における新

たなエネルギーとして、いずれ県内で供給されるだ

ろう」という話を上司から伺い、天然ガスの将来性

を感じ、自分もその事業に携わってみたいと思った

のがきっかけです。その後、天然ガス供給事業に必

要な資格である乙種ガス主任技術者を取得した上

で、当社の求人に応募し、入社しました。

平良：前職では情報系の会社で官公庁へ情報機

器や業務システムの営業をしていました。現在は

営業職として天然ガスの提案営業に従事してい

ます。

　前職は同業他社が多く、技術より価格を重視す

る傾向が強いと感じていたため、より専門的な業

界でスキルアップを図れる職場で働きたいと考え、

大学で電気電子工学を専攻していたこともあり、当

社の求人に応募しました。

知名：私は前職では、沖縄県下水処理施設の維

持管理業務を行っており、主に機械整備・電気保

安業務を担当していました。現在は、当社の電機

課に所属し、自家発電設備の点検業務・修繕業

務・建設業務等を担当しています。

　当時、全国的にも導入が少ない汚泥処理の過程

で発生する消火ガス（メタンガス）を燃料とした消

化ガス発電機（1984年設置：ガスコージェネレー

ション）の運用維持管理に携わっていました。ガス

発電機について更なる技術向上を目指し、先進的

かつ将来性のあるエネルギーに興味を持ち当社へ

入社しました。

 入社してみて驚いたことは？ 

司会：次に入社前のイメージと実際に入社後、業

務に携わってからギャップがあったと思いますが、

いかがですか。

前黒島：入社前に聞いてはいましたが、当初は女

性社員が私１人だったことに最初は戸惑いと不安

を感じました。前職では女性がいないという環境で

はなかったので慣れるまでに大変な思いをしました

が、社員の皆さんが私のことを快く受け入れてくれ

たので、すぐに馴染むことができました。

宮平：入社前は、前職のプロパンガス供給で培っ

た経験を活かしたいと考えていましたが、実際に当

社の業務に携わると、天然ガスの設備仕様やガス

の品質、取り扱いなどが全く別物で、大きなギャッ

プを感じました。ゼロから学ぶ意識で仕事に取り組

もうと考えを改めました。

平良：入社前は、エネルギー事業者ということで役

所のような堅いイメージがあったのですが、いざ入

社してみると、入社当時はガス供給設備の建設が

重なっていたこともあり、工期を守るために柔軟に

対応していたことが印象的でした。



仮
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知名：前職では、機械・電気設備のメンテナンス

業務を行う現場作業がメインでした。当社へ入社し

てからは、工程管理・品質管理・安全管理等がメ

インになりました。作業員としてではなく、監督業務

という立場で作業員の方を動かす立場になり戸惑

いを感じました。現在は、他の業者さんと連携を図

り無事故・無災害でやり切ることに達成感を感じ

ています。

 仕事のやりがいや、困ったことについて 

司会：次に日々の業務の中でのやりがいや、逆に

困ったことなどを教えてください。

前黒島：総務部では四半期に１回、連結決算業務

があり、沖電の経理部へ決算の報告をする必要が

あります。タイトな期限に追われながらも無事決算

業務を終えたときに達成感を感じます。

　一方、総務部の仕事は多岐にわたります。経理

業務や管理業務のほか、庶務関係の細かい業務

も多く、時には一度にたくさんの業務に追われるこ

とがあります。業務に追われ乱雑になってしまい、

手直しや修正等で必要以上に時間がかかってしま

うことがありました。

宮平：以前、担当した新規設備の建設案件で、当

初の工程では6.5カ月間の現地作業を予定していた

のですが、建設中にお客さまより「供給設備建設の

工期を短縮してほしい」との要望がありました。

　施工業者からは建設当初より工程は厳しいとい

われており、短縮を行うことは困難でしたが、施工

業者にご協力頂き、工期短縮が実現しました。予

定より早くガスの供給を開始した時にお客さまから

「ありがとう」と声を頂いた時はとても嬉しく、喜ん

でもらえることにやりがいを感じました。

　続いて困ったことですが、建設・点検業務におい

て、関連する規程・要領類の作成業務を行うこと

があります。一つの業務を規程・要領類にまとめる

際、その業務を深掘りし、詳細まで理解・把握し、

分かりやすく作成する必要があります。その際に自

分の知識不足や他者が資料を見た際に分かりやす

くまとめることの難しさを感じることがあります。

平良：当社が沖縄で天然ガスの販売を開始して５

年以上経過していますが、今でも前例のないような

課題に直面することがあります。その課題に都度、

頭を悩ませることもありますが、周りのサポートも

あって何とか解決に至ることができた時には、やり

がいを感じますね。

知名：私は、過去に某大型商業施設の高圧受電

設備の故障により全館が停電する事態に遭いまし

た。停電後、バックアップ電源を供給しましたが、

お客さまの新店舗増築に伴う負荷の増加により、

再停電する恐れがありました。その最悪の事態を

避けるため、お客さまと連携し、負荷制限を要請し

難を逃れることができました。その対応についてお

客さまより感謝の言葉を頂き、日頃の点検・整備の

維持管理が結果として評価されたものと感じてい

ます。

　逆に困ったことは、当時、天然ガスを燃料とした

ガス発電機の運用は県内でも初めてであり、初期

平良 隆一郎

前黒島 奈緒

トラブルが多発し、夜間作業で対応することも多々

ありました。その後は、県内の気候に合わせた発電

機の設定調整を行うなどの経験を積みトラブル発

生を抑えることができています。

 成功談、失敗談など 

司会：次に、入社後、想い出に残るような成功体

験や、逆に失敗談などを教えてください。

前黒島：女性社員がいない期間が長かった当社に

入社し、「来てくれてありがとう」、「雰囲気が明る

くなった」とお褒めの言葉を頂いた時は素直に嬉し

かったことを覚えています。

　失敗談は、日々の業務に追われ、依頼のメール

を見落としたり、報告期限や提出期限を過ぎること

がありました。今は、依頼があった際はスケジュー

ルを管理し、期限内に提出するよう意識するように

なりました。

宮平：州崎天然ガス供給センターからガスを利用

して頂いているお客さまより、「以前は燃料切れを

起こさないよう、自社にて残量チェックをしていた。

天然ガス供給に変わってからは、PECが燃料がな

くならないよう対応してくれるので助かっている」と

の声を頂いたことがあります。お客さまのオペレー

ションにも良い結果につながったことで天然ガス導

入が成功したと感じました。

　失敗談ですが、初めて担当した建設工事で、ガ

ス供給設備への給水引込工事が遅れたことがあり

ました。原因は、許可申請の遅れでしたが、給水

引込みが遅れたことで、試運転などの他作業にも

影響が出ました。多くの作業が錯綜する建設工事

では、一つの作業遅れが全体の工程に影響するこ

とを肌で感じました。

　それ以降は、事前の許可申請を含めた工程管理

に遅れが出ないよう作業準備を意識しています。

平良：私の成功談は、2021年度のお客さまとの天

然ガスの年次契約の更改手続きを終えることがで

きたことです。2020年度に引き続き、新型コロナウ

イルスによるガス使用量に与える影響が不透明な

中、お客さまの要望をお聞きしながら落としどころ

を探り、何とかまとめることができました。

　失敗したことは、お客さまとの打ち合わせで、私

が事前の確認ができておらず、やむなく訪問をキャ

ンセルしたことがありました。お客さまには誠心誠

意謝って、結果的に事なきを得ました。ただ、迷惑

をかけたことに変わりはないため、それ以来、余裕

を持って準備するようにしています。

知名：私の失敗談としては、2019年のトンガ王国

への可倒式風力発電設備設置工事に関するもの

です。現地で感じたことは、「言葉の壁」と「文化

の違い」でした。現地の職人は基本的に指示がな

ければ休憩を取り、自主的に作業することはありま

せん。具体的な作業内容を伝えなければ、現場作

業が止まってしまう状況でした。

　続いて成功談としては、私はその状況を克服す

るため、事前に風車の詳細図に色をつけて、「イエ

ローはこのボルトを使う」、「グリーンは○○トルク

で締めるように」など、見てわかるように工夫し、現

知名 俊英

宮平 全都



仮

地の職人さんを動かすことができました。

　また、終業後には作業員と「バレーボール」、「釣

り」など積極的に友好な関係を図ることで、作業員

との連携が良くなり、現地作業の効率が改善され、

プロジェクトの成功につながりました。

 当社の将来像、それに向けての個人の目標 

司会：ここにおられる皆さんの双肩に当社の将来

がかかっています。当社のあるべき将来像、また、そ

れに向けての個人の目標を教えてください。

前黒島：社員が働きやすい環境をつくるのも総務

の仕事の一つだと思うので、コミュニケーションを

図り、より良い環境をつくることを心がけていきたい

です。また、他部署が進めているプロジェクトや天

然ガスの知識も必要だと思うので、情報収集や勉

強もしたいと考えています。加えて、経理のプロにな

れるよう建設業経理士にも挑戦したいです。

宮平：成長していく当社で建設・保安のスペシャリ

ストとして安定供給に貢献し、後輩も育成・指導で

きるような人材に成長したいです。そのためには、

自分自身の知識向上が必要だと感じています。ま

た、今後、新規工事件数や保安業務の増加が予想

されるため、後輩の育成プランの向上やガス供給

事業にご協力頂いている関連会社との関係強化が

重要だと考えています。

平良：まだ、全国と比べて普及率が低い天然ガス

を沖縄で普及させることが当面の当社の使命だと

考えています。長期的な視点では、昨今の潮流で

ある2050年のカーボンニュートラルの実現に向け、

天然ガス事業で培ってきたノウハウを活かし、同様

なガスエネルギーである水素の関連事業もできな

いかと考えています。

　また、エネルギー業界も自由化が進み、天然ガス

をお勧めするだけではお客さまから選んで頂くこと

は難しいため、天然ガスという枠にとらわれず、日頃

のお客さまのエネルギーに関するお困りごとに関し

て、個々のお客さまの状況に応じた電気の使用パ

ターンや省エネルギー手法の改善策を提案できる

総合的なエネルギーマンになることが目標です。

知名：私が考える「PECのあるべき姿」は、現場で

働く「社員を育て」、「技術継承ができる環境」を

構築することです。当社は、社員の平均年齢が30

代前半と若く、現場作業の経験が浅いことから教

育に力を入れています。私もまだ経験は浅いです

が、これまで培ってきた技術・経験を若い世代と共

有し、社員を育てることが当社の今後の発展につ

ながると考えています。それに向け、技術を教育・

継承するスキルを身につけたいです。外部機関を利

用した教育も良いと思いますが、最終的には当社

の社員が指導者として実態に沿った教育を行うこ

とが技術継承につながると考えています。

　個人の目標としては、入社当初、ガス発電機のト
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ラブルによりお客さまにご迷惑をおかけした教訓を

活かし、発電機のプロフェッショナルとして、お客さ

まから信頼される人材・技術者になることを目指し

ています。

 会社に対する要望など 

司会：では、次に会社に対する注文、要望事項に

ついてお願いします。

前黒島：今後は女性社員も増やして、女性が働き

やすい環境を整備してほしいです。現在では、女性

の活躍する場も増えてきています。業種にこだわら

ず女性も男性と肩を並べ働ける環境であってほし

いと思います。

宮平：現場を伴う仕事においても、今後お客さま

の数が増え現場の数が増えた時には、作業計画の

作成や安全管理、運転データの分析など、女性が

活躍できる場が増えていく可能性はありますよね。

前黒島：毎年のように新卒も入社しています。新し

いフレッシュな風が吹くのは、今いる社員にもすごく

いい影響を与えると思うので、学生に選ばれる会社

でもあってほしいと思います。

宮平：今は大口のお客さまを中心にガス供給を

行っていますが、一般家庭向けのガス供給計画や

電気とガスのセット販売ができるような電気小売

事業などの新たな事業の策定を希望します。

平良：私は、ペーパーレス化や既存文書の電子化

をお願いしたいです。また、テレワークの環境は整

備されているのですが、外に持ち出して仕事ができ

る端末の準備等、場所を問わず働きやすい環境の

整備を用意して頂けると、ありがたいです。

知名：私は、「社員育成」について、引き続き力を

入れて頂きたいと思っています。可倒式風車や自家

発電業務で、ベテラン社員の指導のもとOJTを中

心に技術習得に励んでいます。現在、電機課は若

手社員が多数在籍しているので、OJT以外の教育

や訓練にも力を入れる必要があります。社員育成の

ため教材や教育プログラムの構築・外部講習など

を更に充実させて頂きたいです。

 個人の将来像について 

司会：最後にプライベート面からの将来像をお願

いします。

前黒島：プライベートでは子育ても一段落してお

り、時間にゆとりができました。今後は、趣味を見

つけたり、旅行に行ったり、自分磨きにも時間をか

けたいなと思います。

宮平：私は、将来住宅を購入したいと考えていま

す。家族の生活環境をより良くし、子どもの成長を

見守れるような場所をつくりたいです。それを実現

するためにも自分を成長させ、会社の発展に貢献

できるよう努力します。

平良：私は、入社以来、仕事と資格取得に力を入

れていましたが、少し余裕ができたので新しいこと

にチャレンジしようと思い、興味があったテニスを

習っています。これから先も新しいことに興味を持っ

て楽しむことができる人になりたいです。

　

知名：私は、カメラで動画を制作し編集することが

趣味です。最近は、ドローンを使って空撮を行い、

山へ登り自然の映像を撮影しています。今後は、

カメラを通して自然のエネルギーを映像という形

で残して自然の素晴らしさを映像で表現したいと

思っています。

司会：本日は、会社に対する要望も含め忌憚のな

い意見を頂き、貴重な場となったと思います。次の

周年史発刊の時には、要望が一つでも多く実現す

るようともに頑張っていきましょう。本日はありがと

うございました。



社員メッセージ

20年の歴史を積み上げてこられ
た先人の方々に感謝いたします。 
これからも初心を忘れることなく職
務に使命と誇りを持ち、職場の仲
間とともに次の歴史を築いていき
ます。
 

常務取締役 総務部長

儀保 稔
［2016年7月沖電より出向］

目標に向かって努力を積み重ねてこ
られた先輩方への感謝を忘れず、
今後の発展に微力ながら貢献した
いと思います。 

常務取締役 技術営業部長

神元 智
［2021年7月沖電より出向］

設立20周年の節目に立ち会えたこ
とを嬉しく思います。
今後、大きく成長する会社に負けな
いように成長できるよう頑張ります。

儀間 泰
［2019年7月沖電より出向］

入社以来、社内外、多くの皆さま
に支えられたくさんの経験をさせて
頂きました。今後も人とのつながり
を大切に♪PEC の未来に貢献して
いきたいと思います。

前黒島 奈緒
［2015年12月入社］

［2021年3月より派遣］

昨年導入された RPA システムなど
日々 学ぶことが多い部署で感謝して
います。これからもより一層精進し
てまいります。

屋我 綾乃

［2016年2月入社］

現在、コロナと対峙し、日常生活に
必要な仕事を担っていると改めて認
識し、これからも社会に貢献してい
きたいです。

川上 壮一

［2002年10月入社］

入社当時、社員は13名でした。分
散型電源事業、可倒式風力事業、
ガス供給事業と新規に取り組む事
業とともに会社も発展しています。
これまで関わってきた全ての方に感
謝いたします。

比屋定 優

▶▶ 技術営業部　ガス業務課
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▶▶ 総務部

自身を成長させ、発展し続ける会
社に貢献できる人材になれるよう、
初心を忘れず、感謝の心を忘れず、
精進してまいります。

宮平 全都
［2016年7月入社］

大きな節目の年に PEC の一員であ
ることを嬉しく思います。これからも
会社の発展に向け、微力ながら頑
張りたいと思います。

	

安里 隆
［2020年7月沖電より出向］

エネルギー産業を取巻く環境は急
激に変化しており、沖電グループの
中でも当社の役割がより重要性を増
しています。次の設立30年、40年
と更に飛躍できるよう皆で力を合わ
せていきましょう。

	

仲里 政晋
［2021年7月沖電より出向］

安心・安全なガスをお届けし、お
客さまの期待を越えて選ばれ続け
る会社となるよう、保安基盤の更
なる強化に微力ながら貢献していき
ます。

	

光枝 和哉
［2019年4月大阪ガスより出向］

入社とともにエネルギー業界に飛び
込んで 3 年、惑いつつもＰＥＣととも
に成長してまいりました。激動の時
代、次に何ができるのか？これから
のＰＥＣにご期待ください！

西浜 宏治
［2018年5月入社］

ガス供給設備建設に関わる仕事を
しています。まだまだ学ぶことが多
く大変ですが、やりがいを感じます。
安定供給に向けて日々 業務に取り組
んでいきます。

	

小橋川 兼児
［2017年5月入社］

業務の幅広さに圧倒されつつもい
つの間にか入社して 3 年が過ぎまし
た。PECが30年、40年という節目を
迎えられるように安全作業で頑張り
ます。ご安全に！

安田 樹
［2018年3月入社］

中途採用で入社し、アワセ天然ガス
供給センターのガス主任技術者とし
てガスの保安及び安定供給に努め
ております。記念すべき節目に社員
の一人であることに喜びを感じてい
ます。

豊川 誠
［2020年2月入社］

PEC へ赴任となり早 1 年。先輩方
の丁寧なご指導を受けながら充実
した日々を過ごしております。先進
的エネルギーサービスで地域社会
へ貢献できるよう、日々精進してま
いります。

喜納 克文
［2020年7月沖電より出向］

総務部 　月１回の業務車両点検の様子 技術営業部　ガス業務課　毎朝のミーティングの様子



［2020年3月沖電より出向］

私自身まだまだ力不足ですので、
少しでも会社の発展に貢献できる
よう、精一杯頑張っていきます。 

渡慶次 英輝

沖縄に天然ガスを普及させる、やり
がいある業務を担当してます。今後
も PEC の仲間と、お客さまの問題
解決をお手伝いし、お客さまと成長
の感動を共有していきたいです。

佐々木 伯
［2019年4月大阪ガスより出向］

▶▶ 技術営業部　ガス営業課
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▶▶ 技術営業部　電機課

2019年には当社初の海外事業に
携わり、これまで、多くの先輩方
や関係者が積み上げてきた事業に
参加することができ誇りに思います。
これからも、当社が発展できるよう
日々の業務に全力を尽くし頑張って
まいります。

知名 俊英
［2017年2月入社］

環境の変化の激しい時代に生き残
るべく、求められるスキルを身につ
けることを強く自覚するとともに、諸
先輩方が築いてこられた歴史と伝
統をこれからも継承し、次世代に誇
れる会社を創造したいです。

大濵 康啓
［2015年2月入社］

今年入社したばかりで経験は浅い
ですが、技術営業部電機課で仕事
ができることに感謝しています。
これから、当社の発展に貢献できる
よう頑張っていきます。

田仲 颯介
［2021年4月入社］

設立20周年という節目の年に入社
できたことを嬉しく思います。一日で
も早く業務に慣れ、会社の戦力と
なれるよう、日々 精進してまいります。

	

前代 竜樹
［2021年4月入社］

設立当初からいろいろとお手伝いを
させて頂き、2005年から出向・転
籍とあっという間の20年間でした。
今後も社名に負けないように、積極
的に会社とともに成長していきたい。

津波古 利章
［2014年1月入社］

入社2年目の私は覚えることがまだ
まだありますが、一人前になれるよ
う日々 の業務に取り組みます。

照屋 智也
［2020年4月入社］

沖縄のエネルギー業界に飛び込ん
でまだ日は浅いですが、PEC30周
年、40周年を目指して日々 精進いた
します！

上石 将暉
［2021年4月入社］

設立20周年の節目に立ち会えたこ
とをうれしく思います。
今後、大きく成長する会社に負けな
いように成長できるよう頑張ります。

西野 立志
［2017年1月入社］

環境に優しいエネルギー事業を展
開する我社は、今後脱炭素社会の
中、需要は高まり社会に貢献できる
伸び行く企業になると思います。楽
しみと夢を追い掛け、日々 の業務を
安全に遂行してまいります。

楚南 健
［2018年8月入社］

トンガ王国への可倒式風力５基建設
工事など、様 な々業務に携わること
で自身が成長できたことに感謝して
います。これからも再生可能エネル
ギーの可能性を探求し、社会貢献
につなげていきます。目指せ100年
企業！

棚原 亮
［2017年2月入社］

多くの貴重な経験をさせて頂いてい
る会社には感謝しています。今後も
向上心を忘れず会社の発展に貢献
できるよう精進します！

平良 隆一郎
［2019年1月入社］

現場作業員として現在まで無事故で
きました。これもひとえに、皆さま
のご協力のおかげだと思います。こ
れからも、PEC の発展に微力なが
ら頑張りたいと思います。

大城 竜治
［2018年8月入社］

この会社に縁があり2回目の出向と
なりましたが、今後も社名の由来に
基づいた革新的な事業展開を心掛
け、会社の発展に微力ながら尽力
してまいります。

湧田 森人
［2019年7月沖電より出向］

設立20周年ということで人に例える
と成人式、これからさらに進化発展
していくことと思いますので、会社
とともに僕自身も日々 成長できるよう
頑張ります。

宮平 樹
［2019年4月入社］

入社して 3 年目を迎えて多くのこと
を学んでおります。今後とも社会人
として、ガスマンとして日々 前進して
まいりますので、ご指導ご鞭撻の程
よろしくお願いいたします。

神里 叶夢
［2019年4月入社］

技術営業部　ガス営業課　ミーティングの様子

技術営業部　電機課　ミーティングの様子
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会社概要

組織図

役員体制・業務分担

（2021年6月末現在）
所 在 地 〒901−2402 沖縄県中頭郡中城村字泊468番地1
電 話
F A X
U R L

（098）943−6560　
（098）943−6511
http://pec.ne.jp

設 立 年 月 日 2001年８月23日
資 本 金 １００百万円
株 主 沖縄電力（株） 66.0％

大阪ガス（株） 25.0％
沖電企業（株） 5.0％

（株）沖電工 2.0％
沖縄プラント工業（株） 2.0％

決 算 期 ３月
会 社 の 目 的
（定款上の目的）

１．ガス供給に関する事業
２．エネルギーサービス
　（エネルギーの供給及びエネルギー設備の保有、保守等）に関する事業
３．風力発電に関する事業
４．太陽光発電に関する事業
５．浄水に関する事業
６．エネルギー全般（設備の販売、賃貸、コンサルティング等）に関する事業
７．電力供給に関する事業
８．前各号に付帯または関連する一切の事業

免 許 等 特定建設業許可：沖縄県知事
ガス小売事業届出：沖縄総合事務局長

従 業 員 数 32名（限定社員、派遣社員含む）

2021 年 6 月現在

役員体制・業務分担 　　　　　　　　　　　　　　　  （2021年6月末現在） 

役職名 氏名 業務分担
代表取締役社長 湊　　　好　男
常 務 取 締 役 神　元　　　智 技術営業部長
常 務 取 締 役 儀　保　　　稔 総務部長
取締役（非常勤） 成　底　勇　人 沖縄電力取締役専務執行役員
取締役（非常勤） 林　　　弘　之 Daigas エナジー（株）チームマネジャー
監査役（非常勤） 小橋川　健　二 沖縄電力常任監査役

常務取締役技術営業部長常務取締役総務部長

ガス業務課 ガス営業課 電機課総務課 管理課

代表取締役社長

・総務

・監査対応

・文書管理

・経理

・人事給与

・業務設備関連

・庶務

・経営管理

・官庁報告関連

・契約管理

・広報

・ＩＴシステム
   関連

・ローリー出荷

・ガス供給設備
建設

・ESP事業

・ガス供給工作
物の保安

・ガス営業 ・自家発電設備
関連

・可倒式風力発
電設備関連

・太陽光発電設
備関連

  （2021年6月末現在） 
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（2021年6月末現在）

種　別 人　数

甲種ガス主任技術者 4

乙種ガス主任技術者 5

高圧ガス製造保安責任者 8

1 級管工事施工管理技士 3

1 級電気工事施工管理技士 2

第二種電気主任技術者 2

第三種電気主任技術者 2

第一種電気工事士 6

第二種電気工事士 9

エネルギー管理士 5
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会長　當山 宗仁

初代社長　伊波 良弘 2 代目　大城 英順

3 代目　高木 直久 4 代目　湊 好男

後列左から 取締役 林 弘之、取締役 成底 勇人、監査役 小橋川 健二
前列左から 常務取締役 神元 智、代表取締役社長 湊 好男、常務取締役 儀保 稔

歴代会長・社長

現役員 歴代社長就任時の役員集合写真

後列左より 神谷 清、常岡 俊一、屋良 朝喜、與那城 哲
前列左より 上里 好央、当真 満、伊波 良弘、宮里 学、
銘苅 龍太郎 

後列左より 古堅 宗裕、島袋 清人、玉城 直
前列左より 大城 英順、比嘉 健、高木 直久、山城 公

後列左より 山城 克己、島袋 清人、上原 助次、与儀 朝栄
前列左より 伊波 良弘、比嘉 健、大城 英順、真栄城 健

後列左より 宮城 秀樹、成底 勇人、小橋川 健二
前列左より 内野 求、儀保 稔、高木 直久、湊 好男、
宮本 朝一郎 
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歴代役員一覧

當山　宗仁

伊波　良弘

大城　英順

高木　直久

湊　　好男

宮里　　学

当真　　満

與那城　哲

宮崎　　博

上里　好央

屋良　朝喜

銘苅龍太郎

常岡　俊一

島袋　清人

大田　惠五

松丸　　憲

南風原　孝

永山　邦夫

松長　健雄

新垣　　修

並里　正康

上原　由嗣

知念　克明

大野　和也

上原　助次

真栄城　健

比嘉　　健

山城　克己

伊野波盛守

山城　　公

古堅　宗裕

仲本　興市

喜納　一安

儀保　　稔

成底　勇人

宮城　秀樹

宮本朝一郎

内野　　求

藤原　義幸

長崎　昌浩

崎濱　正夫

林　　弘之

神元　　智

神谷　　清

大田　　肇

与儀　朝栄

石川　清勇

玉城　　直

宮里　　学

小橋川健二

2001
【平成13年】

2002
【平成14年】

2003
【平成15年】

2004
【平成16年】

2005
【平成17年】

2006
【平成18年】

2007
【平成19年】

2008
【平成20年】

2009
【平成21年】

2010
【平成22年】

2011
【平成23年】

2012
【平成24年】

2013
【平成25年】

2014
【平成26年】

2015
【平成27年】

2016
【平成28年】

2017
【平成29年】

2018
【平成30年】

2019
【平成31年／令和元年】

2020
【令和2年】

2021
【令和3年】

代表取締役会長 代表取締役社長 常務取締役 取締役 監査役
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沿革

2001

8月 当社設立
初代社長に伊波良弘が就任

7月 取締役会で当社設立を決議 4月 小泉純一郎内閣発足

8 初の自家発電運転代行サービス契約
締結（県内大型商業施設３店）

9 米国　同時多発テロ

2002

2 初の自家発電運転代行サービス開始
（県内大型商業施設３店）

2 金武火力発電所1号機営業運転開始 5 日韓共催　サッカーW杯開幕

7 初めてリゾートホテルに自家発電運
転代行サービス開始

3 東京証券取引所の市場第１部銘柄に
指定

8 第３回太平洋・島サミット名護市で開催

８ 初めて病院に自家発電運転代行サー
ビス開始
初の浄水システム運用開始（食品工
場）

9 初のLNG火力である吉の浦火力発電
所の建設を決定

12 稲嶺恵一氏が沖縄県知事に就任

８ 那覇商工会議所に入会

2003

8 事務所を宜野湾市嘉数へ移転 5 金武火力発電所２号機営業運転開始

6 當眞嗣吉社長が就任

8 初の石炭船「津梁丸」就航

9 猛烈な台風14号が宮古島を直撃、風
車や電柱の倒壊等電力設備に大規模
な被害発生

2004 2 初めて大型商業施設向けに浄水シス
テム運用開始

11 第１回「残波しおさいの森づくり」植樹
祭を実施

2005 2 京都議定書の発効

2006

1 沖電牧港火力発電所に対し浄水シス
テム運用開始

1 「環境行動レポート」2005が「環境報
告大賞（環境大臣賞）」を受賞

5 第４回太平洋・島サミット名護市で開催

3 企業行動基準規程、稟議規程を制定 8 沖電グループ百添会の10周年行事
として難病の子供たちのためのファミ
リーハウス「がじゅまるの家」を県に寄
贈することを決定（2008年3月寄贈）

9 安倍晋三内閣発足

12 仲井真弘多氏が沖縄県知事に就任

2007

10 沖縄県庁舎ESCOサービスに関する
契約締結

2 吉の浦火力発電所の本格工事着工 9 福田康夫内閣発足

6 石嶺伝一郎社長が就任

11 社会人野球日本選手権大会へ初出場

2008
12 「残波しおさいの森」が「地球温暖化防

止活動環境大臣表彰」を受賞
6万本の植樹を完了

9 麻生太郎内閣発足

9 リーマン・ブラザーズ経営破綻

2009

9 沖縄県庁舎議会棟ESCOサービスに
関する契約締結

7 「沖電グループビジョン」、「沖縄電力
中長期計画」を策定

9 鳩山由紀夫内閣発足

11 飲料会社の関係会社とESCOサービ
スに関する契約締結

12 当社が受注した国内初の可倒式風力
発電設備（波照間島）運転開始

2010

3 具志川火力発電所木質バイオマス混
焼本格運用開始

1 日本航空が会社更生法を申請

4 可倒式風力発電設備建設工事（波照
間島）の竣工式を開催

6 菅直人内閣発足

10 宮古島メガソーラー及び多良間島、与
那国島、北大東島のマイクログリッド実
証研究設備の運用開始

2011

2 当社が受注した可倒式風力発電設備
（南大東島）運転開始

2 液化天然ガス売買契約書を大阪ガス
(株)と締結

3 東日本大震災発生

6 二代目社長に大城英順が就任 4 可倒式風力発電設備建設工事（南大
東島）の竣工式を開催

8 野田佳彦内閣発足

6 防災室設置。震災受け各種災害対策
の見直し、強化の推進体制確立

2012

3 沖縄本島内初、大規模太陽光発電
設備（安部メガソーラー実証研究設
備）運用開始

5 第５回太平洋・島サミット名護市で開
催

11 吉の浦LNG火力発電所１号機営業運
転開始

12 安倍晋三氏内閣発足
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2013
4月 大嶺滿社長が就任 3月 石垣新空港開港

5 吉の浦LNG火力発電所２号機営業運
転開始

2014

6 当社が受注した可倒式風力発電設備
（粟国島）運転開始

6 県内最大の大宜味風力発電実証研究
設備（2,000kW×2基）が運用開始

4 消費税８％に増税

6 渡嘉敷島で太陽光発電事業開始 9 可倒式風力発電設備建設工事（粟国
島）の竣工式を開催

12 翁長雄志氏が沖縄県知事に就任

6 三代目社長に高木直久が就任

2015

4 米軍ゴルフ場跡地にアワセ天然ガス
供給センター竣工

5 ガス供給事業開始。総合エネルギー事
業者として新たな一歩を踏み出す。

1 伊良部大橋開通

5 県内初となる天然ガス供給事業を開
始(大型商業施設向け）

12 パリ協定締結

7 沖縄ガス及び沖電との間で天然ガス
供給契約を締結

10 当社が受注した可倒式風力発電設備
（多良間島）１号機運転開始

2016

1 本社事務所近隣の工場へ本社からの
導管による初の天然ガス供給開始

3 沖縄本島と渡嘉敷島間における海底
ケーブルの運用開始

4 電力小売全面自由化開始

2 当社が受注した可倒式風力発電設備
（多良間島）２号機運転開始

4 「沖電グループの中長期成長戦略」を
発表 

6 事務所を中城村泊に移転 5 可倒式風力発電設備建設工事（多良
間島）の竣工式を開催

2017

6 四代目社長に湊好男が就任 12 (株)リライアンスエナジー沖縄設立

10 人事制度改定し昇任昇給基準を明確化

10 組織改正　総務企画部（現、総務部）
と技術営業部の２部体制へ移行

2018
5 中城湾工業団地内に州崎天然ガス

供給センター竣工
3 2代目「津梁丸」就航 4 ガス小売全面自由化開始

5 石川火力発電所の離島向け燃料油配
送拠点化事業の運用開始

10 玉城デニー氏が沖縄県知事に就任

2019

1 社内報を発刊 4 本永浩之社長が就任
「中期経営計画（2019-2021）」を
発表

5 元号が令和に改元

3 大阪ガスより資本受入（議決権比率
２５％）

9 ラグビーW杯日本大会が開幕

6 沖縄電力本店構内に牧港天然ガス
供給センター竣工

10 消費税10％に増税

6 トンガ王国向け可倒式風車竣工

7 トンガ国王臨席の下、可倒式風車竣
工式を開催

2020

4 年度経営方針において、常にＳＤＧｓ
を念頭において、経営を進めることを
宣言

6 吉の浦―牧港ガス導管敷設を発表 1 WHOが中国武漢市で原因不明の肺炎
が発生していることを公表

4 新型コロナウイルス対策のため、初め
て在宅勤務制度を導入

12 「沖縄電力 ゼロエミッションへの取り組
み～2050CO2排出ネットゼロを目指し
て～」を発表

3 那覇空港第二滑走路供用開始

9 社長名での健康経営を宣言（当社HP
に掲載）

7 梶山経済産業大臣、2030年年度に向
けた非効率石炭火力フェードアウトの
検討を指示

9 菅義偉内閣発足

10 菅総理、「２０５０年までに温室効果ガス
実質ゼロ」を表明

2021

4 「シードおきなわ合同会社」（右記）に
出資

4 海外事業展開を目的とする『シードおき
なわ合同会社『SeED Okinawa(LLC)』
をグループ5社と共同で設立

7 東京五輪開幕

111110
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　設立２０周年の約１年前となる2020年７月28日に社長以下、総務部４名、技術営業部３名の計８名
が集まり、設立２０周年記念プロジェクト委員会を立ち上げ、周年記念イベントの検討が始まりました。
紆余曲折のあった当社の事業を支えて頂いたお客さま、事業関係者の皆さま、先輩方への感謝の
意を示すとともに、当社役職員の気持ちを新たにすることを目指し、イベントについて社内の意見を
幅広く募りました。その結果、祝賀会、スポーツ大会、講演会、地元中城村内の学校への出前授業、
社員旅行など多くの案が提案されました。残念ながら、新型コロナウイルス感染症収束の目途がつ
かず、大勢が集まるイベント開催は難しい状況にあることから、イベント開催は諦め、周年行事とし
ては、事実上、周年史発行に絞ることとなりました。それだけに編集メンバーはプレッシャーを抱え
ながらの作業となりました。

　編集にあたっては、次の３点を基本方針としました。
（１）当社設立の経緯を含め、過去の活動や取り巻く事業環境の変遷を次の世代に正しく伝えるよ

う正確を期する
（２）単に過去を振り返るのではなく、将来の当社の事業活動の参考となる記述を目指す
（３）全ての活動は「人」に起因しているとの考えのもと、できる限り当時の担当者に回想記を

お願いし、事実の羅列ではなく、顔の見える記述とする

　但し、作業を始めると、当社として初めての周年史発行であるとともに、設立以降の大半の期間
は、株主企業からの出向者主体の体制であり、殆んどのメンバーが限られた期間しか在籍してお
らず、当社の事業を長期に亘って俯瞰できるメンバーが皆無であることから困難を極めました。また、
設立以降、２回の引越しもあり、資料や写真が思うように集まらず、焦る日々 が続きました。
　そのような中、当社設立に関わった方々からの聞き取りや資料のご提供、過去当社の事業に関
わった方 か々らの情報やエピソードのご提供、また沖電から当社設立前の資料のご提供を頂き、少
しずつ作業を進めることができました。この場をお借りし、ご協力頂きました多くの皆さまに心より感
謝申し上げます。とりわけ、設立時の主要メンバーにお集まり頂いた座談会では、当時のメンバー
しか語ることのできない貴重なエピソードを披歴頂いたことは、後世に残る歴史的証言となりました。
また、オンサイト発電事業、浄水事業、ＥＳＣＯ事業等の現在の当社において主力ではなくなった事
業の概要や振り返りは、今回のタイミングを逃すと当社の歴史から消えてしまう可能性があり、周年
史発刊の意義はあったものと考えております。
　将来、当社の次の節目となる年には、本周年史よりも一層充実した立派な周年史を発刊できるよ
う社業の発展に尽くしたいと今回の作業を通じて想いを新たにしました。
　最後になりますが、素人ばかりの編集メンバーを温かく指導頂きました丸正印刷株式会社の皆さ
まのお蔭をもちまして、無事発刊に至ったことに感謝申し上げます。

プログレッシブエナジー 20年史　編集事務局

編 集 後 記
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